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序　　　　　文

日本国政府は、ブータン王国からの技術協力の要請に基づき、同国の東部 6 県を対象に「園芸

作物研究開発・普及支援プロジェクト」を実施することを決定し、2010 年 3 月 16 日に討議議事

録（R/D）の署名を行い、5 年間のプロジェクトとして実施しています。

今般、プロジェクトが 2015 年 3 月に終了するにあたり、2014 年 11 月 6 日から同年 11 月 27 日

まで調査団を派遣し、ブータン国政府及び関係機関との間で、プロジェクトの進捗の確認と今後

の方向性に係る協議を行いました。本報告書は、同調査団による協議結果、評価結果を取りまと

めたもので、当プロジェクト及び類似プロジェクトの実施にあたり広く活用されることを願いま

す。

終わりに、本調査に対しご協力とご支援をいただいた内外関係者の皆様に、心からの感謝の意

を表します。

平成 27 年 2 月

独立行政法人国際協力機構

農村開発部長　北中　真人
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：ウェンカル再生可能天然資源研究開発センター 
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写真 No.1
ウェンカルセンター

手前 : カンキツ圃場
奥 : 野菜圃場
敷地は全体で約 20ha 程。
管理が行き届いている。

 写真 No.2
ウェンカルセンター　
キャベツ圃場

きちんと条で定植されており、管理も
しやすい状態となっている。

写真 No.3
ウェンカルセンター
カンキツ苗木

センターで生産している苗木。実生で
はなく接ぎ木苗で、研修農家などに配
付される。

写　　　　　真



写真 No.4
ウェンカルセンター
整枝・剪定研修用果樹

整枝・剪定を行っている果樹（手前）
と行っていない果樹（中央）を並べる
ことで、樹形管理の重要性を見せてい
る。
長期の支援だからこそ整備できる研修
材料。

写真 No.5 
ウェンカルセンター
ミバエ類幼虫

被害果から見つかったミバエ類の幼虫。

写真 No.6
農家圃場

果樹の下で野菜の間作を行っている。
野菜はランダムに植えられており、管
理も容易ではない。



写真 No.7
モンガル市場

農家が自由に販売できる市場。売られ
ている野菜・果樹は、ウェンカルセン
ターで栽培されているものより品質は
劣るが、問題ないとのこと。

写真 No.8 
農家インタビュー

ブータン側と合同の農家へのインタ
ビュー。

写真 No.9
JCC

JCC にて農林省へ終了時評価調査の結
果を報告。
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Project in Lhuntse and Mongar
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Authority
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１－１　協力の背景と概要

ブータン王国（以下、「ブータン」と記す）では、総人口の 60％が農業に従事しており、特に

人口の 70％が集中する地方部では、そのほとんどが農業で生計を立てている。農業はブータン

の基幹産業だが、急峻な地形により耕作地と作目が限定されていることに加え、市場や道路など

のインフラが未整備であるため、体系的な作物の換金化はほとんど行われていない。農林省は、

農家の所得向上の手段のひとつとして、園芸作物・換金作物による商業的農業の振興を重要課題

として位置づけているものの、多様な地理的条件に適した園芸作物栽培の技術開発や普及が進ん

でおらず、園芸作物の商業化のための十分な支援体制が確立されていない。また、ブータンでは

西部での農業開発が先行してきたため、東部は開発が遅れており、格差が広がっている。

これに対し東部での農業開発を進めるため、JICA は当時の東部農業試験場（現ウェンカルセ

ンターの前身）へ個別専門家を 4 年間（2000 ～ 2004 年）派遣し、同試験場の基盤づくりに協

力した。これに引き続き、同センターを実施機関として JICA が支援した「東部 2 県農業生産技

術開発・普及支援計画プロジェクト（2004 ～ 2009 年）」では、対象地となった東部 2 県で園芸

作物を中心とした作物の普及と生産高・品質向上といった成果を収めた。対象地域では自給自

足から作物を現金化するということへの意識が芽生え始めたが、園芸作物の商業化が東部地域

全体に拡大するまでには至らなかった。

このためブータン政府は、東部 2 県の成果を他県で実証し、貧困削減に資する東部地域に適

した園芸作物の振興を図ることを目的とした技術協力を JICA に要請した。なお実施に際して

は、これまでの JICA の協力で体制強化が行われてきており、技術開発に加え農家への普及も

担っているウェンカルセンターをカウンターパート（C/P）機関とした。

１－２　協力内容

本プロジェクトはウェンカルセンターを実施機関とし東部 6 県すべてを対象に、園芸栽培技

１．案件の概要

国名：ブータン王国 案件名：園芸作物研究開発・普及支援プロジェクト

分野：農業・農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：JICA 農村開発部農業・農

村開発第二グループ第三チーム

協力金額（評価時点）：3 億 3,700 万円

協力期間

（R/D）：2010 年 3 月 16 日 先方関係機関：

実施機関：農林省農業局ウェンカル再生可能天然資源研

究開発センター（RNRRDC Wengkhar；以下、「ウェンカ

ルセンター」と記す）

協力機関：県農業局（県農業官、郡普及員）、国立種子

センター（NSC）、東部地域農業マーケティング・協同

組合事務所（RAMCO）

2010 年 3 月 21 日～

2015 年 3 月 20 日（5 年間）

他の関連協力：

・個別専門家派遣（2000 ～ 2004 年）

・ 東部 2 県生産技術開発・普及支援計画プロジェクト

（AREP）（2004 ～ 2009 年）

評価調査結果要約表
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術と適正作物の特定、研修実施体制の強化、種苗提供体制の整備を通じて、農家が園芸農業の

商業化に向けた適正技術を実践することを目的に、技術協力を行っている。2012 年 10 月に実

施された中間レビュー調査時にプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）を改訂し、農

家グループの園芸作物の販売支援にも取り組むことになった。

（１）上位目標：

対象地域における収入源として、園芸農業の普及が進む。

（２）プロジェクト目標：

プロジェクトで研修を受けた農家と普及活動による受益農家が、園芸農業の商業化に向

けた適正技術を実践する。

（３）成果：

１． 対象地域において、生産と販売の可能性を踏まえた園芸農業の技術及び作物が特定

される。

２．ウェンカルセンターにおいて、園芸農業に関する技術研修の実施体制が強化される。

３． ウェンカルセンター、種苗生産農家、国立種子センター（NSC）タシ・ヤンツェ種

子生産農場において、種苗の提供体制が確立される。

４． 東部地域農業マーケティング・協同組合事務所の協力のもと、マーケティング活動

を行うグループが形成あるいは活性化される。

（４）投入（評価時点）

＜日本側＞：総投入額 3 億 3,700 万円

長 期専門家派遣　チーフアドバイザー／園芸 1 人、業務調整／農家組織門家　延べ 2 人 
（計 107 MM）

短期専門家派遣　研修／普及 1 人、病害虫 1 人、園芸栽培振興 2 人
1
（計 27 MM）

ロ ーカルコスト負担　3,020 万円（運転手と圃場季節作業員の給与、研修費、普及資材、

試験・研究用の備品など）

機材供与　　4,670 万円（車両、掘削機、耕運機、電気柵、事務所備品など）

研修員受入　53 人（本邦研修 14 人、ネパール第三国研修 39 人）

＜ブータン側＞

主要 C/P 配置　累計 32 人（現在農業局 1 人、ウェンカルセンターとサブセンター 20 人）

ローカルコスト負担　6,440 万ニュルタム（C/P の給与、地方出張費など）

施設・設備の提供　ウェンカルセンター内にプロジェクト事務所と研修圃場の提供

２．評価調査団の概要

調査者 団長／総括 大島　歩 JICA 農村開発部　農業・農村開発第二グループ第三

チーム（南アジア地域）課長

園芸研究開発 藤家　梓 元千葉県農林総合研究センター長

1
　 園芸栽培振興の短期専門家 1 人は研修／普及短期専門家と同一人物である。
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３－１　実績の確認

（１）成果（アウトプット）

成果１： 対象地域において、生産と販売の可能性を踏まえた園芸農業の技術及び作物が特

定される。

指標 1-1 園芸農業の開発ガイドライン / マニュアルが作成される。

成果１は順調に達成され、プロジェクト終了までに達成される見通しが高い。

指標 1-1 については、これまで郡普及員と農家向けのマニュアルや普及教材が 12 種類

開発されている。一部改訂版も来年 3 月までに完成する見込みであることから、成果１は

プロジェクト終了までに達成される見通しが高い。このほか成果１の活動として、AREP
の経験や関連文書のレビューを踏まえて、国内外から導入した作物の品種の栽培・分析評

価を行い、農家レベルで適応可能な作物と地域を特定した。具体的な成果は、① 3 系統果

樹と 38 系統の野菜品種導入、②中間山地適応の 2 品種のナシと 1 品種のプラムの品種登

録、③文旦 2 系統の選抜育成、④カンキツグリーニング病汚染地区での試作結果、文旦が

グリーニング病に抵抗性があることを確認、⑤在来マンダリン 1 系統と柿の 1 品種につい

て品種登録申請、が挙げられる。プロジェクトの中盤、対象地域でミバエ類による果樹や

野菜類の被害が深刻化した。ブータン国内で基礎的な調査研究が行われていなかったため、

プロジェクトでは当初計画にはなかったが、短期専門家を派遣し、ミバエの調査と種の同

定や試験的な防除に取り組んだ。

成果２： ウェンカルセンターにおいて、園芸農業に関する技術研修の実施体制が強化され

る。

指標 2-1  研修を受けた農家の 90％が、主な研修内容を適用する（年間の研修受講農家は約

100 名）。

指標 2-2  研修を受けた普及員の 90％が、主な研修内容を適用する（年間の研修受講者は約

15 ～ 20 名）。

指標 2-3  プロジェクトの実施する研修内容が、研修参加者の 80％以上に適切かつ有効と評

価される。

成果２は 3 つの指標がすべて目標値を超えており、達成されたとみなせる。

園芸農業に関する技術研修・普及アウトリーチプログラムは、主に①果樹展示圃農家、

② 生産団地農家（カンキツ、ナシ・カキ、タマネギ）、③種子生産農家、④苗木生産農家、

を対象に実施されている。これまで育成した農家は 508 人にのぼる。

協力企画 池田　大行 JICA 農村開発部　農業・農村開発第二グループ第三

チーム（南アジア地域）副調査役

評価分析 島田　俊子 アイ・シー・ネット株式会社　コンサルタント

調査期間 2014 年 11 月 6 日～ 11 月 27 日 評価種類：終了時評価調査

３. 評価結果の概要
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指標 2-1 は、インパクト調査結果によると 99％（159 人中 158 人）
2
で、目標値の 90％を

超えて既に達成した。プロジェクトでは毎年、郡普及員向けの研修を実施しており、これ

まで 60 人（対象 6 郡の 53 人、対象郡以外の 7 人）が受講した。指標 2-2 は、同調査によ

ると 96.8％（回答者 31 人中 30 人）で、目標値の 90％を超えて達成された。農家の研修評

価は、同調査の回答者 99.4％が研修を「とてもよい」や「よい」と評価
3
し高い満足度が示

されたため、指標 2-3 は達成したとみなした。以上、成果２は終了時評価調査時点で既に

達成されたと判断できる。

成果３： ウェンカルセンター、種苗生産農家、国立種子センター（NSC）タシ・ヤンツェ

種子生産農場において、種苗の提供体制が確立される。

指標 3-1  ウェンカルセンター及び種苗生産農家における種苗の生産及び配布体制が確立さ

れる（年間生産目標：果樹苗木 4,500 本、野菜種子 200kg）。
指標 3-2  研修を受けた農家全員に対して、研修で得た技術を実践するための基本資材が提

供される。

指標 3-3  タシ・ヤンツェ種子生産農場が再生され、種苗生産が開始される。

成果３は 3 つの指標がすべて目標値を超えており、達成されたとみなせる。

プロジェクトでは園芸農業の振興に不可欠な種苗生産体制を整えるため、果樹展示圃農

家から新規に 8 人、AREP から支援している 2 人と合わせ計 10 人の苗木生産農家を育成し

た。種子生産農家は毎年研修を行い、良質な種子を生産できる農家 14 人を育成した。ウェ

ンカルセンターの主要業務は農作物の試験研究と育種、展示栽培であり、種苗生産は本来

業務ではない。しかし、プロジェクトの試験研究や育種の成果の普及、農家への栽培振興

促進のため、展示栽培や研修用、普及材料として必要な種苗を生産している。指標 3-1 に
ついては、年平均 7,877 本と 307.2 kg（ウェンカルセンター 83.5 kg、種子生産農家 223.7 
kg）が生産されており、いずれも目標値を超えて達成した。指標 3-2 については、種子生

産農家には原種子や防鳥用の蚊帳、パッキン用の機械とラベルなど、苗木生産農家には苗

木や剪定ばさみなどが提供されていることから達成したといえる。プロジェクトは NSC の

タシ・ヤンツェ種子生産圃場の整備や職員に対する研修を支援した。同圃場は、終了時評

価調査時までに 362 kg の野菜種子とパッションフルーツの苗木 1 万本を生産していること

から、指標 3-3 は達成されたと判断した。これらを踏まえ、成果３は達成されたと判断で

きる。

成果４： 東部地域農業マーケティング・協同組合事務所の協力のもと、マーケティング活

動を行うグループが形成あるいは活性化される。

指標 4-1  研修を受けた農家の所属するグループの 50％が、園芸農業においてマーケティン

グ活動を開始する。

2
　 プロジェクトが実施したインパクト調査では、果樹展示圃農家 106 人、カンキツ生産団地農家 40 人、種子生産農家 13 人を対象

に「研修内容の実践」について質問している。そのうち果樹展示圃農家 105 人、カンキツ生産団地農家 40 人、種子生産農家 13
人が実践したと回答している。なお苗木生産農家には質問していない。研修で学んだ一部の技術を適用した場合でも「実践した」

に含めているため、高い実践率を示す結果となっている。
3
　 「農家の研修評価」に関する質問は、果樹展示圃農家 106 人、カンキツ生産団地農家 75 人、種子生産農家 13 人、苗木生産農家 8
人を対象に研修の内容、座学、実習、議論、全体の調整に関して「よくない」「よい」「非常によい」の３段階評価で質問している。

対象農家ごとに「よくない」と「よい」の平均回答率を算出している。カンキツ生産団地農家と苗木生産農家はすべての項目で「非

常によい」か「よい」と評価した。
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成果４の指標は目標値を超えており、達成されたとみなせる。

本プロジェクトでは、研修受講農家に野菜種子を配布し、果物が収穫できるまでの所得

源としての間作野菜の生産を奨励している。研修受講農家の多くは、マーケティングや農

民の組織化に関する業務を所掌する RAMCO の支援により、グループを結成し野菜を学校

へ共同出荷している。プロジェクトが実施したインパクト調査によると、研修受講農家グ

ループの共同出荷率は 96％4
と目標値を超えており、成果４は達成されたと判断できる。

同調査の結果では、共同出荷の対象は野菜が 8 割を占め、出荷先は 7 割が学校で、本プロ

ジェクトと RAMCO の取り組みによる相乗効果が数値に表れている。また同指標に関連し

て、プロジェクトではサムドゥルップ・ジョンカール県オロン郡に野菜生産農家グループ

の市場開拓、販売支援の一環として共同販売所を建設した。終了時評価調査時の対象 6 県

で、野菜の出荷は農家グループの共同出荷のほか、個人や仲買人を介して行われており、

マーケティングの問題に言及する農家や普及員はほとんどいなかった。

（２）プロジェクト目標：総合的に判断して、ほぼ達成されたと評価できる。

指標１の園芸農業面積については 2,200 エーカー弱で、目標の 5,000 エーカーに届いて

いないが、積算根拠が非現実的で目標数値そのものが妥当でなかったと推察される。指標

２の「研修受講農家の 75％が展示圃を設置し、農家間普及を行う」は、研修受講農家の

100％が展示圃を設置し、86％が平均 6.4 人に知識の共有・普及を行っており達成されたと

みなせる
5
。指標３の商業的農業の開始については、研修受講農家と普及活動による受益

農家の平均 63.9％が開始し、目標値である 50％を超えて達成された。全般的に農家の栽培

技術レベルは必ずしも高いとはいえない。しかしプロジェクトが導入した研修・普及アプ

ローチを通じて、これまで農家が取り組んだことがなかった果樹栽培や野菜種子生産、苗

木生産に関する技術を実践し始めたことが確認できた。プロジェクト終了までに新たに育

成する農家の研修・普及活動が数回残っているものの、これまでの実績を総合的に判断し

てプロジェクト目標はほぼ達成されたと評価できる。

（３）上位目標：達成に向けたポジティブな兆候が見受けられる。

指標１の所得については、プロジェクト対象地域で園芸作物から得た農家の年間所得が、

終了時評価調査時点でも 1 万 5,790 ニュルタムであり、目標値の 1 万 5,120 ニュルタムを

上回っている。指標２については 508 名の農家が育成され、研修受講農家の 8 割が平均 6.4
名の農家に知識の共有・普及を行っているが、指標の達成期間や農家間普及の目標値の設

定があいまいで評価できなかった。終了時評価時に、これまでの実績を踏まえて上位目標

の指標を見直したため、事後評価の際にはこの PDM バージョン５の新しい指標に基づいて

評価できると考えられる。ウェンカルセンターが本プロジェクト終了後のフォローアップ

活動を 5 年間計画しており、実現されれば上位目標達成に貢献すると考えられる。

4
　 インパクト調査では、研修受講農家でグループに所属している果樹展示圃農家 47 人、カンキツ生産団地農家 26 人、種子生産農

家 13 人、苗木生産農家 5 人を対象に「共同出荷」について質問している。苗木生産農家は 4 割、それ以外の農家はすべて農家グ

ループによる共同出荷を行っていると回答した。
5
　 インパクト調査では、研修を受講した果樹展示圃農家 106 人、カンキツ生産団地農家 40 人、種子生産農家 13 人、苗木生産農家

8 人を対象に「研修後に学んだ知識を他の農家に伝えたか（農家間普及の実践率）」と質問している。高い順に果樹展示圃農家の

89.6％ （95 人）、野菜種子農家 84.6％ （11 人）、カンキツ生産団地農家 80.0％ （32 人）、苗木生産農家 75.0％ （6 人）が農家間普及

を行ったと回答した。
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３－２　評価結果の要約

（１）妥当性：非常に高い

ブータン政府の第 10 次５カ年計画（2008 ～ 2013 年）の貧困削減目標を実現するために、

農林省は園芸作物の開発や換金作物の振興を重要課題と位置づけており、第 11 次５カ年計

画（2013 ～ 2018 年）においても、基幹産業である農業の生産性や農業所得の向上のため、

自給自足から農業の商業化、特産品の産地形成を農業分野の戦略として掲げている。本プ

ロジェクトは、園芸農業の商業化に向けて、標高・地域別、農家の技術レベルに適した園

芸作物の導入・普及に取り組んでおり、上記 2 つの計画に合致している。ウェンカルセン

ターは園芸作物の試験研究で中心的役割を担っているほか、2009 年に普及が所掌業務に追

加され、東部地域の農家への普及活動にも取り組む必要性が出てきた。したがって、試験

研究で特定された適正な園芸作物と技術の普及に協力する本プロジェクトに対する期待は

高く、必要性も高い。C/P や普及員の多くは座学中心の研修機会しかないことや外国援助

機関の支援は資金供与プロジェクトが多いため、実践的な技術を習得する機会が極めて少

ない。本プロジェクトは実習を中心とした研修や圃場での技術指導を重視した技術協力を

行っており、C/P と普及員のニーズに応えている。近年、農道開発が進み市場へのアクセ

スが改善されつつあることもあり、一部の農家では換金作物栽培への関心が徐々に高まっ

てきている。園芸作物の普及に取り組む本プロジェクトは、こうした農家のニーズにも合

致する。

日本の外務省対ブータン王国事業展開計画（2011 年）では、「農業・農村開発」が 5 つ

の援助重点分野のひとつで、本プロジェクトはその中の「農業技術開発・普及プログラム」

に位置づけられている。同プログラムでは、東部や南部の格差是正や貧困削減に資する農

業技術開発と普及を重視しており、本プロジェクトは日本の援助政策との整合性が高い。

JICA は、2000 年以来、個別専門家派遣（2000 ～ 2004 年）、AREP（2004 ～ 2009 年）を

通じて、ウェンカルセンターの基盤づくりや東部 2 県（モンガル県とルンツェ県）での適

地作物の選定や換金作物の導入、生産増加、品質向上といった成果を上げている。本プロ

ジェクトはこれまでの協力と整合性があり、過去の協力から得られた知見や教訓を十分生

かして実施されている。プロジェクトが開発した研修・普及アプローチによって、農家は

果樹展示圃を設置し、研修で学んだ技術を確実に導入するようになっており、適切なアプ

ローチだったといえる。総合的に判断して、本プロジェクトの協力実施内容は妥当性が非

常に高い。

（２）有効性：高い

本プロジェクトの特筆すべき成果は、①体系的研修・普及パッケージの開発と実践によ

り農家が着実に園芸作物の栽培管理技術を習得、②園芸作物の生産団地の形成で農家間の

情報・知識の普及促進と産地化、③野菜種子・苗木生産農家の育成と NSC タシ・ヤンツェ

種苗生産圃場の再生など種苗生産体制の整備、④ RAMCO との有機的連携・協力による農

家グループの活性化と野菜の共同出荷の促進、⑤実習を中心とした研修とプロジェクト活

動を通じた C/P と普及員の能力向上と関係者間の連携・協力の促進、である。これらは全

般的に有効性を高めた要因である。

4 つの成果のうち 3 つは既に達成されており、残り 1 つもプロジェクト終了時までに達

成が見込まれる。それぞれの成果はプロジェクト目標の達成に向けて貢献し、プロジェク

ト目標もほぼ達成している。以上の点を総合的に判断して、本プロジェクトの有効性は高

い。

vi



（３）効率性：高い

ブータンと日本双方からの投入は予定どおり行われ、全般的に活動は計画どおりに実施

された。交通アクセスの悪い広大な東部 6 県
6
を対象に、時間と手間のかかる研修・普及

アプローチを導入したが、限られた投入で 70 郡中 53 郡を網羅し、農家 508 人を育成した。

効率性を高めた要因は、AREP に従事した主要 C/P の配置や各県に C/P をフォーカルパー

ソンとして任命、ブータンでの業務経験が豊富な専門家の投入、長年の信頼関係による

C/P と専門家のチームワークの良さなどが挙げられる。プロジェクトの 2 年目、C/P の異動

や休職により一時的にフォーカルパーソン数人が不在で、一部の活動の効率性を低める要

因になったが、成果達成には影響はなかった。以上を踏まえて、全般的に効率性は高いと

いえる。

（４）インパクト：現時点で正のインパクトの発現がみられる。

前述のとおり、上位目標の指標１は目標値を超えている。終了時評価調査団がインタ

ビューした農家からは、プロジェクト実施によって換金作物の多様化や世帯レベルでの野

菜の摂取量の増加などが指摘されており、上位目標「対象地域の収入源として、園芸農業

の普及が進む」の達成に向けた正のインパクトがみられる。

その他、①第 11 次５カ年計画で、本プロジェクトが普及に力を入れてきたナシとカキが

東部地域の重点園芸作物に指定された、②本プロジェクトの研修・普及アプローチが他の

試験研究・開発センターで採用された、③国際農業開発基金の「市場アクセスと成長強化

プロジェクト」でも、同アプローチが採用され、本プロジェクトで育成された農家や普及

員を中心に活動が行われた、④本プロジェクトの成果に対して、ウェンカルセンター長と

チーフアドバイザー専門家が国王より国家貢献勲章の叙勲を受けた、⑤多数のマスコミに

取り上げられ、さまざまな視察団を受け入れた、など多くの正のインパクトの発現がみら

れた。

（５）持続性：比較的高い

ブータン政府が第 10 次５カ年計画（2008 ～ 2013 年）で重要課題とした貧困削減に資す

る園芸作物の振興に続き、第 11 次５カ年計画（2013 ～ 2018 年）でも商業的農業振興に園

芸作物の開発と普及は不可欠と重視しているため、政策面の持続性は高いと見込まれる。

本プロジェクトが開発・導入した研修・普及アプローチは、ウェンカルセンターで制度

として定着しつつあり、他の試験研究・開発センターや他ドナーのプログラムでも採用さ

れている。学校への野菜の共同出荷や種子生産農家からの種子買い上げ制度の導入は、引

き続きフォローアップ活動も必要だが、継続していく可能性が高い。したがって、制度面

の持続性の見通しは比較的高いと判断した。

2009 年にこれまでの試験研究から普及もウェンカルセンターの所掌業務になったため、

プロジェクト効果を持続・拡大していく体制が今後も見込まれる。一方で、同センターの

圃場全体の管理はチーフアドバイザーが行ってきたこともあり、プロジェクト終了後に向

けて引き継ぎが必要である。プロジェクト終了後に異動や休職する可能性のある職員が終

了時評価時点で 4 人おり、特に圃場業務担当は経験の浅い職員だけになってしまう可能性

がある。したがって、圃場管理を中心にプロジェクト効果を維持・拡大できる人材の配置

6
　 ブータンの国土面積は約 3 万 8,400 平方キロメートルで九州とほぼ同じで、東部は約 3 分の 1 に匹敵。ブータンは 20 県、200 郡

に分かれている。
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が必要不可欠である。終了時評価時点での組織面の持続性は比較的高いといえる。

農家は本プロジェクトの研修・普及手法によって、園芸作物や種子・苗木生産の技術を

学び実践できるようになってきた。今後は郡普及員と C/P によるモニタリングとフォロー

アップを強化し、適宜技術指導を行う必要がある。郡普及員や C/P は本プロジェクトで能

力向上が図られており、インタビューでは、プロジェクト終了後も引き続き習得した知識

や技術を活用していく自信があると大半が回答していた。しかし、ミバエ類など病害虫対

策の知見や技術はブータン全体でも不十分で、今後の取り組みが課題である。現時点での

技術面の持続性は比較的高いと見込まれる。

ウェンカルセンターは、プロジェクトの効果維持・拡大のために、終了後 5 年間のフォ

ローアップ活動に年間約 1,200 万ニュルタムが必要であると積算した。今後、年間予算計

画の協議時に、農業局や農林省、財務省にセンターの政府予算とは別にこれらの活動費の

予算要求を行う予定だという。農業局はフォローアップ活動の継続を支援しており、終了

時評価調査時点では予算の確保には至っていないものの、必要額が配賦される見込みであ

る。

プロジェクト終了後のフォローアップ活動のための予算確保は必要不可欠である。財政

面の持続性が担保できれば、本プロジェクトの持続性は比較的高いと評価できる。

３－３　効果発現に貢献した要因

（１）計画内容

本プロジェクトは、投入の点で効果発現に貢献している要因が数多くみられる。専門家

のうちチーフアドバイザーは、東部地域の園芸作物の技術開発と同センターの能力向上に

2000 年から尽力しており、同地域の農業事情に精通し、C/P、農林省、県行政関係者から

の信頼があつい。現調整員 / 農家組織専門家は、ブータンなど途上国での調整員業務経験

が豊富で、円滑なプロジェクト実施に貢献している。C/P は、プログラムダイレクターを

はじめ主要職員のなかには、AREP を通じて園芸作物の試験研究・普及に関する知識・技

術を習得した者も多く、総じて主体性が高くプロジェクト活動に積極的に取り組んでいる。

人材だけでなく AREP で、農家に研修・普及できる適正な園芸作物の試作や地域選定など、

研修・普及に取り組める同センターの体制を整備しつつあったことは、本プロジェクトの

効果発現に大きく貢献している。このほか、ウェンカルセンターの主要業務と本プロジェ

クト活動が一致していることや、対象 6 県と活動地域が広大なため、同センター園芸作物

課を中心に多くの職員が C/P に配置されてプロジェクト活動に参加したことも、効率的・

効果的なプロジェクト実施を可能にしている。

（２）実施プロセス

プロジェクト開始後、C/P のなかから対象 6 県各県の担当となるフォーカルパーソンを

配置したことは、業務と責任の明確化と各県農業局や普及員との円滑な連携・調整に役

立った。プロジェクトが開発・導入した研修・普及アプローチは、C/P と普及員が連携・

協力して農家への研修やフォローアップ、モニタリング活動を行うデザインとなっており、

両者の連携強化や農家への園芸栽培の普及といった効果をもたらし、有効性や持続性の一

部を高めた。2009 年、試験研究だけでなく開発業務が全国の RNR（再生可能天然資源）セ

ンターの所掌業務に追加されたため、ウェンカルセンターが農家を対象にした研修・普及

活動を直接主導できやすい環境になった。対象 6 県各県で年 1 回実施したワーキング・グ

ループ・ミーティングは、同センターの C/P と県農業局、郡普及員などの実務者が活動の
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進捗状況や課題を共有する機会として機能していた。これらのことも同センターと県農業

局や郡普及員、RAMCO などの関連機関との連携・協力を後押しし、プロジェクトの有効

性や効率性、組織・制度面の持続性を高めたといえる。

３－４　問題点及び問題を惹起した要因

（１）計画内容

特になし。

（２）実施プロセス

やや円滑な活動の妨げになったのが、プロジェクト 2 年目に C/P の人事異動や大学編入

による休職者が一時多く出たことである。しかし園芸課の職員がその後増員され、成果達

成には影響を及ぼさなかった。

３－５　結論

成果やプロジェクト目標のほとんどが達成されていることを確認した。本プロジェクトの妥

当性は非常に高く、有効性と効率性ともに高く、終了時評価現時点でも正のインパクトが多く

発現していた。以上、本プロジェクトは順調に実施されているため、予定どおり 2015 年 3 月に

終了する。本プロジェクトの持続性を担保するためには、ブータン側が以下に述べる提言を確

実に実施することが望ましい。

３－６　提言

（１）プロジェクト終了までに実施すべき事項

①　研修・普及アプローチの推進

本プロジェクトで開発・導入した研修・普及アプローチは、農家の技術習得や実践の

点で効果的であることが示された。このため、今後も同アプローチをより広く普及して

いくことが望ましい。

②　プロジェクト後の活動のための予算確保

ウェンカルセンターは既にプロジェクト終了後の活動計画を立案し、その経費も試算

している。今後は農林省や農業局、財務省、他ドナーなどと協議を行い、活動のための

予算を確保する必要がある。

③　日本人専門家からの圃場管理の引き継ぎ

これまでウェンカルセンターの圃場の全体の管理は、チーフアドバイザーが行ってき

た。今後は同センターから全体的な管理責任者を任命し、専門家が行ってきた業務の引

き継ぎを円滑に行うことが必要である。

（２）プロジェクト終了後に実施すべき事項

①　プロジェクト後のフォローアップ活動の実施

ウェンカルセンターは、県農業局や普及員など関係機関と協力し、計画どおりプロ

ジェクト後のフォローアップ活動を実施することが期待される。

②　農家とマーケットの連携強化

RAMCO の支援によって、学校への農家グループの共同出荷が開始されており、今後

も県農業局などを含めた関係機関による継続した支援が望まれる。本プロジェクトで育

成した種子農家が種子販売を円滑に行うことができるよう、ウェンカルセンターや県農
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業局、RACMCO が協働して、NSC など販売先の確保に努める必要がある。

③　ミバエ類など病害虫の研究・駆除

ミバエ類による被害が拡大してきており、ウェンカルセンターはミバエ類のモニタリ

ングや農家への啓発活動を続ける必要がある。また農林省においても、国の有機農業政

策を考慮しながらも、実用的な病害虫防除方法を検討すべきである。

④　生産条件の悪い農家への普及

本プロジェクトでは、生産意欲が高く市場へのアクセスが比較的容易な農家を選定し

て研修を行っており、所期の成果が発現している。将来的に園芸作物の普及が進展した

段階では、より生産条件の悪い農家への普及についても検討すべきである。

３－７　教訓

（１）長期間の支援による相乗効果

ブータン東部の園芸開発・普及については、JICA は 2000 年より支援を行ってきており、

C/P の能力開発やウェンカルセンターの機能強化などに取り組んできた。特に果樹は生育

に時間がかかるため長期的な支援が必要であり、これらの成果は、本プロジェクトで十分

活用されている。チーフアドバイザーは 2000 年から継続して同センターへ技術指導をして

おり、ブータン側からの信頼があつい。これまでの協力を通じて築いてきた専門家と C/P
が良好な関係が、本プロジェクトの円滑な運営を可能にしたといえる。

（２）関係機関との協力による相乗効果

本プロジェクトでは、県農業官や普及員の能力向上を支援し、彼らに研修受講農家の

フォローアップをウェンカルセンターと共に取り組むことで、より効果的、効率的な普及

を推進した。研修受講農家が生産する野菜を、RAMCO の支援により学校へ共同出荷する

ことで、農家が現金収入を得ることができた。国際農業開発基金（IFAD）が支援する「市

場アクセスと成長強化プロジェクト」は、本プロジェクトで導入した普及アプローチを、

本プロジェクトで研修を受けた農家、普及員を活用しながら実施している。これらは、関

係機関との協働による相乗効果といえる。

（３）集中的な研修と圃場での指導による確実な普及

ブータンの従来の園芸普及は、簡単な研修と種苗配布を組み合わせて実施されていたが、

このような手法では農家への技術の定着が難しかった。本プロジェクトでは、農作業の時

期に合わせて行う集中的な研修と農家圃場での実習を組み合わせた研修・普及アプローチ

を開発・導入した。このようなアプローチは、農家の技術習得や実践に有用であることが

明らかになった。

（４）作付面積は外部要因の影響を受けやすく、園芸普及の指標として必ずしも適切でない

中間レビュー調査時に、本プロジェクトのプロジェクト目標の 1 つの指標として、当時

の農林省の強い意向を受けて「園芸農業の作付面積」が設定されていた。東部ブータンの

ように急峻な地形では、作付面積を増やすことも測量することも容易ではない。終了時評

価調査では、作付面積の目標値の設定根拠が非現実的だったことも判明した。ブータン側

農業局からも、作付面積は土地開発など他の開発事業の影響を受けやすく、今後は園芸普

及の成果指標として扱うべきではないとの意見も出された。
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1-1  Background of the Project
In Bhutan, about 70% of the population lives in rural areas, and most of the rural population is dependent 
on the agriculture sector accounting for 17% of GDP (2010), which is regarded as the principal source of 
livelihood in the 10th five-year plan (2008–2013). Because of the nature of subsistence farming with low 
productivity and small land holding, the food production in Bhutan does not meet the entire food demand of 
the country and the income of rural farming households remains at a low level. Under those circumstances, 
promotion of commercial agriculture plays an important role in agricultural development.
JICA supported the Renewable Natural Resource Research Center East (subsequently renamed RNRRDC 
Wengkhar) through the dispatch of an individual expert from 2000 to 2004, focusing on the development of its 
organizational and technical capacities. Then JICA has carried out the AREP in cooperation with the RNRRC-
East to improve the agricultural extension mechanism through strengthening the linkage between research 
and extension in Mongar Dzongkhag and Lhuntse Dzongkhag. The AREP has brought about the extension of 
improved varieties of horticulture crops and the improvement of their productivity and quality. In the AREP, 
farmers in the selected Gewogs of two Dzongkhags have been gradually motivated to take up cultivation of 
cash crops. However, the commercialization of agriculture has yet to be extended in the whole eastern region.
Based on the above, the Royal Government of Bhutan (RGoB) requested the Government of Japan (GoJ) 
to implement the technical cooperation project for demonstrating outputs of the AREP in other eastern 

Summary of Evaluation Results
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Country: Kingdom of Bhutan Project Title: Horticulture Research and Development 
Project (HRDP) 
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Dzongkhags and promoting commercialization of horticulture to alleviate poverty in the eastern region. 

1-2  Project Overview
The Horticulture Research and Development Project (hereinafter the “Project”) has provided the RNRRDC 
Wengkhar with technical cooperation for identification of suitable crops and appropriate technologies, 
strengthening the training and extension system, and improving the provision mechanism of seeds and 
seedlings to enable farmers to practice appropriate technologies for commercialization of horticulture in the 
eastern region. The support for farmers’ groups for marketing was also added to the Project Design Matrix 
(PDM)  at the time of the Mid-Term Review Study in October 2012. 

The expected outcomes of the Project are presented below.
(1) Overall Goal: Horticulture becomes more popular as a source of income in the target area.
(2) Project Purpose:  The trained and extended farmers practice appropriate technologies for 

commercialization of horticulture. 

(3) Outputs
Output 1 Horticulture farming practices and crops in the target area are identified according to production 

and market potential. 

Output 2 Technical training system on horticulture is strengthened in RNRRDC Wengkhar.

Output 3 The structure for providing seeds and seedlings is established in RNRRDC Wengkhar, nursery 
farmers, seed growers and NSC Yangtse farm.

Output 4 Group for marketing is mobilized and/or formed in collaboration with RAMCO, Mongar.

(4) Inputs
【Japanese Side】

● Total cost: 337 million at the time of the Terminal Evaluation Study
●  Long-term Expert: One expert for Chief Advisor/Horticulture and two (2) experts for Coordination/

Farmers Organizations were dispatched. The total man-months were 107 at the time of the Terminal 
Evaluation Study. 

●  Short-term Expert: One expert for Training and Extension, one expert for Pest Control, and two (2) 
experts for Promotion of Horticulture Cultivation were dispatched. The total man-months were 27 as the 
time of the Terminal Evaluation Study. 

●  Cost of the operation in Bhutan: 30.2 million yen including salaries of drivers and seasonal farm laborers 
in the RNRRDC Wengkhar, training costs including training in the third countries, and other expenses. 

●  Equipment: 46.7 million yen for two (2) vehicles, one excavator, and equipment and materials required 
for research and development and extension activities.

●  Number of trainees received: 53 (14 for Training in Japan and 39 for the Third Country Training in 
Nepal)

【Bhutanese Side】
●  Counterparts (C/Ps): 21 people at the time of the Terminal Evaluation. Eleven (11) C/Ps were transferred 

or resigned from civil service. 
●  Cost borne by the Bhutanese Side: Nu. 64.4 million including the salaries of the C/Ps and farm laborers, 
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allowance and travel expenses of the C/Ps, training costs, equipment and tools for activities. 
●  Land and facilities: The office building and research farm provided by the RNRRDC Wengkhar.

 

3-1 Confirmation of Results
(1) Achievement of Outputs 
Output 1 has been on track, and is expected to be achieved by the end of the Project.
Most of the activities under the Output 1 have made sound progress. The Project has already developed 12 
extension and training manuals, and materials for extension agents and farmers, which are necessary for the 
implementation of activities, although the concrete target value of the Indicator 1-1 had not been set. The 
final version of the Project working document on crop suitability areas in the Project sites is expected to be 
published by the end of the Project. Considering the above, the Output 1 has been on track at the time of the 
Terminal Evaluation, and is expected to be completely achieved by the end of the Project. 
The Project conducted on-station and on-farm evaluation of vegetables and fruits for technology development 
based on the review of the experiences of the AREP and other relevant documents. The major research outputs 
are as follows: 1) Introduced three fruit varieties and 38 vegetable varieties; 2) Released two varieties of 
pear and one variety of plum for cultivation in mid-temperate regions; 3) Developed two lines of pummelo 
by selection from Thai varieties; 4) Identified that pummelo for tolerance to citrus greening disease based 
on the on-farm evaluation in the affected sites; and 5) Proposed one variety each of local mandarin line and 
persimmon for release.  
Damages to fruits, particularly citrus and pear caused by fruit flies, have been a major problem for farmers in 
the eastern region. Since the research and study on fruit fly problems had not been undertaken because of the 
lack of human resources and the technical difficulties in Bhutan, the Project took initiative in undertaking the 
basic studies on fruit flies with the technical support of the short-term expert on pest control.

Output 2 has been already achieved because all the three indicators have been achieved.
The activities of the Output 2 have been undertaken as planned. The Project developed the technical training 
and extension system on horticulture for various types of farmers, namely 1) mixed orchard farmers, 2) 
focused village farmers for citrus, pear/persimmon and onion, 3) private nursery growers, and 4) vegetable 
seed growers.

2.  Evaluation Team 

Members 
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Leader Ms. Ayumu OHSHIMA Director, South Asian Region, Rural 
Development Department, JICA

Horticultural Research 
and Development

Dr. Azusa FUJIIE Applied Entomologist (Former Director 
General, Chiba Prefectural Agriculture 
and Forestry Research Center)

Cooperation and 
Planning 

Mr. Hiroyuki IKEDA Deputy Assistant Director, South 
Asian Region, Rural Development 
Department, JICA

Evaluation Analysis Ms. Toshiko SHIMADA Consultant, IC Net Limited

Evaluation 
Period

November 6–27, 2014 Type of Evaluation: Terminal Evaluation Study

3. Results of Evaluation

xiii



The Project has so far trained 508 farmers. According to the Impact Assessment conducted by the Project, 
99% of the trained farmers (158 out of 159 respondents) noted that they applied key training contents in their 
fields. This exceeded 90% of the target value of the Indicator 2-1. Thus the Indicator 2-1 has been already 
achieved. The Project has organized the three-day technical training for extension agents in the six target 
Dzongkhags every year to enhance their technical capacity on horticulture. Sixty (60) extension agents from 
the eastern region and other regions have so far been trained. Overall, 96.8% (30 out of 31 respondents) of the 
trained extension agents replied in the Impact Assessment that they applied skills acquired during the training, 
which exceeded 90% of the target value of the Indicator 2-2. Therefore, the Indicator 2-2 has been already 
achieved. Regarding the Indicator 2-3, 167 farmers in the Impact Assessment highly assessed the content, 
practical exercise and overall coordination. As a whole, 99.4% of them described that the training was very 
good or good. Because this exceeded the target value, i.e., 80% stated in the PDM, the Indicator 2-3 has been 
achieved. Based on the assessment above, the Output 2 has been already achieved.

Output 3 has been on track, and already achieved.
The activities of the Output 3 have been implemented as scheduled. The Project has trained 10 private nursery 
growers and 14 vegetable seed growers. The RNRRDC Wengkhar has produced seeds and seedlings for 
implementing the research and outreach activities including training and extension with the technical support 
of the Project. On average, 7,877 fruit plants are produced by the RNRRDC Wengkhar and 307 kg of vegetable 
seeds are produced by the RNRRDC Wengkhar and seed growers. Thus the Project has already exceeded the 
target value of the Indicator 3-1, i.e., 4,500 fruit plants and 200 kg of vegetable seeds. To ensure the quality of 
these fruit plants and seeds, the seed growers and the private nursery growers were registered with the Bhutan 
Agriculture and Food Regulatory Authority (BAFRA). The Project provided seeds, seedlings and tools and 
equipment for trained farmers when the training was completed. The vegetable seed growers were provided 
with basic seeds, bird nets, watering cans, irrigation pipes, polythene sheets, fertilizers and pesticides and seed 
packaging materials. The fruit orchard farmers and private nursery growers were provided with secateurs, 
pruning saws, seeds, seedlings and scions. The Indicator 3-2 of distribution of basic materials has been 
already achieved. The Project has provided various types of assistance for Regional NSC Yangtse to revive 
its functions including development of farmland, construction of internal farm road and irrigation facilities, 
provision of training for its staff members and laborers, and provision of seeds, seedlings and materials.
After its revival, the NSC Yangtse produced 362 kg of released varieties of vegetables and 10,000 passion 
fruit plants by the time of the Terminal Evaluation. Thus the Indicator 3-3 has been achieved. Considering the 
above, the Output 3 has been already achieved. 

Output 4 has been already achieved because the indicator exceeded its target value.
The Project encouraged the trained farmers to cultivate various vegetables as intercrops by providing seeds 
because fruit plants usually take four to five years to start commercial fruiting. The Project has supported 
famers’ groups in marketing intercropped vegetables to schools in cooperation with the RAMCO. The Impact 
Assessment shows that 96.3% of the trained farmers who belong to farmers’ groups started to engage in group 
marketing. Because this exceeded 50% of the target value of the Indicator 4-1, the Output 4 has been achieved 
at the time of the Terminal Evaluation Study. Related to the support for group marketing, the Project has helped 
construction of a roadside market outlet as One Stop Farmers Shop on the Trashigang-Samdrupjongkhar 
Highway for the vegetable production group of Orong. At the time of the Terminal Evaluation, the trained 
farmers have sold their vegetables as a group or an individual to nearby or distant markets, and local and 
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outside vegetable vendors who come to their villages to buy them.

(2) Achievement of the Project Purpose: The Project Purpose has been mostly achieved. 
As for the Indicator 1, a total of 2,166 acres was estimated to be under horticulture fruits and vegetables 
based on the results of the Impact Assessment. Regarding 5,000 acres set as the target value of the Indicator 
1, the calculation seemed to be made based on the unfeasible scenario. Because setting the target value of the 
Indicator 1 was found unrealistic, the Evaluation Team was unable to assess the achievement of the Indicator 
1. In general, 86.2% of the trained farmers have extended their knowledge to other farmers. On average, 
each trained farmer has shared his or her knowledge with 6.4 other farmers. Because this exceeded 75% of 
the target value of the Indicator 2, the Indicator 2 has been already achieved. According to the results of the 
Impact Assessment, the overall percentage of the trained and extended farmers who started to sell horticulture 
produce was 63.9, which exceeded 50% of the target value of the Indicator 3. The overall level of farmers' 
technical capacity is not very high. However, the training and extension approaches developed by the Project 
enabled and ensured the farmers to apply the acquired knowledge and skills on horticulture cultivation. The 
remaining training and extension activities are expected to be completed by the end of the Project. Given the 
above, the Project Purpose has been mostly achieved.

3-2  Summary of Evaluation Results
(1)  Relevance: Very High 
The MoAF has accelerated horticulture development and cash crop production as effective means of 
contributing to rural development and poverty alleviation in the 10th FYP (2008–2013). In the 11th FYP 
(2013–2018), the MoAF has focused on transition from subsistence to commercial agriculture, and targeted 
and commodity focused approach such as “one Gewog, three products” as key strategies for enhancing 
agricultural productivity and income from agriculture. The Project is consistent with these two FYPs because 
it has identified and promoted crop suitability areas and appropriate technologies for commercialization of 
horticulture.
The RNRRDC Wengkhar has played a key role in research and development of technologies in horticulture, 
and has had to promote outreach activities for farmers in the eastern region especially after development was 
included into their mandate in 2009. The Project has responded to such needs of the RNRRDC Wengkhar 
by establishing the effective training and extension system and identifying and extending the appropriate 
technologies to farmers. Most of the C/Ps and extension agents had had fewer opportunities to gain practical 
knowledge and skills because the conventional education and training system has focused more on theory 
than practice. In spite of a number of projects and programs supported by the donor agencies, the number 
of technical cooperation projects is still limited. In this respect, the Project has met the needs of C/Ps and 
extension agents by providing adequate opportunities to obtain and upgrade practical knowledge and skills 
through hands-on training and technical transfer from the Japanese experts. In the eastern region, farmers’ 
demands for introduction of cash crops have been gradually increasing in accordance with improvement of 
accessibility to markets by farm road construction. The Project meets such needs of farmers by introducing 
and expanding the appropriate technologies to produce horticulture crops.
According to the Rolling Plan for Bhutan (2011) developed by the Ministry of Foreign Affairs of Japan, 
agriculture and rural development is one of the five priority areas for assistance. In the agriculture and rural 
development sector, the plan highlights the necessity of assistance for agricultural technology development 
and extension programs particularly in the eastern and southern regions to minimize disparities and alleviate 
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poverty in the country. The Project, therefore, is consistent with these Japanese aid policies. JICA has 
consistently provided technical support for horticulture development in the eastern region since 2000 with the 
dispatch of experts on horticulture and the implementation of the AREP. Thus the Project is consistent with 
the past assistance in this field, and has been fully utilizing various experiences and lessons learned from the 
past assistance. The training and extension approaches developed by the Project were proper and effective 
with regard to promoting the adoption of technologies among farmers. It is thus fair to say that the Project as 
a whole has a very high degree of relevance.

(2)  Effectiveness: High 
The Project has brought about the following notably positive outcomes:1) the mixed orchard farmers applied 
the knowledge and skills acquired to establish the orchards and practice fruit and vegetable production through 
the systematic training and extension package; 2) the focused village approach encouraged the trained farmers 
to share their knowledge and skills with other farmers, and formed producing villages for group shipping; 
3) 14 seed growers and 10 private nursery growers were trained and the NSC Yangtse farm was revived; 4) 
the farmers’ group marketing of vegetables to schools was promoted in coordination with the RAMCO; 5) 
the technical capacities, and coordination and cooperation among the Project stakeholders were improved 
through the hands-on training and the Project activities. All the accomplishments above have helped enhance 
the overall effectiveness of the Project.
At the time of the Terminal Evaluation, three out of the four outputs have been already achieved and the rest 
has been on track for achievement. Accordingly, the Project Purpose has been mostly achieved. Thus the 
effectiveness of the Project was assessed as high.

(3)  Efficiency: High
In spite of the large size of the area covered and the low accessibility because of geographical conditions and 
scattered households in villages in the eastern region, most of the inputs from the RGoB side and the Japanese 
side were provided as scheduled, and most of the Project activities were conducted as planned. Although the 
training and extension approaches were process-oriented and time-consuming, the Project has so far covered 
53 out of 70 (76%) Gewog in the eastern region, and trained 508 farmers in total. 
The contributing factors for enhancing efficiency included the following: 1) assignment of the main C/Ps 
who had worked in the AREP; 2) active involvement of many staff members of the RNRRDC Wengkhar 
as C/Ps because the Project activities are consistent with its main task; 3) appointment of focal persons in 
each Dzongkhag; 4) appropriate overall management of the Project by the two long-term experts who have 
rich working experiences in Bhutan; and 5) good team work between the C/Ps and the Japanese experts and 
their strong sense of responsibility and ownership. The personnel transfer and study leave among C/Ps in the 
second year of the Project have slightly affected the smooth implementation of activities. However, these 
factors have not affected the achievement of the Outputs of the Project. It is thus fair to say that the Project has 
a high degree of efficiency as a whole.

(4)  Impact: Many positive impacts have been already confirmed.
The Impact Assessment indicated that the overall average income of trained farmers stood at Nu. 16,671, 
which has already surpassed the target of Nu. 15,120 (80% increase from the Baseline Survey of Nu. 8,400) 
of the target value of the Indicator 1 at the time of the Terminal Evaluation Study. The farmers produced and 
consumed a variety of vegetables at the household level. Therefore, positive impacts toward the achievement 
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of the Overall Goal have been observed. The following ripple effects of the Project have also been observed: 
1) the MoAF has included persimmon and pear as focused crops in the eastern region in 11th FYP (2013–
2018), which have been promoted by the AREP and the Project; 2) other RNRRDCs such as Bajo and Bhur 
have begun to adopt the training and extension approaches developed and promoted by the Project; 3) the 
Market Access and Growth Intensification Project (MAGIP) financed by the IFAD has also adopted some 
of the training and extension approaches; 4) His Majesty the 5th King awarded the National Order of Merit 
(Gold) to the Chief Advisor of the Project and the Program Director of the RNRRDC Wengkhar for the 
Project’s contribution to improving the lives of farmers in the eastern region; and 5) the Project has received 
considerable publicity through much media coverage and various visitors. 

(5)  Sustainability: If the financial sustainability is secured, the Project’s overall sustainability is rated 
relatively high.

Policy aspect: In the 11th FYP (2013–2018), the MoAF has focused on transition from subsistence to 
commercial agriculture, promotion of import substitution, and targeted and commodity focused approach 
as key strategies for enhancing agricultural productivity and income from agriculture, following the 10th 
FYP (2008–2013) which emphasized the acceleration of horticulture development for rural development 
and poverty reduction. The current policy of horticulture development and extension will likely to remain 
unchanged even after the completion of the Project. Thus it is fair to say that the sustainability from the policy 
aspect is high.

Financial aspect: The RNRRDC Wengkhar has made a proposal for the five-year follow-up project with the 
estimated cost of nearly Nu. 12 million per year to ensure the sustainability of the Project. At the time of the 
Terminal Evaluation, such resources were not assured except for the regular annual budget allocated to the 
RNRRDC Wengkhar, NSCs and Dzongkhags. According to the C/Ps, they will propose the estimated budget 
at the time of annual budget planning exercise of the RGoB. In addition, they will strive to secure the budget 
resources by coordinating with other donor-assisted programs in the eastern region and by sharing resources 
among the relevant agencies such as Dzongkhags, the RAMCO and the NSC. If the financial resources are 
confirmed, then the sustainability of the Project from the financial aspect can be evaluated as high.

Institutional aspect: The training and extension approaches have been institutionalized in the RNRRDC 
Wengkhar, and adopted by other RNRRDCs and the MAGIP. The group marketing system of vegetables to 
schools and the mechanism in which Dzongkhag Agriculture Offices purchase seeds from the seed growers 
trained by the Project are expected to be sustained although follow-up activities need to be undertaken. The 
sustainability in the institutional aspect is thus relatively high.  

Organizational aspect: The RNRRDC Wengkhar has played a leading role in conducting research and 
development of technologies as well as proving technical support to farmers and other related agencies after 
its change of mandate in 2009. It is expected to keep taking overall responsibility in implementing the follow-
up project and other regular work. The Chief Advisor has been fully involved in overall management of farms 
of the RNRRDC Wengkhar. Regarding the personnel transfer, four researchers are likely to be transferred or 
take study leave in the near future. Because more staff members who have less experience will be in charge 
of farm management, the RNRRDC Wengkhar needs to ensure the division of responsibilities to maintain the 
quality of farm after the completion of the Project. Given the above, the sustainability from the organizational 
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aspect is relatively high.

Technical aspect: The trained farmers have adopted new knowledge and skills steadily. They are likely to 
keep doing what they learned and experienced from the Project in the short- and mid-terms if extension 
agents and the RNRRDC Wengkhar keep conducting monitoring and follow-up activities. However, when 
commercialization is promoted and consumers are more conscious about the quality and costs of vegetables 
and fruits, the technical capacities of farmers will be tested. In the long term, it is necessary to upgrade their 
capacities. The C/Ps and the extension agents are expected to apply their knowledge and skills at work because 
they were fully involved in the Project activities and had enough confidence to do so. Fruit flies and other pests 
and diseases have become serious problems for citrus and pear in the mid to low elevation. The MoAF should 
take concrete measures to address the problems from the policy to farmer levels. Thus the sustainability from 
the technical aspect is assessed as relatively high.

3-3  Contributing Factors for Generating Effects
(1)  Factors Concerning Planning
The following aspects of the Inputs of the Project have contributed to generating positive outcomes: 1) the 
Chief Advisor has 14 years of extensive work experiences in the RNRRDC Wengkhar and sub-centers in 
the east region, substantial knowledge of horticulture, and abundant acquaintances; 2) the current expert on 
Coordination/Farmers Organization has long work experiences as coordinator of various projects and offices 
in developing countries including Bhutan; 3) the major C/Ps have had worked in the AREP, and played 
a leading role in implementing the Project activities with a strong sense of ownership; and 4) most of the 
horticulture sector members of the RNRRDC Wengkhar have been assigned as the C/Ps and actively taken 
part in the Project. Furthermore, various outputs of the AREP are contributing to generating the Project’s 
effects. They include identification of the crop suitability areas, production of adequate seedlings and seeds, 
improvement of quality, and organization and institutional strengthening of the RNRRDC Wengkhar and sub-
centers in the east region.

(2)  Factors Concerning the Implementation Process
After the commencement of the Project, the focal persons for each six Dzongkhags were assigned from the 
C/Ps, which has contributed to effective coordination and cooperation with one another. The training and 
extension approaches in which the C/Ps and the extension agents worked together for monitoring and follow-
up activities have brought about stronger coordination with one another and the promotion of horticulture 
among the selected farmers. This helped enhance the effectiveness and a part of the sustainability of the Project. 
The new mandate of RNRRDC in 2009 has enabled the RNRRDC Wengkhar to take the lead in conducting 
training and extension activities. The Working Group Meeting, which was held annually by the Project in each 
Dzongkhag, has worked well as a forum for the stakeholders to share the progress of the Project’s activities 
and discuss issues. It has also promoted effective coordination among the RNRRDC Wengkhar, Dzongkhag 
Agriculture Offices, extension agents, and the RAMCO, and has resulted in enhancing the effectiveness, 
efficiency, and the sustainability in the organizational and institutional aspects of the Project. 

3-4  Inhibiting Factors
(1)  Factors Concerning Planning
No factors were identified.
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(2)  Factors Concerning the Implementation Process
The personnel transfer and study leave among C/Ps in the second year of the Project have slightly affected the 
smooth implementation of activities. However, these factors have not affected the achievement of the Outputs 
of the Project because the number of staff members in charge of horticulture has been increased.

3-5  Conclusion
Most of the Outputs have been already achieved. The Project has a very high degree of relevance, and a high 
degree of effectiveness and efficiency. At the time of the Terminal Evaluation, many positive impacts have 
emerged. The results of the Terminal Evaluation confirmed that the Project Purpose was mostly achieved. 
Thus the Project is going to be terminated in March 2015 as scheduled. 
To make the Project sustainable, it is recommended that the Bhutanese side duly take into account the 
recommendations as listed below.

3-6  Recommendations
(1)  Recommendations to be implemented during the Project period
1. Disseminating the training and extension approaches 
The Evaluation Team confirmed that the training and extension approaches developed by the Project were 
highly effective in having farmers apply practical knowledge and skills to implement fruit and vegetable 
cultivation in orchards or produce vegetable seeds and fruit plants at farms. Based on the experiences, it is 
recommended that the Project keep disseminating such approaches by emphasizing the effectiveness of these 
approaches in contrast with the conventional ones.

2. Securing the financial resources for the post-Project activities 
The RNRRDC Wengkhar has already planned the post-Project activities and estimated its costs to expand 
the Project’s effects. It is strongly recommended that the RNRRDC Wengkhar immediately discuss how it 
can secure such budget with the DoA, the MoAF, the Ministry of Finance, donor agencies and other relevant 
stakeholders. 

3. Taking over the overall management of farm from the Japanese expert
The RNRRDC Wengkhar has been supported by JICA since 2000, in which the Chief Advisor of the Project 
has been fully involved in overall management of its farm. For the RNRRDC Wengkhar to take over such 
overall management of the research farm, it needs to assign an overall farm manager and enhance researchers’ 
active commitment to daily field management.

(2)  Recommendations to be implemented after the termination of the Project 
1. Implementing the post-Project follow-up activities 
It is recommended that the RNRRDC Wengkhar carry out the post-Project follow-up activities as per the plan 
in coordination with the Dzongkhag Agriculture Offices, extension agents and the relevant organizations in 
the eastern region. To encourage such initiative, strong support from the central government, especially the 
MoAF, is desired, in relation to developing strategies for promoting horticulture at the national and regional 
level, as well as securing budget as mentioned above.
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2. Supporting enhancement of the linkage between the trained farmers and markets
The majority of the farmers trained in the Project have started selling their produce. With group sales of 
vegetables to schools initiated and facilitated by the RAMCO, schools are currently the major consumers of 
the vegetables produced by the beneficiary farmers of the Project. However, the farmers might need some more 
external support to ensure the sustainability of their linkage with markets in such cases as negotiations for 
contract extension. Thus the concerned agencies such as the Dzongkhag Agriculture Offices, the Dzongkhag 
Education Offices, the RNRRDC Wengkhar and the RAMCO should keep coordinating with one another 
whenever necessary.
Likewise, the trained seed growers are still in the initial stage in producing and marketing vegetable seeds. To 
encourage them to keep producing and marketing high-quality seeds, the RNRRDC Wengkhar, in collaboration 
with the Dzongkhag Agriculture Offices and the RAMCO, needs to help strengthen the link between the 
trained seed growers and buyers such as the NSC and private seed growers so that the latter will purchase the 
seeds in a stable manner.

3. Taking necessary measures to study and control pests and disease, especially fruit flies 
Damages caused by pests and disease, especially fruit flies, are a major concern among farmers, the RNRRDC 
Wengkhar and the Dzongkhag Agriculture Offices during the implementation of the Project. Thus it is 
recommended that the RNRRDC Wengkhar continue to study and monitor the issue, as well as raise awareness 
among farmers on it. At the same time, the MoAF is recommended to consider practical measures for pest and 
disease control that suit the organic agriculture policy of Bhutan.

4. Exploring ways to disseminate horticulture to more marginalized farmers 
The Project has selected and trained motivated farmers in relatively accessible villages through the training 
and extension approaches. These approaches were found to be effective in enabling such selected farmers to 
start engaging in vegetable and fruit production. As horticulture becomes more popular in the eastern region, 
the RNRRDC Wengkhar needs to examine how it can be effectively disseminated to more marginalized 
farmers in remote areas.

3-7  Lessons Learned
(1)  Long-term cooperation can generate synergy effects. 
JICA has supported horticulture research, development, and promotion continuously since 2000 in the eastern 
region and achieved various outcomes. The staff members of the RNRRDC Wengkhar who had been trained 
in the previous project were assigned as the main C/Ps and actively participated in the Project’s activities. 
The organizational and institutional capacities of the RNRRDC Wengkhar had improved remarkably through 
the previous cooperation. This has served as a solid foundation for horticulture research and development of 
technologies, and extension in the Project. The Chief Advisor of the Project has provided technical support 
for all the activities since 2000 and built up good relationships with the Bhutanese C/Ps. This mutual trust 
has contributed to implementing the overall activities smoothly and generating various effects and positive 
impacts of the Project. Such long-term cooperation can produce synergy effects because the established 
resources can be effectively utilized in a project.

(2)  Coordination and cooperation with relevant organizations can produce synergy effects. 
The Project has supported the capacity improvement of Dzongkhag Agriculture Offices and extension agents, 
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and involved them in extension, monitoring and follow-up activities in villages. This has helped farmers adopt 
the technology for production of horticulture crops. 
The Project has also worked with the RAMCO that supported group marketing in the Vegetable Value Chain 
Programme under the MAGIP supported by the IFAD and Schweizerische Normen-Vereinigung (SNV: Swiss 
Association for Standardization). The Project trained the farmers to produce fruit and intercropping vegetables 
while the RAMCO helped these farmers start group marketing of vegetables to schools. This has created a 
win-win situation in which farmers earned stable income and schools purchased various fresh vegetables. The 
Project’s extension approaches have also been adopted by the MAGIP, involving the farmers and extension 
agents who were trained by the Project. 
These experiences of the Project indicate that effective coordination and cooperation with relevant organizations 
can produce synergy effects.

(3)  Intensive training and outreach can be a key to ensure application of skills. 
A conventional horticulture extension approach, i.e., distributing seeds/seedlings with simple training, has 
been done in many countries, under which most farmers are unable to apply what they have learned to 
horticulture production. To address this issue, the Project has developed more intensive training and extension 
approaches. Among these approaches, the systematic training and orchard development program including 
the hands-on practice was proven highly effective in imparting the practical knowledge and skills to farmers, 
which have boasted the high application rate over 90%. In extension of horticulture techniques which requires 
more careful attention by growers, such an approach can be a key to successful extension of horticulture in 
similar projects.

(4)  The cropping area which is easily affected by external factors is not always a relevant indicator for 
the horticulture extension. 

The Indicator of the cropping area was set to measure the achievement of the Project Purpose based on the 
recommendations from the MoAF during the Mid-Term Review Study. However, it is hard to increase and 
measure the cropping areas precisely in the steep topography of the eastern region of Bhutan. At the time 
of the Terminal Evaluation, it was confirmed that the target value of such an indicator was not realistic. The 
DoA suggested that the cropping area affected by other external factors such as land use development is not 
appropriate to measure the extent of horticulture extension.
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第１章　評価調査の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

ブータン王国（以下、「ブータン」と記す）の農業は、国民総生産の約 17％、労働人口の約 6 割（総

人口約 71.3 万人のうち 42.9 万人）を占める基幹産業である。しかし急峻な地形により耕作地及

び作目が限定されていることに加え、市場及び道路などのインフラが未整備であるため、体系的

な作物の換金化はほとんど行われてこなかった。ブータン国農林省は、農家の収入向上の手段の

ひとつとして、園芸作物・換金作物による商業的農業の振興を重要課題として位置づけているも

のの、同国の多様な地理的条件に適した園芸作物栽培の技術開発及び普及が進んでおらず、園芸

作物の商業化のための十分な支援システムは確立されていない。またブータンでは、西部での農

業開発が先行してきたため、東部は開発が遅れており、格差が広がっている。

これに対し、JICA は当時の東部農業試験場（Renewable Natural Resource Research Centre - East）
へ個別専門家を 4 年間（2000 年 3 月～ 2004 年 3 月）派遣し、この間、試験場の中心機能を現在

のモンガル県ウェンカル地区へ移転するなど、同試験場の基盤づくりに協力した。これに引き

続き「東部 2 県生産技術開発・普及支援計画プロジェクト（AREP）」（技術協力プロジェクト、

2004 年 6 月～ 2009 年 6 月）が東部農業試験場をカウンターパート（C/P）として実施され、対象

地となった東部 2 県（モンガル県、ルンツェ県）において、現地に適した水稲品種選抜手法や園

芸作物の奨励品種選定、普及、及び生産増加・品質向上といった成果を収めた。このように対象

地域では、自給自足から作物を現金化するということへの意識が芽生え始めたものの、園芸作物

の商業化が東部地域全体へ拡大するまでは至らなかった。

ブータン国政府としては、東部 2 県の成果を他県で実証し、東部地域に適した園芸作物の振興

が可能となることで、魅力ある農村づくりを実現したい意向をもっており、わが国に対して後継

案件となるプロジェクトを要請した。

これを受け、JICA は、2010 年 3 月～ 2015 年 3 月の予定で、技術協力プロジェクト「園芸作物

研究開発・普及支援プロジェクト」をウェンカル再生可能天然資源研究開発センター（Wengkhar 
Renewable Natural Resource Research and Development Centre：RNRRDC）を実施機関とし、東部 6 県

を対象に行っている。プロジェクトには長期専門家チーフアドバイザー／園芸
7
と、業務調整／

農家組織を派遣中である。

2012 年 10 月には中間レビューが実施され、種苗生産のための国立種子センター（National Seed 
Center：NSC）タシ・ヤンツェ農場の再整備や、農民グループによるマーケティング活動の活性

化など、プロジェクトの活動内容及び活動方針を踏まえた内容に PDM が修正された。また本プ

ロジェクトが採用している「研修・普及モデル
8
」確立のため、フォローアップ体制強化に向けた

県及び郡普及員の能力強化、プロジェクト終了後の展開計画作成などが提言された。

今回実施する終了時評価調査は、2015 年 3 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動

の実績、成果に加え、中間レビューの提言に対する対応経過を確認するとともに、本プロジェク

ト終了までの活動に対する提言、及び今後の類似事業の実施にあたっての教訓を導くことを目的

とする。

7
　 2014 年 2 月にこれまでの貢献に対し、プログラムダイレクター（ウェンカルセンター長）とともに国家貢献勲章（National Order 
of Merit）の叙勲を受ける。

8
　研修を受けた農家に対して、さらに農家圃場での研修・フォローアップを組み合わせたうえで、種苗を提供する手法。
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１－２　評価調査の日程と調査団

１－２－１　調査日程

No. 日付

大島団長

池田団員

（協力企画）

藤家団員

（園芸研究開発）
島田団員（評価分析）

1 11/6 木

グワハティ着

移動　グワハティ→サムドゥルッ

プ・ジョンカール

プロジェクト専門家・C/P と合流

普及員へのインタビュー

2 11/7 金
プロジェクトサイト視察（サムドゥ

ルップ・ジョンカール県）

3 11/8 土
プロジェクトサイト視察（ペマガ

ツェル県、タシガン県）

4 11/9 日
タシガン県農業事務所へのインタ

ビュー

5 11/10 月

AM：プロジェクト専門家、C/P へ

のインタビュー

PM：プロジェクトサイト視察（モ

ンガル県）

6 11/11 火 資料作成

7 11/12 水
プロジェクトサイト視察（ルンツェ

県）

8 11/13 木 資料作成

9 11/14 金

パロ着

移動　パロ→ティンプー

農林省、国民総幸福委員会（GNHC）
表敬訪問

JICA 事務所　打合せ

プロジェクトサイト視察（モンガ

ル県）

10 11/15 土 移動　ティンプー→ジャカール 資料作成

11 11/16 日
移動　ジャカール→モンガル

団内打合せ

資料作成

団内打合せ

12 11/17 月
AM：プロジェクト専門家、C/P との会議

PM：プロジェクトサイト視察（モンガル県）

13 11/18 火 プロジェクトサイト視察（モンガル県、タシガン県）

14 11/19 水
プロジェクトサイト視察（タシガン県、タシ・ヤンツェ県、国立種子セ

ンター / タシ・ヤンツェ）

15 11/20 木
AM：RAMCO、県農業事務所へのインタビュー、市場視察

PM：ウェンカルセンター視察、資料作成
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16 11/21 金
プロジェクト専門家、C/P との協議

資料作成 （ミニッツ案、合同評価レポート）

17 11/22 土 移動　モンガル→トンサ

18 11/23 日
移動　トンサ→ティンプー

団内打合せ

19 11/24 月
AM：資料作成

PM：農業局との事前協議

20 11/25 火

AM：JCC、プロジェクト進捗報告、合同評価レポート報告・協議、ミニッ

ツ署名

PM：JICA 事務所報告

移動　ティンプー→パロ

21 11/26 水 別件 パロ発

22 11/27 木 パロ発

１－２－２　調査団の構成

調査の実施にあたっては、以下のメンバーから成る合同評価調査団を形成し、日本側・ブー

タン側双方による合同評価を行った。

（１）日本側団員

担当分野 氏名 所属

団長／総括 大島　歩
JICA 農村開発部　農業・農村開発第二グループ第三チー

ム（南アジア地域）課長

園芸研究開発 藤家　梓 元千葉県農林総合研究センター長

協力企画 池田　大行
JICA 農村開発部　農業・農村開発第二グループ第三チー

ム（南アジア地域）副調査役

評価分析 島田　俊子 アイ・シー・ネット株式会社　コンサルタント

（２）ブータン側団員

氏名 所属

Mr. Sonam Tobgyal
Sr. Research Officer, Research and Evaluation Division, Gross National 
Happiness Commission  (GNHC)

Mr. Kezang Tshering
Horticulture Specialist, Department of Agriculture  (DoA), Ministry of 
Agriculture and Forests  (MoAF)

１－３　対象プロジェクトの概要

（１）協力期間

2010 年 3 月～ 2015 年 3 月（5 年間）
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（２）協力相手先機関

実施機関：農林省農業局ウェンカル再生可能天然資源研究開発センター（RNRRDC）
協力機関：

・対象 6 県の県農業局（県農業官、郡普及員）

・国立種子センター（NSC）
・東部地域農業マーケティング・協同組合事務所（RAMCO）

（３）プロジェクトサイト

東部 6 県： モンガル県、ルンツェ県、タシ・ヤンツェ県、タシガン県、ペマガツェル

県、サムドゥルップ・ジョンカール県

（４）上位目標：

対象地域における収入源として、園芸農業の普及が進む。

（５）プロジェクト目標：

プロジェクトで研修を受けた農家と普及活動による受益農家が、園芸農業の商業化に

向けた適正技術を実践する。

（６）成果

１．�対象地域において、生産と販売の可能性を踏まえた園芸農業の技術及び作物が特定さ

れる。

２．ウェンカルセンターにおいて、園芸農業に関する技術研修の実施体制が強化される。

３．�ウェンカルセンター、種苗生産農家、国立種子センター（NSC）タシ・ヤンツェ種子

生産農場において、種苗の提供体制が確立される。

４． 東部地域農業マーケティング・協同組合事務所の協力のもと、マーケティング活動を

行うグループが形成あるいは活性化される。
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第２章　評価の手法

２－１　調査方法

本調査は、「新 JICA 事業評価ガイドライン第１版」（2010 年 6 月）に沿って、ブータン側と

JICA が選出した合同終了時評価調査団により、以下の調査方法に基づき実施された。

（１）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の検証

「ブータン園芸作物研究開発・普及支援プロジェクト」の終了時評価調査を行うにあたり、

詳細計画策定調査時の 2009 年 9 月 8 日に作成・合意された暫定 PDM と、指標のベンチマー

クや目標値を設定後 2010 年 12 月、第１回合同調整委員会（JCC）で承認・修正された PDM
バージョン２、中間レビュー調査が行われた 2012 年 10 月に第２回 JCC で修正されたバー

ジョン３、指標の目標値の微修正が行われたバージョン４の内容や修正理由などについて、

関係資料により確認した（バージョン２から３への修正点の詳細については、中間レビュー

調査報告書を参照）
9
。バージョン３から４への修正は、指標 2-3 の「研修参加者による研修

評価結果」の目標値の変更である。日本人専門家によると、多様で変化する参加者の研修

ニーズと期待を踏まえて常に研修内容の改善に取り組むのがプロジェクトであり、「100％向

上する」という指標は適当ではないという結論に至り、「研修参加者の 80％以上に適切かつ

有効を評価される」に修正したという。

これまでの PDM の修正は、プロジェクト関係者間で十分議論されて行われていると判断

した。しかし終了時評価時点で、上位目標の指標２について以下の表に示すとおり不備があ

るため再修正するよう合同終了時評価団が提案し、プロジェクト側から修正案が示された。

本終了時評価調査はバージョン４を基に評価するが、事後評価調査の際は修正されたバー

ジョン５を用いることを想定している（PDM バージョン５は、付属資料１を参照）。

PDM バージョン４ 終了時評価調査での検証

1 【上位目標】

対象地域における収入源とし

て、園芸農業の普及が進む。

指標１ ：プロジェクトで研修を

受けた農家と普及活動による受益

農家の収入が、2020 年までに 80％
増加する（ベースライン値は 8,400
ニュルタム）。

指標２ ：ウェンカルセンターで

500 人の農家が研修を受け、その

農家が農家間普及を実施する。

【指標に関する不明な点】

・指標２の対象期間が不明である。

・農家間普及の目標値が設定されていない。

【対処案】

・ 終了時評価調査は現 PDM バージョン４で評

価を行うが、事後評価を想定して、終了時

評価中に修正するようにプロジェクト側に

提案した。専門家と C/P と協議して、修正

案が提出され、終了時評価調査中に実施さ

れた第５回 JCC で承認された（修正案につ

いては［３－１－５　上位目標の達成見込

み］を参照）。

9
　バージョン２と３の番号が PDM に付けられていなかったが、便宜上、終了時評価調査時に付けた。
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（２）評価デザインの作成

このような PDM の検証とともに評価デザインの検討を行い、評価グリッドを作成した（付

属資料２を参照）。

（３）関連資料のレビュー

本プロジェクトに関する詳細計画策定調査報告書や討議議事録（R/D）、中間レビュー調査

報告書、技術協力プロジェクト事業進捗報告書、帰任した長期・短期専門家の報告書、ベー

スライン調査報告書、インパクト評価調査報告書、プロジェクト進捗状況報告書（英文、内

部評価報告書）、ホームページなどをレビューした。このほか本プロジェクトの前フェーズ

の関連報告書や外務省の対ブータン王国事業展開計画や、ブータン国政府の第 10 次５カ年

計画（2008 ～ 2013 年）、第 11 次５カ年計画（2013 ～ 2018 年）などをレビューして、プロジェ

クトの実績や実施プロセス、プロジェクトをとりまく外部環境を確認した。

（４）プロジェクト関係者への質問票配布

現地調査前に、技術移転の進捗状況や成果の達成状況、プロジェクト目標の達成見込み、

上位目標の達成見込み、投入の質・量とタイミング、実施プロセスなどに関する質問票を作

成し、帰任した短期専門家を含む日本人専門家と本プロジェクトの実施機関である再生可能

天然資源研究開発ウェンカルセンター（ウェンカルセンター）とサブセンター
10
の C/P に配

布した。現地調査開始時に、日本人専門家 4人、C/P 13人から質問票の回答を得て分析した。

（５）プロジェクト関係者に対するインタビュー

活動実績の確認と質問票の回答を基に、技術移転の効果や実施プロセス、プロジェクト

によって引き起こされた変化などに関する補足情報を収集するため、プロジェクト関係者

に対する個別またはグループインタビューを行った。対象は、日本人長期専門家 2 人、C/P  
14 人、対象県農業官 4 人、対象県農業補佐官 4 人、郡普及員 8 人、農家 25 人、東部地域

農業マーケティング・協同組合事務所（Regional Agricultural Marketing and Cooperative Office：
RAMCO）である。各インタビューの所要時間は 30 分から 1 時間程度だった。

２－２　主な調査項目

調査項目は、プロジェクトの実績の確認、実施プロセスの把握、評価５項目の観点による評価

に分けられる。詳細は付属資料２「評価グリッド」を参照のこと。

（１）プロジェクトの実績の確認

作成した評価グリッドを基に、プロジェクトの投入実績、成果とプロジェクト目標の達成

度、上位目標の達成見込みについて確認した。

10
　サブセンターは、リミタンサブセンター（モンガル県）とカンマサブセンター（タシガン県）がある。
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（２）実施プロセスの把握

プロジェクトの実施プロセスを把握した。主な調査項目は、プロジェクト運営と活動の進

捗状況、モニタリングの実施状況、関係者間のコミュニケーション、技術や技能の移転手

法、実施機関の主体性についてである。

（３）評価５項目に基づく評価

評価５項目、すなわち妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性の観点からプロジェ

クトを、評価グリッドに沿って評価した。各評価項目の視点を以下に示す。終了時評価調査

のため、妥当性と有効性、効率性については、これまでの実績と現状に基づいて評価する

が、本プロジェクトのインパクトと持続性については、これまでの実績と活動状況から分析

し、終了時評価時点の予測や見込みを検証する。

妥当性

プロジェクト目標や上位目標はプロジェクトの対象グループのニー

ズに合致しているか、相手国側の政策や日本の援助政策との整合性

があるかなど、プロジェクトの正当性、必要性を検証する。

有効性
プロジェクトの実施による対象グループへの便益を確認し、プロ

ジェクトが有効であるか否かを検証する。

効率性
プロジェクト資源の有効活用という視点から、効率的であったか否

かを検証する。

インパクト（予測）
プロジェクトの実施がもたらす、より長期的な効果や波及効果を検

証する。

持続性（見込み）
プロジェクト終了後、プロジェクトにより発現した効果が持続する

か否かを検証する。

２－３　評価上の制約

特になし。
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第３章　プロジェクトの実績

３－１　実績の確認

プロジェクト開始から 2014 年 11 月末の終了時評価調査時までの期間で、日本側とブータン側

の投入実績や各成果とプロジェクト目標の達成状況について検証した。プロジェクト終了 3 ～ 5
年後に達成が見込まれる上位目標について、終了時評価調査時点での達成見込みも確認した。実

績確認の結果を以下に述べる。

３－１－１　日本側の投入実績

（１）専門家の派遣

これまで長期専門家は、①チーフアドバイザー／園芸、②業務調整／農家組織の分野で

3 人が派遣された。短期専門家は、研修／普及 1 人、病害虫 1 人、園芸栽培振興 2 人を派

遣した
11
。専門家の人月数（MM）は、2014 年 11 月末時点で長期専門家 107 MM、短期専門

家 27 MM に達した（付属資料３「合同評価報告書（英文）」ANNEX 6 を参照）。

（２）研修員の受入れ

これまで主にカウンターパート（C/P）を対象にした本邦研修と、対象 6 県の郡普及

員向けにネパールでの第三国研修を実施し、前者に 14 人、後者に 39 人の合計 53 人が参

加した。研修コース名と研修員の氏名や所属は、付属資料３「合同評価報告書（英文）」

ANNEX 9 を参照。

（３）機材の供与

日本側が供与した機材は、車両、掘削機、耕運機、電気柵、事務所備品などで、約

4,670 万円（2,630 万ニュルタム）
12
が投入されている。終了時評価調査時点で、ほとんどの

機材が常に使用されていて状態も良いことがプロジェクト側から自己申告で報告された。

詳細は付属資料３「合同評価報告書（英文）」ANNEX 8 を参照。

（４）プロジェクト活動費

これまで運転手と一部の圃場季節作業員の給与、研修費、普及資材、試験・研究用の備

品などプロジェクトの活動費として 3,020万円（1,700万ニュルタム）
13
が投入されている（付

属資料３「合同評価報告書（英文）」ANNEX 7 を参照）。

３－１－２　ブータン側の投入実績

（１）C/P の配置

終了時評価調査時点で配置されているプロジェクトの C/P は 21 人（農業局次官 1 人、

ウェンカルセンター 20 人）で、これまで異動や退職、休業などを理由にプロジェクトを

離れた C/P は 11 人いる（付属資料３「合同評価報告書（英文）」ANNEX 4 を参照）。

11
　研修／普及と園芸栽培振興の短期専門家は同一人物である。

12
　JICA 指定精算レート 2014 年 11 月 1 ニュルタム =1.778 円を採用。

13
　同上

－ 8 －



（２）プロジェクト運営費

ブータン側はウェンカルセンターの C/P の給与や地方出張費など 6,440 万ニュルタムを

負担した（付属資料３「合同評価報告書（英文）」ANNEX 5 を参照）。

（３）施設・設備の提供

ブータン側は、ウェンカルセンター内にプロジェクト事務所と研修圃場をプロジェクト

実施に際して提供した。

３－１－３　成果（アウトプット）の達成状況

PDM バージョン４に照らし合わせた、4 つの成果（アウトプット）の達成状況は以下のとお

りである。

（１）成果１

成果１： 対象地域において、生産と販売の可能性を踏まえた園芸農業の技術及び作物が

特定される。

指標 1-1：園芸農業の開発ガイドライン / マニュアルが作成される。

成果１の活動は順調に実施されている。指標 1-1 の園芸農業に関するマニュアルやガイ

ドラインの開発は、これまで C/P が専門家の技術指導のもとで取り組み、終了時評価調査

時点までに郡普及員向けのマニュアルや普及教材が表３－１のとおり 11 種類開発されて

いる。普及マニュアルのうち 5 種類は、ウェンカルセンターに予算配分された国際農業開

発基金（International Fund for Agricultural Development：IFAD）の「市場アクセスと成長強化

プロジェクト」（Market Access and Growth Intensification Project：MAGIP）の資金で印刷した。

このほか、果樹園管理に関する研修マニュアルもプレゼンテーション資料として作成され

ており、指標１は全部で 12 種類開発された。

表３－１　プロジェクトが開発した普及教材・マニュアル

マニュアル名 作成年 印刷部数

1
園芸作物研究開発・普及支援プロジェクトの主要活動ポス

ター
2011 年 -

2* 低コストビニールハウス：建設マニュアル 2012 年 300 部

3 低コストビニールハウス：建設マニュアルポスター 2012 年 300 部

4 柑橘類と核果類の台木種子摘出の手順 2012 年 300 部

5 クルミの接木方法 2012 年 300 部

6* ナシ：ウェンカルリー 1 の栽培方法 2013 年 300 部

7* 果物と野菜の作物栽培暦 2013 年 500 部

8* プラム：ソルダムの栽培方法 2013 年 500 部
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9* 果樹と野菜（改訂版） 2013 年 500 部

10 野菜種子生産マニュアル 2013 年 500 部

11 果樹苗木生産マニュアル 2013 年 500 部

注：* は MAGIP の資金で印刷。

出典：プロジェクトから入手したデータ

プロジェクトでは C/P が中心になって、2010 年にベースライン調査と 2014 年にインパ

クト評価調査を実施し、各報告書を作成した。インパクト評価調査
14
によると、同調査の

対象となった普及員とウェンカルセンター職員のうち 95％が、前プロジェクトの「東部

2 県生産技術開発・普及支援計画プロジェクト」（Agricultural Research and Extension Support 
Project in Lhuntse and Mongar：AREP）と本プロジェクトで開発したマニュアル類を使いや

すいと評価した（とても使いやすい 69％、使いやすい 26％）。最もよく使うと回答があっ

たのが AREP で作成した果樹栽培マニュアルで、本プロジェクトが作成した果樹苗木生産

マニュアルと野菜種子生産マニュアルがその後に続いた。

プロジェクトでは、対象地域各地の気象や地勢、土質、作物栽培状況などを確認・見直

して、「プロジェクト対象地域の適切な作物・地域」を改訂する予定である。指標１は目

標値が設定されていないが、活動に必要な各種ガイドライン / マニュアルが作成されてい

ることと、改訂版も来年 3 月までに完成する見込みがあることから、成果１はプロジェク

ト終了までに達成される見通しが高い。

上記以外の成果１の活動として、AREP の経験や関連文書のレビューを踏まえて、国内

外から導入した作物の品種の栽培・分析評価を行い、農家レベルで適応可能な作物と地

域を特定した。具体的な成果は、① 3 系統果樹と 38 系統の野菜品種導入、②中間山地適

応の 2 品種のナシと 1 品種のプラムの品種登録、③文旦 2 系統の選抜育成、④カンキツグ

リーニング病汚染地区での試作で文旦がグリーニング病に抵抗性があることを確認、⑤在

来マンダリン 1 系統とカキの 1 品種について品種登録申請、が挙げられる。ウェンカルセ

ンターの C/P らは、これらの成果やプロジェクト活動に関する成果を、積極的に政府機関

誌の再生可能天然資源ジャーナルや再生可能天然資源年刊誌に投稿して発表した。そのほ

か、プロジェクト活動や成果について、ブータン国内のメディアに頻繁に取り上げられて

紹介された
15
。

プロジェクトの中盤、対象地域の中間標高地域やブータン南部でミバエ類による果樹や

野菜類の被害が深刻化した。国内で基礎的な調査研究が行われていなかったため、プロ

ジェクトでは当初計画にはなかったが、2012 年と 2013 年に短期専門家を派遣して、ミバ

エの調査と種の同定、試験的な防除に取り組んだ。対象地域には 8 種類のミバエ類がいる

ことが特定され、そのほか種が特定できない 2 種類がいることも判明した。これらの調査

結果はウェンカルセンターと首都ティンプーで開催されたセミナーで、国立植物防疫セン

ターや普及員など関係者に共有された。同セミナーでは、①ミバエ類の防除対策は関係機

14
　 本報告書で引用するインパクト評価調査の詳細は、プロジェクトが取りまとめた、英文プロジェクトインパクト評価報告書

（Project Impact Assessment Report, HRDP-JICA, 2014）を参照。
15

　 本報告書に記載する成果、プロジェクト目標の実績に関する詳細はプロジェクトが取りまとめた、英文の終了時評価のためのプ

ロジェクトの進捗状況報告書（Project Progress Report for Terminal Evaluaiton, HRDP-JICA, 2014）を参照。
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関の連携により組織的、広域的な取り組みが必要不可欠であることと、②農家への啓発を

進め、被害果実の埋没処理や一部果樹の袋かけなどの対策に取り組む必要性があること、

が強調された。

＜成果１のまとめ＞

成果１は順調に活動が実施され、指標 1-1 の園芸農業に関するガイドライン / マニュア

ルの開発は、活動に必要な 12 種類が作成されており、一部改訂版も 2015 年 3 月までに完

成が見込まれる。したがって、成果１はプロジェクト終了時までに達成される見通しが高

い。

（２）成果２

成果２： ウェンカルセンターにおいて、園芸農業に関する技術研修の実施体制が強化さ

れる。

指標 2-1：�研修を受けた農家の 90％が、主な研修内容を適用する（年間の研修受講農家

は約 100 人）。

成果２の活動は計画どおりに実施されている。これまでプロジェクトが研修・普及活動

によって育成した農家は、表３－２のとおり 508 人にのぼる。

表３－２　プロジェクトによって育成された農家（2014 年 9 月現在）

対象農家
年 育成

（人数）2010～11 2011～12 2012～13 2013～14 2014～15

1 果樹展示圃農家 26 27 34 35 38 155

2
カンキツ生産団地

農家
0 31 28 23 82

3
ナシ・カキ生産団

地農家
0 0 0 4 23 27

4
タマネギ生産団地

農家
0 0 119 24* 119

5 野菜種子生産農家 18 15 15 14 14**

6
農産物加工研修参

加農家
7 7 12 43 69

7
果樹整枝研修参加

農家
42 0 0 0 42***

育成された農家の総数 508
注：*  2 県から参加した 24 人は、2012 ～ 13 年の 119 人に含まれる。2013 ～ 14 年の研修は、24 人が参加した 2 つの

研修しか実施していない。

** プロジェクトでは最終的に熱心に取り組んでいる 14 農家を野菜種子農家として育成したと認定している。

***  本プロジェクト開始時に AREP で育成したモンガル県の果樹農家の果樹が結実し始めたことから、42 人を対

象にした果樹の摘果研修を 2011 年 6 月に 2 日間実施した。

出典：プロジェクトから入手したデータ
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指標 2-1 の研修参加農家の研修内容の実践率は、インパクト評価調査結果によると

99％（159 人中 158 人）で目標値の 90％を超えており、既に達成した（表３－３を参照）。

同調査で適用した研修内容を聞いたところ、野菜種子農家全員がどの技術も適用したと回

答した。果樹展示圃農家とカンキツ生産団地農家は、定植穴の準備や定植はほとんどの

農家が適用したと回答した。接木の技術の適用率は果樹展示圃農家で 91.5％（97 人）に

対して、カンキツ生産団地農家は 5％（2 人）と低い。同様に剪定技術の適用率は前者で

41.5％（44 人）、後者で 25％（10 人）とかなりの差異がある。全般的に短期間の研修を受

講しているカンキツ生産団地農家より体系的な研修を受講している果樹展示圃農家の方

が、技術の適用率が高い傾向がみられた。

表３－３　研修受講農家の研修内容の実践率 *

育成農家（回答数） 実践した 実践していない

1 果樹展示圃農家（106 人） 105 人（99％） 1 人（1％）

2 カンキツ生産団地農家（40 人） 40 人（100％） 0 人（0％）

3 野菜種子育成農家（13 人） 13 人（100％） 0 人（0％）

総回答者数 158 人（99％） 1 人（1％）

注：* 果樹苗木生産農家は同質問の対象に含まれていなかった。

出典：プロジェクトから入手したデータ

本プロジェクトの園芸農業に関する技術研修・普及アウトリーチプログラムは、主に①

果樹展示圃農家、② 生産団地農家（カンキツ、ナシ・カキ、タマネギ）、③種子生産農家、

④苗木生産農家、を対象に実施されている（図３－１を参照）。成果２で行った果樹展示

圃農家と生産団地農家への研修・普及活動を以下に記す。種子生産農家と苗木生産農家の

育成は、成果３で詳述する。
 

出典：終了時評価団作成。 

 

出典：終了時評価団作成

図３－１　研修・普及の対象農家
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１）体系的研修と果樹展示圃プログラム

果樹展示圃農家は、本プロジェクトで作成した選定基準
16
にしたがって、各郡の普及

員の推薦によって選ばれた。成果２で取り組んだ果樹展示圃農家を対象にした研修は

体系的研修と呼ばれ、以下 4 回の研修を農作業のタイミングに合わせてウェンカルセン

ターで実施された。

① 　8 月から 9 月にかけて 2 日間の導入・啓発研修（プロジェクトの支援計画と農家

の責務、研修と圃場作業を説明し、果物の収穫・試食を行い、農家の果樹栽培意思

を確認）、

② 　1 月から 2 月にかけて 10 日間の定植栽培管理の実技研修（苗木の定植方法、種

苗栽培、整枝、剪定など）、

③ 　5 月から 6 月にかけて肥培管理技術に関する実技研修（施肥、果樹の形成、摘果

など）、

④ 　10 月の 2 日間の収穫、収穫後・マーケティング研修（収穫や選別・箱詰めなど

の実技）

 
出典：終了時評価団作成

図３－２　体系的研修と果樹展示圃設置

最初の導入・啓発研修の終了時に、プロジェクトは試食用のナシと野菜種子を手土

産として参加者に配布し、果樹展示圃を始めるか家族とよく相談するよう促した。同

研修後に、C/P と普及員による苗木の定植・管理指導研修があり、参加意思を表明した

農家を訪問して、果樹栽培を行う圃場の場所や肥沃状態、標高を確認し、農家ととも

に栽植レイアウトを行った。農家が事前に圃場の確保や定植準備をしていない場合は、

果樹栽培に取り組む意思がその農家にはないと見なして、プロジェクト側は苗木を与

16
　 温帯果樹の栽培を前提に、標高 1,500 ～ 2,000 m に位置し、農道を含む車道から徒歩 30 分圏内に住む農家で、家屋近くに最低 50
本の果樹植栽可能な圃場（約 350 坪）をもつことなどが選定基準として設定されている。
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えずに持ち帰ったという。10 日間の実技研修時に参加者は、果実が収穫できるまでの

収入源として間作野菜の栽培方法を学び、配布された野菜種子を一番条件の良い家の

前の圃場に果樹の苗木と同時に定植した。本研修では、剪定ばさみや苗木、野菜種子、

収穫した果物が参加者に配布された。終了時評価調査時点で、155 人の果樹展示圃農家 
が育成され、6865 本の果樹を定植した。

２）カンキツ、ナシ・カキ生産団地プログラム

カンキツ生産団地の形成は、適地の集落を対象とし、近隣同士の農家たちがカンキツ

を共同生産、共同出荷することをめざして始められた。毎年各県農業局が 1 カ村から選

考基準
17
に基づいて農家を推薦し、C/P が普及員と各農家を訪問し、圃場の場所や肥沃

状態などを確認し、栽植レイアウトを行った。1、2 カ月後の 12 月に各村の代表数人が

2 日間の整枝、剪定、定植、接木などの実技研修を受け、研修後に受講農家は他の農家

に教えながら定植穴の準備を行った。C/P と普及員が圃場を訪問して苗木を配布する際

には、研修を受けた農家が、定植・栽培管理を他の農家に指導・普及した。2013/14 年

からは、同様の方式でナシとカキの生産団地農家の育成にも取り組んだ。これらの生

産団地農家にも果樹展示圃農家と同じように、間作野菜の栽培方法を教えて種子を配

布した。終了時評価時点の実績は、対象 6 県 23 村で 278 人の農家が参加したカンキツ

生産団地を形成し 1 万 2,450 本の苗木を定植、タシガン県ロントゥン郡 1 村で 21 農家

が参加してナシ・カキ生産団地を形成、578 本を定植した。2014 年にはルンツェ県とタ

シ・ヤンツェ県の 23 農家がカキ生産団地農家代表として研修を受けており、プロジェ

クト終了前の 2015 年 2 月にカキの苗木を定植する予定である。

３）タマネギ生産団地プログラム

2012 年からは、水田の裏作としてタマネギの集団栽培を開始した。タマネギはほ

とんどがインド産で国産は少ないことや、病虫害が少なくイネ収穫後の水田で放牧さ

れる家畜に食べられる心配がないこと、イネ収穫後の遊休地となっている水田の有効

利用になること、などの理由から農家の新たな換金作物として期待されている。プロ

ジェクトでは、生産団地候補となる村と栽培を希望する農家を普及員と協力して選

定した。2012 年秋に各県の対象村で、育苗や定植・栽培に関する 1 日研修を実施し、

2013 年 5 月に収穫と収穫後処理に関する 1 日研修を実施した。共同栽培の形態は各グ

ループによって異なり、育苗から栽培まで共同で行うグループや育苗のみ共同で定植・

栽培は各農家が行うケースもある。終了時評価調査までに、119 人がタマネギ生産団地

農家として育成された。

４）その他の関連活動

プロジェクトでは余剰苗木があった際に、個人の要望に応じて無料で配布した。終了

時評価時点で、242 人の果樹農家に 6,794 本の苗木を提供した。このほか、プロジェク

トではスモモジャムやプラムジャムなどの農産物加工の研修を毎年実施した。研修参

加者は、前プロジェクトの AREP で育成された果樹栽培農家で構成する女性生産グルー

プや、本プロジェクトの果樹展示圃農家が属する女性生産グループ、共同販売所を開

17
　 選定基準は、標高 1,000 ～ 1,500 m（ナシとカキの場合は 1,600 ～ 2,200 m）に位置し、車道からのアクセスが比較的良く、集落

世帯が散在していないこと、最低 20 本の果樹植栽可能な圃場をもつこと、研修参加農家は研修後に他の農家に教えること、な

どである。
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設したサムドゥルップ・ジョンカール県オロン郡の果樹展示圃・野菜生産グループの

女性、一部の普及員だった。2014 年 7 月の研修では、AREP の普及農家が講師を務める

など農民間普及方式で実施された。これまで 69 人の農家が農産物加工研修を受講した。

園芸作物栽培振興の一環として、プロジェクトは AREP 実施中に始めた園芸作物の品

評会を対象県農業局の持ち回りで毎年実施した。これらの品評会は県行政関係者、農

業関係者、消費者に多用な園芸を紹介する場となった。また参加する農家のやる気を

喚起するとともに、県農業局や普及員が開催ノウハウを学び、プロジェクト活動に一

層関与する良い機会となった。表３－４のとおり終了時評価時点の実績は 4 回で、参加

した農家は 148 人にのぼった。

表３－４　園芸作物の品評会

開催日 場所 参加者数

1 2010 年 12 月 15 ～ 17 日 ペマガツェル県 34 人

2 2011 年 12 月 15 ～ 17 日 タシ・ヤンツェ県 48 人

3 2012 年 12 月 15 ～ 17 日 サムドゥルップ・ジョンカール県 30 人

4 2013 年 12 月 15 ～ 17 日 タシガン県 36 人

合計参加者数 148 人

出典：プロジェクトから入手したデータ

指標 2-2：�研修を受けた普及員の 90％が、主な研修内容を適用する（年間の研修受講者

は約 15 ～ 20 人）。

プロジェクトでは毎年対象 6 県の郡普及員向けの 3 日間の研修を実施した。対象県以外

の普及員やウェンカルセンター以外の試験研究開発センターからの要望に応えて、これら

の機関の普及員や研究員も研修への参加を認めた。表３－５に示すとおり、普及員はこれ

まで 60 人（対象 6 郡の 53 人、対象郡以外の 7 人）が受講した。指標 2-2 研修受講普及員

の研修内容の実践率は同調査によると 96.8％（回答者 31 人中 30 人）で、目標値の 90％
を超えて達成された。調査で研修内容の実践に関しての自信の度合いを質問したところ、

31 人全員が自信がある（46％とても自信がある、54％自信がある）と回答しており、同

じ趣旨の質問に 35％しか回答がなかったベースライン調査とは異なり、普及員が自信を

得ている様子がうかがえた。
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表３－５　ウェンカルセンターで実施した普及員向け研修の参加者数
（単位：人）

開催年
対象 6 県

の普及員

対象県以外

の普及員

ウェンカルセン

ター以外のセン

ター研究員

NSC 職員
農業局

の職員
合計

2010 ～ 11 16 0 0 0 0 16

2011 ～ 12 11 4 5 2 2 24

2012 ～ 13 8 3 4 3 0 18

2013 ～ 14 18 0 2 1 0 21

合計 53 7 11 6 2 79
出典：プロジェクトから入手したデータ

上記研修のほか、地形・自然環境がほぼ同じネパールで第三国研修を毎年行い、これま

で 29 人の普及員が参加した（付属資料３「合同評価報告書（英文）」ANNEX 9 を参照）。

これ以外に PDM にはない活動だが、農林省の強い意向を受けて、2014 年 9 月に南西部の

チュカ県、ダガナ県、サルパン県の農業普及員 17 人の視察研修を C/P が行った。参加者

は、プロジェクトが導入した戦略的な農家の選考や実践的な研修、種苗や苗木など普及材

料を組み合わせた普及方法を高く評価した。

指標 2-3：�プロジェクトの実施する研修内容が、研修参加者の 80％以上に適切かつ有効

と評価される。

インパクト評価調査では、農家（果樹展示圃農家、カンキツ生産団地農家、野菜種子生

産農家、苗木生産農家）に参加した研修の内容、座学、実習、議論、全体の調整に関して

「よくない」、「よい」、「非常によい」の 3 段階評価で質問している。表３－６のとおり、

農家の研修評価は回答者 99.4％が研修を「非常によい」や「よい」と評価し高い満足度が

示されたため、指標 2-3 の「研修参加者の 80％以上に適切かつ有効と評価される」は達

成したとみなした。

表３－６　研修を「非常に良い」あるいは「良い」と評価した農家の割合
（単位：％）

研修受講農家（回答者数） 研修内容 座学 実習 議論 全体の調整 全体平均

果樹展示圃農家（106 人） 100 98.1 100 99 100 99.4

カンキツ生産団地農家（40人） 100 100 100 100 100 100.0

野菜種子生産農家（13 人） 100 92.3 100 100 100 98.5

苗木生産農家 （8 人） 100 100 100 100 100 100.0

全体平均 99.4
出典：プロジェクトインパクト評価報告書（HRDP-JICA、2014 年）
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５）成果２のまとめ

以上、成果２の活動は計画どおりに実施されている。3 つの指標はすべて目標値を超

えており、成果２は終了時評価調査時点で既に達成されたと評価した。

（３）成果３

成果３： ウェンカルセンター、種苗生産農家、国立種子センター（NSC）タシ・ヤンツェ

種子生産農場において、種苗の提供体制が確立される。

指標 3-1：�ウェンカルセンター及び種苗生産農家における種苗の生産、配布体制が確立

される（年間生産目標：果樹苗木 4,500 本、野菜種子 200 kg）。

成果３の活動は計画どおりに実施されている。ウェンカルセンターの主要業務は農作物

の試験研究と育種、展示栽培であり、種苗生産は本来業務ではない。しかしプロジェクト

の試験研究や育種の成果の普及、農家への栽培振興促進のため、展示栽培や研修用、普及

材料として必要な種苗を生産している。一部の原種子は国立種子センター（NSC）にも提

供されている。表３－７に示すとおり、ウェンカルセンターとサブセンターではこれま

で 3 万 1,509 本の果樹苗木、333.8 kg の野菜種子を生産した。年平均 7,877 本の果樹苗木と

83.45 kg の野菜種子を生産したことになる。指標 3-1 の苗木と種子の年間生産量
18
は、年

平均 7,877 本と 307.2 kg（ウェンカルセンター 83.5 kg、種子生産農家 223.7 kg）で、いず

れも目標値 4,500 本と 200 kg を超えて達成された。

表３－７　苗木と種子の生産量

2010 ～ 2011 年 2011 ～ 2012 年 2012 ～ 2013 年 2013 ～ 2014 年

苗木

（本）

野菜種子

（kg）
苗木

（本）

野菜種子

（kg）
苗木

（本）

野菜種子

（kg）
苗木

（本）

野菜種子

（kg）

ウェンカル

センター
5,298 63.00 10,165 125.30 7,500 77.50 8,546 68.00

苗木生産農

家 *
- - - - - - 6,420 -

野菜種子生

産農家
- 191.75 - 219.77 - 182.30 - 301.16

NSC タシ・

ヤンツェ種

子生産農場

- - - - - 186.50

10,000
（パッシ 
ョンフル 
ーツ）

175.50

注：* 2012/13 年までに生産した苗木のデータが記録されていなかった。

出典：終了時評価用プロジェクト進捗状況報告書（HRDP-JICA、2014 年）

18
　果樹苗木農家については 2013 ～ 2014 年の 1 年間のデータしか集計していなかったことから、指標 3-1の実績には含めていない。
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１）野菜種子生産農家

プロジェクトでは園芸農業の振興に不可欠な種苗生産体制を整えるため、野菜種子生

産農家の育成に取り組んだ。野菜種子生産農家は本人の希望を受けて普及員が推薦し、

各県から選出された数人が毎年 1 回研修を継続的に受ける。これまで毎年行った研修は

以下のとおりで、期間は 2 日間である。

①　種子生産全般と冬野菜の種まき

②　冬野菜の管理と夏野菜の種まきや管理

③　収穫後の処理方法や発芽試験、パッキング方法

④　作業記録と出納帳など農家簿記

⑤　栽培管理と収支の検証、品質管理とマーケティング

上記研修のうち⑤では、NSC やブータン農業・食品管理委員会（Bhutan Agriculture 
and Food Regulatory Authority：BAFRA）からも講師を招いて、需要や買い取りについて

の説明や種子認証の関連規則や手続きについて講義してもらった。農家は種子生産後、

毎年種子の発芽率や品質を BAFRA に検査・認証してもらう。これまで育成された野菜

種子生産農家は 14 人、全体で 894.98 kg、年平均で 224 kg を生産した。ブータンではこ

れまで苗木や種子は農家に無料配布されていたため、農家が種子を生産することはま

れで、農家から種子を買い上げる仕組みがなかった。本プロジェクトでは、初年度は

プロジェクトが買い上げ、2 年目以降は県農業局に買い上げてもらう制度を導入した。

種子生産農家のなかには、県農業局や希望する農家に販売して、多くの所得を手にし

た者もいた。一方で、終了時評価調査団がインタビューした一部の種子農家やルン

ツェ県農業局関係者によると、同県では 4 年目に県農業局の予算不足から種子を買い上

げることができなかったという。同様のケースは一部、モンガル県やタシ・ヤンツェ

県の種子農家からも報告された。

２）苗木生産農家

苗木生産農家の多くは県農業局、郡普及員の推薦で果樹展示圃農家から選ばれてい

る。10 人の苗木生産農家が本プロジェクトで育成された。そのうち 8 人は新規の果樹

展示圃農家で、残り 2 人はチーフアドバイザーが個別専門家派遣時に支援して果樹栽培

を始めた農家である。苗木生産農家も、種子生産農家と同様、BAFRA からの認証を毎

年受けている。2013 ～ 2014 年には、6,420 本生産された。

３）その他の活動

PDM で計画された活動のほか、プロジェクトではルンツェ県ガンゾール郡の種苗生

産農家兼果樹展示圃農家と同県農業局から要請を受けて、同農家宅前につながる農道

1.7 km を整備した。同農家は、食料増産援助・貧困農民支援で供与された耕運機を持っ

ていたが農道未整備
19
のため使用していなかったことや、土地を多く保有して農家とし

ての潜在能力は高いが生産した野菜や種子の出荷に苦労していた点を考慮して、プロ

ジェクトの掘削機を使用して支援することになった。農家は掘削機の燃料代を負担し

19
　 C/P によると、県農業局の農道整備には最低 11 世帯が受益する地域でなければならないという選定基準があり、この基準に満た

ない集落や世帯は農道未整備で孤立しているという。
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たという。

指標 3-2：�研修を受けた農家全員に対して、研修で得た技術を実践するための基本資

材が提供される
20
。

プロジェクトの研修終了時に、種子生産農家は原種子や防鳥用の蚊帳、パッキン用の

機械とラベルなど、苗木生産農家は苗木や剪定ばさみなどが参加者全員に提供された。

したがって、指標 3-2 は達成されたと判断できる。

指標 3-3：�タシ・ヤンツェ種子生産農場が再生され、種苗生産が開始される。

種苗生産は本来 NSC の業務である。プロジェクト活動の持続性を考慮して、中間レ

ビュー調査時に、タシ・ヤンツェ県にある NSC の種子生産圃場の再整備支援を行い、

種苗生産活動を開始させることがプロジェクト活動に追加された。プロジェクトでは、

2011 年から、野菜種子生産のためにウェンカルセンター予算 7 割、プロジェクト予算

3 割の負担で同圃場の整備を始めていた。主にプロジェクトでは供与機材の掘削機を使

い、2.5 km の圃場道路整備、水槽ポリパイプ取水、圃場の拡幅と整地（35 エーカー）、

池の造成を 2 カ所支援した。圃場の種苗生産体制に向けて、原種子や穂木、ビニールハ

ウスの資機材を供与し、作業員に耕運機の維持・管理研修や試験・研究員に園芸生産

に関する技術支援を行った。NSC タシ・ヤンツェ種子圃場はこれらの支援後、終了時

評価調査までに 362 kg の野菜種子とパッションフルーツの苗木 1 万本を生産した。こ

れらを踏まえ、中間レビュー調査以降に追加された指標 3-3 は達成されたと判断でき

る。

４）成果３のまとめ

成果３の活動は計画どおりに実施されている。指標 3-1 は目標値を超え、指標 3-2 と

3-3 は実績から達成されたとみなせるので、成果３は達成されたと判断できる。

（４）成果４

成果４： 東部地域農業マーケティング・協同組合事務所の協力のもと、マーケティング

活動を行うグループが形成あるいは活性化される。

指標 4-1：�研修を受けた農家の所属するグループの 50％が、園芸農業においてマーケ

ティング活動を開始する。

農家グループの活性化は園芸作物の商業化に不可欠ということで中間レビュー調査の提

言を受けて、追加された成果である。成果４の活動は順調に実施されている。プロジェク

トでは、研修受講農家に野菜種子を配布し、果物が収穫できるまでの所得源としての間作

20
　 PDM バージョン４、英文「100% of trained farmers provided with basic materials to apply skills acquired from the training」の和訳。中

間レビュー調査報告書本文では、「研修及び資機材の供与を受けた農家の 100% が研修で習得した技術を実践する」と異なる和

文が使われているが、本終了時評価調査では技術の実践は指標 2-1にあるため、PDM バージョン４の和訳を採用した。
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野菜の生産を奨励している。研修受講農家の多くは、マーケティングや農家の組織化に関

する業務を所掌する RAMCO の支援により、グループを結成し野菜を学校へ共同出荷して

いる。プロジェクトが実施したインパクト評価調査によると、指標 4-1 の研修受講農家が

所属するグループの共同出荷率は 96％ と目標値の 50％を超えており、成果４は達成され

たと判断できる（表３－８を参照）。同調査の結果では、共同出荷の対象は野菜が 8 割を

占め、出荷先は 7 割が学校で、本プロジェクトと RAMCO の取り組みによる相乗効果が数

値に表れている。

表３－８　農家グループによる共同出荷

研修受講農家のうちグループに

所属している農家（回答者数）
共同出荷を行っている割合（％）

1 果樹展示圃農家 （47 人） 100.0

2 カンキツ生産団地農家 （26 人） 100.0

3 野菜種子生産農家 （13 人） 100.0

4 苗木生産農家 （5 人） 40.0

全体平均 96.3
出典：プロジェクトインパクト評価報告書（HRDP-JICA、2014 年）

１）RAMCO 支援による学校への野菜の共同出荷

インパクト評価調査では、グループに所属していると回答した農家は 50％である。

終了時評価調査団がインタビューした果樹展示圃農家や生産団地農家は、プロジェク

トが奨励している間作野菜の生産を始めており、多くの農家が RAMCO と県農業局の

支援でグループを結成し、学校に共同出荷していた
21
。販売単価は市場より若干安いも

のの、販売に時間を割くことなく安定的に一定量の野菜を学校に出荷できることや多

少見栄えの悪い野菜も出荷できることなど、農家グループにとって利点があるという。

学校側は、毎週新鮮で良質な野菜を購入する機会が確保でき、また一度に大量に購入

する必要がないため保管場所に困らないと歓迎している。インタビューした多くの農

家グループが、共同出荷の売り上げの一部やそれとは別に定額を集金する規則を設け

て、グループ貯金活動を始めていた。RAMCO によると、国内の増え続ける野菜の需要

に対して供給は依然として不十分だが、農家の組織化と学校への共同出荷プログラム

は、農家と学校双方が便益を受けられて好評だという。プロジェクトの技術支援によ

り農家がさまざまな間作野菜を商品作物として栽培できるようになった段階でタイミ

ングよく、RAMCO による農家の組織化・マーケティング支援活動が徐々に開始され、

野菜生産農家にとって安定的な販売先が確保できていることが確認された。学校への

21
　 RAMCO は、2012 年 MAGIP の支援によりウェンカルセンターと農業局が連携・協力して野菜バリューチェーンプログラムを開

始した。RAMCO によると、これまで東部 6 県 70 郡のうち 35 郡で 119 の野菜生産グループが結成され、1,527 世帯の農家がこ

れらのグループに属しているという。2014 年 5 月までに 89 の野菜生産グループが、6 県に 106 カ所ある学校や寺院などの組織

のうち 40 団体に共同出荷した。学校は農家グループと買い取り価格を決め、法的拘束力のある契約書を 1 年ごとに交わす。必

要な量の野菜を継続的に確保するため、通常は 1 校当たり 3 グループと契約する。農家と学校の買い取り価格が折り合わず契約

を更新しない例もあるという。
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共同出荷のほか、個人で近隣や町の市場、インドや国内から来る仲買人に野菜を販売

している農家も多くみられ、野菜に関してマーケティングの問題に言及する農家や普

及員はほとんどいなかった。なお、果実販売を開始した農家のほとんども、調査団の

インタビューに対して販売上の問題はないと回答した。

２）共同販売所支援

プロジェクトではサムドゥルップ・ジョンカール県オロン郡に、野菜生産農家グルー

プの市場開拓、販売支援の一環として共同販売所を建設した。4 村 31 人のメンバーの

うち、展示圃農家が 12 人（うち 2 人は種子生産農家も兼ねる）、カンキツ生産団地農家

が 12 人いる。本プロジェクトの技術支援で本格的に間作野菜の生産を始めたものの、

付近に市場や商店など販売所がないことを考慮し、農家グループや県、郡行政関係者

と協議し、2013 年より用地整備と建設作業が開始された。国道沿いの土地を県から無

償で借用することになり、建築資材と熟練工の賃金をプロジェクトが負担し、材木切

り出しや石材手配、土木工事はグループが行った。2013 年 10 月、学校中退者の若い女

性 2 人（うち 1 人はメンバー、もう 1 人はメンバー家族）が共同販売所を請負経営する

方式
22
で運営しており、若者の雇用創出にもつながった。メンバーの農家によると、以

前は車を手配してサムドルップ・ジョンカール県の中心地へ販売に行かなければなら

なかったが、家から徒歩圏内に共同販売所ができて、出荷と販売が効率的に行えるよ

うになったという。共同販売所を運営・管理している 2 人は、RAMCO と MAGIP、オ

ランダ開発機構（Schweizerische Normen-Vereinigung：SNV）の共催の帳簿記録・管理研

修を受けたほか、冷蔵庫やコンピュータなどの備品の供与を RAMCO と県農業局から受

けている。周辺道路工事で働くインド人労働者や周辺農家、旅行者などが同販売所を

利用し、売り上げはプロジェクトによると月 4 万から 4 万 5,000 ニュルタムあり、終了

時評価時点では順調に運営されていた。

３）成果４のまとめ

成果４は中間レビュー調査以降に追加された成果だが、活動が順調に行われている。

指標 4-1 は目標値を超えており、成果４は達成したと判断できる。

３－１－４　プロジェクト目標の達成見込み

プロジェクト目標： プロジェクトで研修を受けた農家と普及活動による受益農家が、園芸

農業の商業化に向けた適正技術を実践する。

指標１：�対象地域内の耕作可能な畑作地のうち、5,000 エーカーにおいて、園芸農業が実施

される。

22
　 販売単価は季節と作物ごとにメンバーである農家があらかじめ決め、実際に持ち込まれる野菜の出来栄えを判断して請負経営し

ている 2 人が販売価格を設定する。市場価格より 10 ～ 20 ニュルタムは安く、売り上げに応じて各農家に月末支払う。毎月 3,000
ニュルタムはグループの貯金として納め、残りは 2 人の給与になる 。農家グループのメンバーが出荷する野菜以外に、別の農家

グループが作った織物のスカーフ、竹細工や農業用道具のパーツなども売っている。これらは委託者から販売価格の 10％を手数

料として徴収し、2 人が手当てとしてもらえるという。
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インパクト評価調査結果を中心に取りまとめられたデータによると、終了時評価調査時点で

の園芸作物の作付面積は 2,166.5 エーカーだった（表３－９を参照）。その内訳や積算根拠をみ

ると、プロジェクトが直接支援したわけではない野菜栽培農家
23
への聞き取り結果や、MAGIP

の支援でウェンカルセンターや RAMCO が実施する野菜バリューチェーンプログラムでの作

付面積が含まれていた。こうした理由から、終了時評価調査団がプロジェクト効果による園芸

作物の作付面積を正確に把握することはできなかった（付属資料３「合同評価報告書（英文）」

ANNEX 10 を参照）。

表３－９　園芸作物の作付面積

育成された農家 園芸作物の作付面積 （エーカー）

1 果樹展示圃農家 383.66

2 カンキツ生産団地農家 894.46

3 野菜種子生産農家 93.10

4 ウェンカルセンターからの直接種苗支援 124.74

5 野菜生産農家 624.59

6 普及員に育成された農家 45.94

合計 2,166.49
出典：プロジェクトインパクト評価報告書（HRDP-JICA、2014 年）

中間レビュー調査時に、ブータン国農林省の意向も受けて設定された目標値 5,000 エーカー

の根拠については、積算根拠が非現実的で目標数値そのものが妥当でなかったと推察される。

例えば、年間研修受講予定農家は 92 人で各自が農家 4 人に普及すると仮定している一方で、1
年目だけで 500 人近い農家が研修を受け、5 年間農家間普及を行い続けるといった非現実的な

想定で積算していた。単純に年間作付面積を 5 倍しているケースも見受けられた（付属資料３

「合同評価報告書（英文）」ANNEX 10 を参照）。以上、目標値の設定が非現実的であり、終了

時評価調査団は指標１の達成度を評価できなかった。

指標２：�研修を受けた農家の 75％が展示圃を整備し、農家間普及を実施する。

プロジェクトでは C/P と普及員が現場に出向いて農家の圃場準備を指導するアプローチを

採っているため、研修受講農家の 100％が展示圃を整備していると判断できる。表３－ 10 に

示すとおり、インパクト評価調査で回答した研修受講農家の 86％（167 人中 144 人）が他の

農家に知識を普及したと回答し、普及人数は平均 6.4 人だった。したがって、指標２は目標

23
　 インパクト評価調査ではベースライン調査との比較を行うため、同調査で対象にした野菜栽培農家を中心に 109 人に聞き取りを

行っている。調査担当の C/P によると、基本的に別の分類で選ばれている果樹展示圃農家やカンキツ生産団地農家と重複してお

らず、プロジェクトによる間作野菜栽培の指導を受けていない農家を中心に選んだという。プロジェクト目標の要約に「普及活

動による受益農家」が記載されているため、直接プロジェクトの支援を受けていないこれらの農家の聞き取り結果や MAGIP 支

援プログラムの受益農家の作付面積を実績に含めたということだった。どの程度プロジェクトから便益を受けたかわからないグ

ループがプロジェクト目標の指標実績に含まれているため、プロジェクト効果による園芸作物の作付面積は正確に判断しかねる

という結論に至った。
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値 75％を超えて達成された。果樹展示圃農家は、4 回の研修パッケージである体系的研修を受

講しているためか、他の農家への知識の普及度合いが約 90％と研修受講農家のなかで最も高

かった。

表３－ 10　研修受講農家農による他農家への知識の普及
（単位：人）

研修受講農家（回答者数） 普及した 普及しなかった

1 カンキツ生産団地農家 （40 人） 80.0％（32） 20.0％（8）

2 果樹展示圃農家 （106 人） 89.6％（95） 10.4％（11）

3 野菜種子生産農家 （13 人） 84.6％（11） 15.4％（2）

4 苗木生産農家 （8 人） 75.0％（6） 25.0％（2）

全体（167） 86.2％ （144） 13.8％（23）
出典：プロジェクトインパクト評価報告書（HRDP-JICA、2014 年）

指標３：�研修を受けた農家と普及活動による受益農家の 50％が、商業的園芸農業を開始す

る。

表３－ 11 のとおり、インパクト評価調査で回答した研修受講農家 167 人中 127 人の 62.7％
が商業的園芸農業を開始したと回答した。研修受講農家と直接プロジェクトの研修は受けてい

ない普及活動による受益農家の合計では 63.9％が開始し、目標値である 50％を超えて指標３

は達成された。

表３－ 11　商業的園芸農業の実施農家数と割合

農家（回答者数）
商業的園芸農業の

実施割合（人）
備考

1 果樹展示圃農家（106 人） 69.8％（74）
果樹は結実していないため、

間作野菜の販売

2 カンキツ生産団地農家（75 人） 42.7％（32）
果樹は結実していないため、

間作野菜の販売

3 野菜種子生産農家 （13 人） 100％（13）

4 苗木生産農家 （8 人） 100％（8）

研修受講農家の平均 （167 人） 62.7％（127）

5 普及活動による受益農家 （92 人） 66.3％（61）

全体平均 （259 人） 63.9％（188）
注： プロジェクトが直接支援していない野菜栽培農家がインパクト評価調査に含まれていたが、他ドナーや政府プログラ

ムの影響を受けている可能性が高いため、終了時評価調査では実績に含めなかった。

出典：プロジェクトインパクト評価報告書（HRDP-JICA、2014 年）から入手したデータ
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【プロジェクト目標のまとめ】

全般的に農家の栽培技術レベルは必ずしも高いとはいえない
24
。しかしプロジェクトが導入

した研修・普及アプローチを通じて、研修受講農家全員が展示圃を設置してこれまで取り組ん

だことがなかった果樹栽培や野菜種子生産、苗木生産に関する技術を実践し、8 割は他の農家

に知識を普及していることが判明した。6 割の研修受講農家が商業的園芸農業を開始したこと

も確認できた。プロジェクト終了までに新たに育成する農家の研修・普及活動が数回残ってい

るものの、これまでの実績を総合的に判断してプロジェクト目標はほぼ達成されたと評価でき

る。

３－１－５　上位目標の達成見込み

上位目標： 対象地域における収入源として、園芸農業の普及が進む。

指標１：�プロジェクトで研修を受けた農家と普及活動による受益農家の収入が、2020 年ま

でに 80％増加する（ベースライン値は 8,400 ニュルタム）。

農家の園芸作物から得られる年間所得は、内外のさまざまな要因に影響され増減する可能性

がある。しかし、東部地域で本プロジェクトを含む様々な開発事業や介入によって、園芸農業

の普及が進み農家の収入源になれば、園芸農業からの所得が増えると予想される。表３－ 12

に示すとおり、インパクト評価調査によると農家の平均収入は 1 万 5,790 ニュルタムで、指標

１の目標値 1 万 5,120 ニュルタム（ベースライン値の 80％増加）を既に超えていた。プロジェ

クト終了 5 年後を想定している指標１は、終了時評価調査時で既に達成されていた。

表３－ 12　農家の園芸作物から得られる年間所得

農家（回答者数）
園芸作物から得られる

年間所得（ニュルタム）
備考

1 果樹展示圃農家（106 人） 17,178 主に間作野菜の販売

2 カンキツ生産団地農家（75 人） 9,193 主に間作野菜の販売

3 野菜種子生産農家（13 人） 34,441 主に種子販売

4 苗木生産農家（8 人） 51,180 主に苗木販売

研修受講農家の平均年間所得 16,671

5 野菜栽培農家（109 人） 19,232

6 普及活動による受益農家（13 人） 10,895 主に野菜販売

農家の平均年間所得 15,790
出典：プロジェクトインパクト評価報告書（HRDP-JICA、2014 年）

24
　 各農家の圃場では多品目少量栽培が行われていた。野菜栽培では灌水と除草は行われていたが、それ以外の栽培管理はあまり行

われていないように見受けられた。
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指標２：�ウェンカルセンターで 500 人の農家が研修を受け、その農家が農家間普及を実施す

る。

プロジェクトではこれまで 508 人の農家を研修・普及アプローチを通じて育成してきた。イ

ンパクト評価調査では、インタビューした研修受講農家の 8 割が、研修での学びを他の農家に

共有・普及したと回答し、普及人数は 1 人平均 6.4 人という結果が示された。

指標２には指標がめざす対象期間が明記されていないことや、農家間普及の目標値が設定さ

れていないため、終了時評価調査時点で同指標の達成見込みを評価することは難しい。本終

了時評価団からプロジェクト終了 3 年から 5 年後に実施される事後評価を想定して、同指標を

見直すよう提案した。C/P と専門家が話し合い、次のとおり上位目標の指標１と２ともにプロ

ジェクト開始時の 2010 年から 2020 年までにめざすべき開発効果として、実績を踏まえて修正

案が提出され、終了時評価調査中に開催された第４回 JCC で変更が承認された。

表３－ 13　上位目標の指標の修正

PDM バージョン４ 修正後 PDM バージョン５ 備考

指標１

プロジェクトで研修を受

けた農家と普及活動に

よる受益農家の収入が、

2020 年までに 80 ％増加

する（ベースライン値は

8,400 ニュルタム）。

プロジェクト対象地域で

研修を受けた農家と普及

活動による受益農家の園

芸作物から得られる年間

所得が、8,400 ニュルタム

か ら 2020 年 ま で に 2 万

ニュルタムに増加する。

2014 年のインパクト評価

調査時の平均年間所得は

1 万 5,790 ニュルタムで

ベースライン調査時と比

較して 88％増だった。目

標値は、これを踏まえて

設定した。

指標２

ウェンカルセンターで

500 人の農家が研修を受

け、その農家が農家間普

及を実施する。

2020 年までにウェンカル

センターで 800 人の農家

が育成される。

（これまでの実績から）プ

ロジェクト終了後の 2015
年から 2020 年までに 300
人育成することが見込ま

れる。

出典：プロジェクト提出資料

【上位目標のまとめ】

プロジェクト対象地域で園芸作物から得た農家の年間所得が、終了時評価調査時点でも目標

値を上回り、上位目標の達成に向けたポジティブな兆候が見受けられる。ウェンカルセンター

が本プロジェクト終了後のフォローアップ活動を 5 年間計画しており、実現されれば上位目標

達成に貢献すると考えられる。終了時評価調査時には上位目標の指標２の設定があいまいで評

価できなかったが、これまでの実績を踏まえて見直しており、事後評価の際にはこれら PDM
バージョン５の新しい指標に基づいて評価できると考えられる。
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３－２　実施プロセス

３－２－１　プロジェクトのマネジメント体制

（１）実施体制

討議議事録（R/D）に基づいてブータン国農林省の次官を議長とし、農業局長、同局園

芸課長、国家計画委員会、ウェンカルセンターのプログラムダイレクター（本プロジェク

トのプロジェクトマネージャー）、日本人専門家などで構成される合同調整委員会（JCC）
が設置された。対象 6 県の県知事が交替で議長を務め、県関係者と C/P、専門家が集うプ

ロジェクト調整委員会（Project Coordination Committee：PCC）も設置された。実務レベル

では、県農業官と普及員、C/P、専門家で構成するワーキンググループが各県で結成され

た。プロジェクトでは、対象 6県の各県を担当するフォーカルパーソンをC/Pから任命し、

各県からの問い合わせへの対応をはじめ、普及員や農家への連絡などを担当させた。

（２）活動進捗のモニタリング

活動全般のモニタリングは、①対象村で実施する研修・普及活動、② C/P と専門家に

より月 1 ～ 2 回行われるウェンカルセンターのスタッフ会議と月 2 回のセンター圃場回

診、③対象各県で行う年 1 回のワーキング・グループ・ミーティング（Working Group 
Meeting：WGM）、④年 1 回の PCC、⑤ JCC、を通じて行われている。①は C/P と専門家

が各郡普及員と協力して農家圃場で直接農家に技術指導をして、モニタリングとフォロー

アップも同時に行った。②は 2 週間の業務内容や生育状況の確認や専門家からの説明を、

必要に応じて随時行っていた。③は各県のプロジェクト活動の進捗状況、次年度の活動計

画を共有し、活動レベルでの課題を協議した。④では県知事をはじめとする対象 6 県関係

者と、⑤では農林省など中央機関関係者と、プロジェクト全体の活動の進捗状況と次年度

の活動計画を共有した。⑤では、PDM の改訂と承認も行った。このほか普及員には、半

期報告を求めて農家の状況を把握させた。これまで JCC は 3 回、PCCM と WGM は 4 回ず

つ開催された。

（３）コミュニケーション

ウェンカルセンターの C/P と日本人専門家は、2000 年からの JICA の協力で長年培って

きた信頼関係のもと、日常業務を通じて円滑なコミュニケーションを図ることができてい

た。特に日本側チーフアドバイザーが変わらず、ブータン側ウェンカルセンターのプログ

ラムダイレクターや主要 C/P の人事異動も少なく、ともに園芸作物の試験研究と普及活動

に長年取り組んできたことが、円滑なコミュニケーションを可能にしている。近年、携帯

電話の普及により、僻地にいる郡普及員との日常的なコミュニケーションが大幅に改善し

た。日本人専門家と JICA ブータン事務所、JICA 本部とのコミュニケーションも良好であ

る。

（４）プロジェクトに対する主体性

2000 年から JICA の支援を継続的に受けていることもあり、ウェンカルセンターの C/P
のプロジェクトに対する主体性や責任感は総じて高い。同センターのプログラムダイレク

ターをはじめ主要 C/P が、AREP 時に技術協力プロジェクトを経験しノウハウを蓄積して
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おり、リーダーシップを発揮してプロジェクト活動に積極的に取り組んだ。本プロジェク

トは、対象地域が AREP 時の東部 2 県から東部 6 県と増えたため、ウェンカルセンターの

園芸作物関係の職員すべてが C/P に配置された。専門家によると、プロジェクト活動の進

展に伴い、ほぼすべての業務工程を彼らが把握し活動に取り組むことができるようになっ

たという。対象県ごとのフォーカルパーソンの任命やウェンカルセンターが園芸作物の研

究開発・普及分野の牽引役として農林省や農業局から期待されていることも、C/P の主体

性の醸成・発揮によい影響を及ぼしたと考えられる。

３－２－２　技術移転状況

（１）カウンターパート（C/P）、普及員への技術移転

日本人専門家と C/P に対する質問票やインタビューから、C/P への技術移転は、長期・

短期専門家の指導やプロジェクト活動、本邦研修、第三国研修を通じて順調に行われたこ

とがうかがえた。C/P は、主に園芸作物管理、高接ぎや接ぎ木、剪定、整枝など果樹栽培

管理技術、野菜種子栽培管理、苗木栽培管理、ミバエなど病害虫対策、農家・普及員向

けの研修実施、プロジェクト計画・管理に関する知識やスキルを学んだという。インタ

ビューした C/P や普及員の多くが、専門家からの技術指導や本プロジェクトの活動を通じ

て、実践的な技術を習得できたと強調していた。特に若い C/P や普及員からは、学校では

座学中心で実習や実験が少なかったので初めて実践的な知識や技術を本プロジェクトの活

動から学んだという意見が多く聞かれた。中堅以上の C/P や県農業官、一部の普及員から

は、他ドナーの支援は借款など資金援助が多いなかで、JICA の技術協力は専門家から直

接試験研究や普及に必要な技術を移転してもらえる点が非常に有用で、他の試験研究開発

センターや県農業局、普及員も技術協力をより受けられるよう、農林省は努力すべきだと

いった意見も出された。2000 年からウェンカルセンターや C/P に技術指導してきた、チー

フアドバイザーの貢献に言及する C/P や県農業局関係者も多くいた。

本邦研修では、研修員は果樹栽培管理、苗木・種子生産、病害虫管理などの知識や技

術、一村一品などに関する取り組みについて知見を得た。普及員や一部の C/P が参加した

第三国研修は、ブータンと同じヒマラヤ山系に属し、気候・環境的にも似ているネパール

で行われ、JICA が過去に実施した類似プロジェクトの関係者などから果樹栽培管理や園

芸作物の生産、マーケティングへの取り組みを学んだ。専門家によると、普及員の技術習

得度や活動への取り組み度合いは、普及員によって差があるが、第三国研修後に積極的に

学びを業務に適用しているケースもみられるという
25 。

長期専門家は、C/P への技術移転で工夫した点として、①可能な限り、C/P との共同業

務を行い、彼らの自主性を尊重し意見・工夫を問うようにした、②担当作物を決め、作物

に関する取りまとめや報告書は各担当者が行うようにした、③業務が集中する 1 月から 3
月までは、不要不急の休暇は認めないようにした、④ブータン側の制度、C/P の自主性を

尊重し、チームワークや主体性が醸成されるよう協議し、情報共有に努めた、⑤ C/P から

の検討・確認依頼事項については、迅速、丁寧に対応した、などを挙げた。短期専門家か

らは、①インターネットを通じた情報収集から C/P は必要な知識を得ているが、情報過多

25
　 例えば、ペマガツェル県ナノン郡の普及員は研修帰国後に、竹のビニールハウスの建棟や点滴灌水導入などを始めたという。
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に陥ることなくそれらの知識を実践に結び付けるように指導した、②圃場の作業の実践

と観察から技術的アイデアが生まれるため、農家への研修・普及活動を C/P らと一緒に行

い、さまざまな課題に取り組んだ、③苗木生産や野菜種子生産など種子の確保、保管など

きめ細やかな準備と管理ができるよう指導した、といった回答があった。

各郡に配置されている普及員への技術移転については、専門家が定植や栽培管理、採

種、育苗など基本的な栽培方法を指導し、農家との調整役を担えるよう農家向けの研修・

普及にも C/P らとともに取り組むよう働きかけた。具体的には、育成対象の農家選定や農

家圃場のレイアウト、定植時、巡回指導、ウェンカルセンターでの普及員研修、WGM な

どの活動に普及員を組み込み、普及員もプロジェクト活動の担い手であることを意識づけ

た。また普及員向けに第三国研修を企画し、彼らのやる気を喚起した。各県持ち回りで園

芸作物の品評会も開催し、県農業局や普及員の自主性や関与を促した。これらの活動は、

終了時評価団がインタビューした普及員や県農業局から彼らの能力向上に役立ったと高く

評価する声が多く聞かれた。AREP 時と異なり、普及がウェンカルセンターの所掌業務に

追加されたことで、C/P が普及員と共に全面的に普及活動に取り組める環境になったこと

は、普及員へのプロジェクト活動の積極的な参画と効果的な技術移転を一層可能にしたと

いえる
26
。普及員は農家への栽培技術の普及を担っているが、普及員が十分な知識・技術

を習得していないことに加え、普及材料である良質な種子や苗木をもっていないため、こ

れまで期待される普及活動を十分行えていなかった。このような事情から、インタビュー

した普及員の多くが、本プロジェクトで普及に必要な技術を身に付け、普及材料を提供で

き技術的支援を行えるウェンカルセンターの C/P と共に普及活動を行えるようになったこ

とを、本プロジェクトの特筆すべき成果として挙げていた。一方で、普及員を管理・指導

する県農業官の資質や県知事の支援・関与が、普及員の取り組みに影響していた例も見受

けられたという
27
。普及員の異動や新卒者が多いため、技術移転が容易ではないことを指

摘した専門家もいた。

（２）農家への技術移転

ブータンでは長年政府が苗木や種子を農家に無料配布し、農業・農村開発に必要な農

道や灌漑設備の建設を進めてきた。そのため、C/P や専門家によると、一般的に農家は種

苗、肥料、農薬、農具など行政による支援に高く依存しており、受け身の傾向が強いとい

う。労を惜しんで短絡的に収入を得ようとする農家も依然として多いという指摘もあっ

た。対象地域の農家の多くは粗放栽培を行っているため、本プロジェクトでは深植しな

い、十分な堆肥の施用、定植後の十分な灌水、除草、中耕など基本的な栽培管理について

技術指導を行った。果樹については、幼木時の整枝・剪定・誘引、摘果、トウモロコシな

ど背丈の高い作物やイネ科作物を植えずに一番生育条件の良い家の前の圃場で、野菜や豆

26
　 開発・普及がセンターの所掌業務になる 2009 年以前も、試行的にセンターが試験研究の結果を一部農家に普及することはあっ

たが、フォローアップなど普及担当の県農業局、郡普及員の積極的な関与が得られないなどの問題があったという。
27

　 C/P と専門家によると、対象 6 県のなかでもアクセスの問題もあって活動が少ないペマガツェル県は、短期専門家の技術指導の

機会に普及員を参加させない、インパクト評価調査の質問票回答が不十分であるなど、プロジェクト活動参加への積極性に欠け

る面がみられたという。プロジェクト側が県知事に直接会うことも難しく、同県知事が農業に興味を示していないことが一因で

はないかという意見も聞かれた。

－ 28 －



類の間作を行うよう指導した。種子生産農家には、同科野菜の作物作付けを制限し、交雑

を防ぐ工夫や十分な種子の乾燥、念入りな種子の選別を行うことを指導し、種子生産・販

売は信用に基づくことを強調して指導した。種子生産農家のなかには読み書きが十分でき

ない者もいるため、簡易な栽培記録、簿記を導入して研修を行った。

プロジェクトが取り組んだ研修・普及アプローチによって、努力と工夫で一定の収入が

得られることを体系的に学び、栽培管理の必要性を認識したり、生産量を増やすことに意

欲をみせたりする農家が徐々にみられるようになったという。農家間普及は、知識の共有

が主流だが、中には意欲的な農家が研修で学んだ接ぎ木の技術を、普及員と一緒に他の農

家宅を訪問して教えたといった事例も見受けられた。
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第４章　評価結果

４－１　妥当性：非常に高いと判断できる

本プロジェクトとブータン側、日本側の政策との整合性、必要性はともに高く、導入した研

修・普及手法は農家の園芸作物の栽培技術導入・定着手段として適切だった。したがって、本プ

ロジェクトの協力実施内容は妥当性が非常に高いと評価した。

４－１－１　ブータン国政府の政策との整合性

ブータン国政府の第 10 次５カ年計画（2008 ～ 2013 年）の貧困削減目標を実現するために、

農林省は園芸作物の開発や換金作物の振興を重要課題と位置づけている。第 11 次５カ年計画

（2013 ～ 2018 年）では、基幹産業である農業の生産性や農業所得の向上のため、自給自足か

ら農業の商業化への移行や１郡 3 品といった特定作物の生産地の形成を農業分野の戦略として

掲げている。本プロジェクトは、園芸農業の商業化に向けて、標高・地域別、農家の技術レベ

ルに適した園芸作物の導入・普及に取り組んでおり、上記 2 つの計画に合致している。

４－１－２　必要性

ウェンカルセンターは園芸作物の試験研究で中心的役割を担っているほか、2009 年に開発

が所掌業務に追加され、東部地域の農家への普及活動にも取り組む必要性が出てきた。した

がって、試験研究で特定された適正な園芸作物と技術の普及に協力する本プロジェクトに対す

る期待は高く、必要性も高い。カウンターパート（C/P）や普及員の多くは座学中心の教育を

受けていることや外国援助機関の支援は資金供与プロジェクトが多いため、実践的な技術を習

得する機会が極めて少ない。本プロジェクトは実習を中心とした研修や圃場での技術指導を重

視した技術協力を行っており、C/P と普及員のニーズに応えている。近年、農道開発が進み市

場へのアクセスがやや改善されたこともあり、一部の農家では換金作物栽培への関心が徐々に

高まってきている。園芸作物の普及に取り組む本プロジェクトは、こうした農家のニーズにも

合致する。

４－１－３　問題解決手段としての適切性

従前の農家への研修や普及活動は、単発の座学中心で種子や種苗を配布することで完結して

いた。こうしたやり方では農家への技術普及、定着が進まないという認識に基づき、本プロ

ジェクトでは新たな研修・普及手法を果樹展示圃管理プログラムで導入した。同手法では、選

考基準に基づき対象農家を選び、導入研修で農家への啓発、果樹栽培の意思確認を行う。研修

後は C/P と専門家、普及員が農家圃場の確認と技術指導を行い、農家の知識や技術の習得度を

確認して、苗木や種子を配布する。農家が確実に果樹栽培管理の知識・技術を取得できるよ

う、定植から収穫後まで農作業の時期に合わせて実習を重視した研修とフォローアップが実施

される。こうした研修・普及方法は、農家の知識・技術の習得に極めて有用で適切なアプロー

チだったといえる。

４－１－４　日本の援助政策との整合性

日本の外務省対ブータン王国事業展開計画（2011 年）では、「農業・農村開発」が 5 つの援
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助重点分野のひとつで、本プロジェクトはその中の「農業技術開発・普及プログラム」に位置

づけられている。同プログラムでは、東部や南部の格差是正や貧困削減に資する農業技術開発

と普及を重視しており、本プロジェクトは日本の援助政策との整合性が高い。JICA は、2000
年以来、個別専門家派遣（2000 ～ 2004 年）、「東部 2 県生産技術開発・普及支援計画プロジェ

クト（AREP）」（2004 ～ 2009 年）を通じて、ウェンカルセンターの基盤づくりや東部 2 県（モ

ンガル県とルンツェ県）での適地作物の選定や換金作物の導入、生産増加、品質向上といった

成果を上げている。本プロジェクトはこれまでの協力と整合性があり、過去の協力から得られ

た知見や教訓を十分生かして実施されている。

４－１－５　計画の適切性

計画の適切性については、JCC や中間レビュー調査の際に PDM を 3 回見直し、指標や目標

値の設定についてもベースライン調査の結果を踏まえて、C/P と専門家で十分議論されてお

り、おおむね適切だったといえる。一方で、プロジェクト目標で目標値の根拠が非現実的で

あったり、上位目標で対象期間や目標値の設定が必要な点が一部見受けられた。

４－２　有効性：高いと判断できる

3 つの成果は既に達成され、残り 1 つの成果もプロジェクト終了時までに達成の可能性が高く、

プロジェクト目標の達成に貢献した。プロジェクト目標もほぼ達成していることや、プロジェク

トで導入した研修・普及アプローチは、農家が着実に園芸作物の栽培管理技術を習得、実践する

ことを可能にしているなど特筆すべき成果が上がっていることから、本プロジェクトの有効性は

高いと評価できる。

４－２－１　プロジェクト目標の達成予測と成果の貢献

本プロジェクトの特筆すべき成果は、①体系的研修・普及パッケージの開発と実践により農

家が着実に園芸作物の栽培管理技術を習得、②園芸作物の生産団地の形成で農家間の情報・知

識の普及と産地化の促進、③野菜種子・苗木生産農家の育成と国立種子センター（NSC）タシ・

ヤンツェ種苗生産圃場の再生など種苗生産体制の整備、④東部地域農業マーケティング・協同

組合事務所（RAMCO）との有機的連携・協力による農家グループの活性化と野菜の共同出荷

の促進、⑤実習を中心とした研修とプロジェクト活動を通じた C/P と普及員の能力向上と関係

者間の連携・協力の促進、である。これらは全般的に有効性を高めた要因である。

4 つの成果のうち 3 つは既に達成されており、残り 1 つもプロジェクト終了時までに達成が

見込まれる。それぞれの成果はプロジェクト目標の達成に向けて貢献し、プロジェクト目標も

ほぼ達成されている。

４－２－２　プロジェクト目標に至るまでの外部条件の影響

成果達成からプロジェクト目標に至る外部条件については、「種苗生産者にとって事業を実

施しやすい環境が存在する（市場、農家の関心、認証など）」が設定されていた。プロジェク

トでは種苗生産農家の種子や苗木をブータン農業・食品管理委員会（BAFRA）から認証して

もらうよう調整し、生産した種子や苗木を初年度はプロジェクトで買い取り、2 年目以降、県

農業局に働きかけ買い取ってもらう制度を導入した。プロジェクト目標の達成に、この外部条
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件の影響はなかった。

本プロジェクトの成果だけでなく、①普及活動がウェンカルセンターの所掌業務に 2009 年

に追加されたことや、②国際農業開発基金（IFAD）の「市場アクセスと成長強化プロジェク

ト（MAGIP）」がプロジェクトと同じ対象 6 県で換金作物の生産強化や農家の市場アクセスへ

の強化などに取り組んだこと、などの外部要因もプロジェクト目標の達成に多かれ少なかれプ

ラスの影響を与えたと推察される。

４－３　効率性：高いと判断できる

ブータンと日本双方からの投入は予定どおり行われ、全般的に活動は計画どおりに実施され

た。交通アクセスの悪い広大で急峻な地形の東部 6 県
28
を対象に、時間と手間のかかる研修・普

及アプローチを導入したが、少ない投入で 70 郡中 53 郡を網羅し、農家 508 人を育成しており、

本プロジェクトの効率性は高いと判断した。

４－３－１　日本側の投入

日本側からの投入は予定どおり行われた。日本人長期専門家のうちチーフアドバイザーは、

東部地域の園芸作物の技術開発とウェンカルセンターの能力向上に 2000 年から尽力しており、

同地域の農業事情に精通し、C/P、農林省、県行政関係者からの信頼があつい。現調整員／農

家組織専門家は、ブータンをはじめ途上国での調整員の業務経験が豊富で、予算管理や機材調

達、関係機関との調整能力が高い。第三国研修は地形や自然環境で共通点の多いネパールで毎

年行ったため、費用対効果が高い。多岐にわたる活動を計画どおり限られた投入で実施してい

る点を踏まえると、これらは効率性を高めることに貢献したといえる。

日本側の投入のうち専門家の派遣について、一部の短期専門家の専門性がプロジェクトの普

及作物と合致していなかったという意見が長期専門家から出された。質問票に回答した 2 人の

短期専門家からは、派遣は適切だったとしながらも、それぞれ短期派遣ならではの難しさが

指摘された。具体的には、プロジェクトの計画には含まれていなかった病害虫の短期専門家か

ら、想定されていなかった虫害問題に迅速に対応できたが、根本的な問題解決には多大な人的

資源と資材が必要であり短期間で成果を上げることは困難であるという意見が出された。研修

/ 普及の短期専門家は、会計年度をまたいでの派遣ではなかったため、3 月から 5 月の農家研

修などの担当業務を長期専門家と C/P に任せざるを得なかったという。ブータン側の意見は、

質問票に回答した C/P 全員が、専門家派遣については適切だったと回答し、インタビューでも

チーフアドバイザーと現調整員／農家組織専門家の専門性や仕事ぶり、円滑なプロジェクト運

営への貢献を高く評価するものが多かった。病害虫の短期専門家については、ブータン側に高

い専門性をもつ人材が不足しているため、日本側が柔軟に派遣したことを評価する意見が寄せ

られた。

日本側が供与した機材については、投入の実績で述べたとおり、プロジェクト側の自己申告

だがおおむね適切に使用・管理されている。ただし 2013 年に現地調達したベトナム製の耕運

28
　 ブータンの国土面積は 3 万 8,400 km2 で九州とほぼ同じで（全国 20 県、200 郡から成る）、東部は約 3 分の 1 に匹敵。東部 6 県

のうちペマガツェル県とサムドゥルップ・ジョンカール県の約 3 分の 1 の郡は、インドからしかアクセスできないため日本人

専門家は行くことができず、苗木の直接配布支援以外は原則としてプロジェクト活動対象地から外している。サムドゥルップ・

ジョンカール県は治安上の問題から出張の前に JICA 事務所に移動許可申請が必要という。
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機は、傾斜が強く石の多いプロジェクト対象地域では耐久性の面で問題があり耕起には使って

いないという。耕運機には保証期間を定めた契約書がないほか、納品業者の担当者の商品知識

が不十分なこともあって、使用直後からの不具合や破損した際に、納品業者との交渉・対応に

苦慮したという。日本側が負担した現地業務費については、問題を指摘したプロジェクト関係

者はなく、適切だったことがうかがえる。

４－３－２　ブータン側の投入

ブータン側の投入も予定どおり行われた。ブータン側の投入である C/P は、ウェンカルセン

ターのプログラムダイレクターを筆頭に AREP 従事者も多く、JICA の技術協力を熟知し、プ

ロジェクトに対する主体性や責任感が強く、プロジェクト活動に積極的に従事している。対象

6 県の各県に C/P からフォーカルパーソンを任命したことは、プロジェクト活動の責任が明確

になり各農業局や普及員との効率的な連携・協調を可能にした。ウェンカルセンターの大半の

業務とプロジェクト活動が一致していたこともあり、園芸関係の職員全員が C/P に配置された

ため、他の技術協力でみられるようなローカルコンサルタントやプロジェクトスタッフをほと

んど雇用しないで
29
、ほぼすべてのプロジェクト活動を C/P と専門家が一緒に行った。

プロジェクトの 2 年目、C/P の異動や休職により一時的にフォーカルパーソン数人が不在で、

一部の活動の効率性を低める要因になったが、成果達成には影響はなかった。

ブータン側のプロジェクト活動費の負担について、本プロジェクトの活動の大半がウェンカ

ルセンターの業務と合致するため、比較的多く予算配分された。2013 年からの新政権下でほ

とんどの政府機関で予算削減が行われるなかでも、同センターの予算削減は極めて少なかった

という。センターのプログラムダイレクターが、予算の獲得にたけており、技術協力プロジェ

クトの実施機関に優先的に配分される政府予算を獲得したり、センターに配分された MAGIP
の予算の一部も本プロジェクトのマニュアルの印刷費用などに充てたりした。

以上、ブータン側の投入もプロジェクトの効率性を高めることに貢献したといえる。

４－３－３　外部条件の影響

PDM の活動から成果に至るまでの外部条件は、「主要 C/P が異動しない」が設定されていたが、

既述のとおりフォーカルパーソンを務める C/P の異動はあったものの、主要 C/P の異動はなく

影響はなかった。プロジェクト対象 6 県の急峻な地形や広さと交通アクセスの悪さは特筆すべ

きものがあり、プロジェクトにとっては外部の阻害要因として、効率性を評価する際に十分考

慮した。

４－４　インパクト（予測）：現時点で正のインパクトの発現が多くみられる。

終了時評価の時点でも、農家の園芸作物・野菜種子による平均所得が目標値を超えており、上

位目標達成に向けてポジティブな兆候がみられる。上位目標への波及効果ともいえる正のインパ

クトも多く確認されている。

29
　 一部、圃場の季節作業員と運転手をプロジェクト予算で雇用したが、ローカルコンサルタントに委託する予定だったベースライ

ン調査やインパクト評価調査も C/P が行うなど実施機関の内部リソースで対応した。
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４－４－１　上位目標への波及効果と達成見込み

インパクト評価調査によると、農家の園芸作物・野菜種子による平均収入は 1 万 5,790 ニュ

ルタムで、上位目標の指標１の目標値 1 万 5,120 ニュルタムを超えている。終了時評価調査団

がインタビューした農家からは、プロジェクト実施によって換金作物の多様化や世帯レベルで

の野菜の摂取量の増加などが指摘されており、上位目標「対象地域の収入源として、園芸農業

の普及が進む」の達成に向けた正のインパクトがみられる（［３－１－５　上位目標の達成見

込み］を参照）。

ウェンカルセンターはプロジェクト終了後 5 年間のフォローアップ活動の実施を計画してい

る。同じ東部 6 県では、内容の詳細はまだ決まっていないようだが、MAGIP に引き続き IFAD
が 15 億円規模の農業プログラムを 2016 年から実施する予定だという。これらの取り組みが実

行されれば、上位目標達成にも貢献することが期待できる。

４－４－２　上位目標以外の波及効果

終了時評価調査時点で、上位目標以外に正のインパクトの発現が多くみられた。

（１）政策面の波及効果

これまで農林省の重点園芸作物は、パロ県近郊のリンゴ、南部地域のカンキツ、高地生

産のジャガイモだったが、第 11 次５カ年計画から、AREP より導入し本プロジェクトが

普及に力を入れている東部地域のカキとナシが加えられた。

（２）他の再生可能天然資源研究開発センターへの波及効果

2013 年、C/P が本プロジェクトの経験を基に、試験研究・普及モデルのアウトリーチに

関する文書を農林省に提出した。この文書を踏まえて 2014 年初めに農業局より、本プロ

ジェクトが取り組む生産団地形成、果樹と間作野菜の栽培、体系的研修と現場のフォロー

アップ活動の実施など、試験研究・普及モデルの適用指示が出された。C/P によると、こ

の指示を受けて再生可能天然資源研究開発のバジョセンターとブルセンターでは、普及活

動の前提となる果樹の苗木生産プログラムに取り組み始め、本プロジェクトが力を入れて

きた果樹栽培技術を採用し、整枝や剪定技術研修を実施したという。このほか農林省は

AREP と本プロジェクトの成果の紹介番組を作成し、同番組は 2014 年 7 月からブータン

の国営放送局であるブータン放送公社により放映された。2014 年 9 月には農業局の主導

で、南西部 3 県の普及員が本プロジェクトの視察を行った。

（３）MAGIP への波及効果

C/P によると、MAGIP の中間評価時にウェンカルセンターから、農家への園芸作物の

普及プログラムとして本プロジェクトの試験研究・普及モデルが有効であることを説明
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し、生産団地方式のアプローチを同プロジェクトで採用するようになったという
30
。本プ

ロジェクトで研修を受けた農家を核として果樹苗木を配布し、本プロジェクトで生産団地

の形成や果樹栽培管理技術の普及のノウハウを習得した普及員が指導、モニタリングを担

当している例も見受けられた。

（４）モンガル県の園芸品評会

2014 年 11 月、第４代国王誕生日を祝う行事が開かれた際、モンガル県の主催で園芸品

評会が開かれた。これは AREP から開催していた活動だが、プロジェクトとは関係なくモ

ンガル県が今回独自に主催しており、開催ノウハウが着実に同県関係者に身に付いている

ことがうかがえた。

（５）ブータン側からの高い評価

2014 年 2 月、第５代国王がプロジェクトを視察して長年の貢献を称え、本プロジェク

トのチーフアドバイザーとウェンカルセンターのプログラムダイレクターが国家貢献勲章

の叙勲を受けた。このほかにも 2013 年 11 月に第４代国王側から要望があり、キウイや富

有柿、メロン、アボガド、文旦などを献上した。2014 年 6 月の JICA 理事長のブータン訪

問の際に、第４代国王が主催昼食会で「ウェンカルの果物はタイ産より良い」と称賛され

たという。このような王室からの評価は、プロジェクト関係者の励みになると同時に、プ

ロジェクトの成果を内外に広め、東部地域の園芸農業の普及促進を後押しするインパクト

である。

2014 年 8 月トブゲー首相のインド公式訪問時に、ウェンカルのナシが持参された。ま

た同首相は 2014 年 4 月にサムドゥルップ・ジョンカール県オロン郡の農家共同販売所を

視察し、農家の自助販売支援として高く評価した。首相からのこうした評価も、王室から

の評価と同様のインパクトをもたらしたといえる。

（６）多数の視察団の受入れ

プロジェクトの活動や成果に関する報道が多く行われているため、プロジェクトに対す

る関心や注目は年々高まっている。それに伴い、ブータン国政府の要人や援助関係者、農

家、日本からの大学関係者などの視察団が多くプロジェクトを訪れている。このような多

数の視察団の受入れは、今後プロジェクト効果の普及に役立つだろう。

４－５　持続性（見込み）：比較的高い

プロジェクト終了後のフォローアップ活動のための予算確保は必要不可欠である。財政面の持

続性が担保できれば、本プロジェクトの持続性は比較的高いと評価できる。

30
　 タシガン県とペマガツェル県の一部の郡でカンキツ生産団地を、タシ・ヤンツェ県の郡 2 カ所で混合果樹生産団地（ナシ、モモ、

リンゴ）を形成した。今年からルンツェ県とタシ・ヤンツェ県の 2 郡で同様の混合果樹生産団地育成、サムドゥルップ・ジョン

カール県の 1 郡でマンゴー生産団地に取り組む予定である。これらは本プロジェクトで研修を受けた農家を対象に、またプロ

ジェクトで技術を身に付けた郡普及員と協力して圃場レイアウトを行い、苗木の植え方を指導・配布する形式で実施している。

タマネギ生産団地もモンガルとサムドゥルップ・ジョンカール県で実施している。
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４－５－１　政策面：非常に高い

ブータン国政府が第 10 次５カ年計画（2008 ～ 2013 年）で重要課題とした貧困削減に資する

園芸作物の振興に続き、第 11 次５カ年計画（2013 ～ 2018 年）でも商業的農業振興に園芸作物

の開発と普及は不可欠と重視しているため、政策面の持続性は高いと見込まれる。

４－５－２　財政面：比較的高い

ウェンカルセンターは、プロジェクトの効果維持・拡大のために、終了後 5 年間のフォロー

アップ活動に年間約 1,200 万ニュルタムが必要であると積算した。今後、年間予算計画の協議

時に、農業局や農林省、財務省にセンターの政府予算とは別にこれらの活動費の予算要求を行

う予定だという。農業局はフォローアップ活動の継続を支援しており、終了時評価調査時点で

は予算の確保には至っていないものの、必要額が配賦される見込みである
31
。

４－５－３　制度面：やや高い

プロジェクトが開発・導入した研修・普及アプローチは、ウェンカルセンターで制度として

定着しつつあり、他の試験研究・開発センターや他ドナーのプログラムでも採用されている。

学校への野菜の共同出荷や種子生産農家からの種子買い上げ制度の導入は、引き続きフォロー

アップ活動も必要だが、継続していく可能性が高い。したがって、制度面の持続性の見通しは

やや高いと判断した。

４－５－４　組織面：やや高い

2009 年にこれまでの試験研究から普及もウェンカルセンターの所掌業務になったため、プ

ロジェクト効果を持続・拡大していく体制が今後も見込まれる。一方で、同センターの圃場全

体の管理はチーフアドバイザーが行ってきたこともあり、プロジェクト終了後に向けて引き継

ぎが必要である。プロジェクト終了後に異動や休職する可能性のある職員が終了時評価時点

で 4 人おり、特に圃場業務担当は経験の浅い職員だけになってしまう可能性がある。したがっ

て、圃場管理を中心にプロジェクト効果を維持・拡大できる人材の配置が必要不可欠である。

終了時評価時点での組織面の持続性はやや高いといえる。

４－５－５　技術面：やや高い

農家は本プロジェクトの研修・普及手法によって、園芸作物や種子・苗木生産の技術を学び

実践できるようになってきた。今後は郡普及員と C/P によるモニタリングとフォローアップを

強化し、適宜技術指導を行う必要がある。郡普及員や C/P は本プロジェクトで能力向上が図ら

れており、インタビューでは、プロジェクト終了後も引き続き習得した知識や技術を活用して

いく自信があると大半が回答していた。しかし、ミバエ類など病害虫対策の知見や技術はブー

タン全体でも不十分で、今後の取り組みが課題である。現時点での技術面の持続性はやや高い

といえる。

31
　2015 年 3 月の案件終了時において、専門家から提供された情報に基づく。
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４－６　プロジェクトの効果発現に貢献した要因

４－６－１　計画内容

本プロジェクトは、投入の点で効果発現に貢献している要因が数多くみられる。専門家のう

ちチーフアドバイザーは、東部地域の園芸作物の技術開発と同センターの能力向上に 2000 年

から尽力しており、同地域の農業事情に精通し、C/P、農林省、県行政関係者からの信頼があ

つい。現調整員／農家組織専門家は、ブータンなど途上国での調整員業務経験が豊富で、円滑

なプロジェクト実施に貢献している。C/P は、プログラムダイレクターをはじめ主要職員のな

かには、AREP を通じて園芸作物の試験研究・普及に関する知識・技術を習得した者も多く、

総じて主体性が高くプロジェクト活動に積極的に取り組んでいる。人材だけでなく AREP で、

農家に研修・普及できる適正な園芸作物の試作や地域選定など、研修・普及に取り組める同セ

ンターの基盤を整備しつつあったことは、本プロジェクトの効果発現に大きく貢献している。

このほか、ウェンカルセンターの主要業務と本プロジェクト活動が一致していることや、対象

6 県と活動地域が広大なため、同センターのほとんどの職員が C/P に配置されてプロジェクト

活動に参加したことも、効率的・効果的なプロジェクト実施を可能にしている。

４－６－２　実施プロセス

プロジェクト開始後、C/P のなかから対象 6 県各県の担当となるフォーカルパーソンを配置

したことは、業務と責任の明確化と各県農業局や普及員との円滑な連携・調整に役立った。プ

ロジェクトが開発・導入した研修・普及アプローチは、C/P と普及員が連携・協力して農家へ

の研修やフォローアップ、モニタリング活動を行うデザインとなっており、両者の連携強化

や農家への園芸栽培の普及といった効果をもたらし、有効性や持続性の一部を高めた。2009
年、試験研究だけでなく開発業務が全国の再生可能天然資源研究開発センター（RNRRDC）の

所掌業務に追加されたため、ウェンカルセンターが農家を対象にした研修・普及活動を直接主

導できやすい環境になった。対象 6 県各県で年 1 回実施したワーキング・グループ・ミーティ

ング（WGM）は、同センターの C/P と県農業局、郡普及員などの実務者が活動の進捗状況や

課題を共有する機会として機能していた。これらのことも同センターと県農業局や郡普及員、

RAMCO などの関連機関との連携・協力を後押しし、プロジェクトの有効性や効率性、組織・

制度面の持続性を高めたといえる。

４－７　プロジェクトの問題点及び問題を惹起した要因

４－７－１　計画内容

特になし。

４－７－２　実施プロセス

やや円滑な活動の妨げになったのが、プロジェクト 2 年目に C/P の人事異動や大学編入によ

る休職者が一時多く出たことである。しかし園芸課の職員がその後増員され、成果達成には影

響を及ぼさなかった。

４－８　結論

成果やプロジェクト目標のほとんどが達成されていることを確認した。本プロジェクトの妥当
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性は非常に高く、有効性と効率性ともに高く、終了時評価現時点でも正のインパクトが多く発現

していた。以上、本プロジェクトは順調に実施されているため、予定どおり 2015 年 3 月に終了

する。本プロジェクトの持続性を担保するためには、ブータン側が次章に述べる提言を確実に実

施することが望ましい。
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第５章　提言と教訓

５－１　提言

終了時評価調査団は、これまでの評価結果を受けて、以下のとおりプロジェクト終了までに実

施すべき事項と、プロジェクト終了後に考慮すべき事項に分けて提言した。

５－１－１　プロジェクト終了までに実施すべき事項

（１）研修・普及アプローチの推進

本プロジェクトで開発・導入した研修・普及アプローチは、農家の技術習得や実践の点

で効果的であることが示された。このため、今後も同アプローチをより広く普及していく

ことが望ましい。

（２）プロジェクト後の活動のための予算確保

ウェンカルセンターは既にプロジェクト終了後の活動計画を立案し、その経費も試算し

ている。今後は農林省や農業局、財務省、他ドナーなどと協議を行い、活動のための予算

を確保する必要がある。

（３）日本人専門家からの圃場管理の引き継ぎ

これまでウェンカルセンターの圃場の全体の管理は、チーフアドバイザーが行ってき

た。今後は同センターから全体的な管理責任者を任命し、専門家が行ってきた業務の引き

継ぎを円滑に行うことが必要である。

５－１－２　プロジェクト終了後に考慮すべき事項

（１）プロジェクト後のフォローアップ活動の実施

ウェンカルセンターは、県農業局や普及員など関係機関と協力し、計画どおりプロジェ

クト後のフォローアップ活動を実施することが期待される。

（２）農家とマーケットの連携強化

東部地域農業マーケティング・協同組合事務所（RAMCO）の支援によって、学校への

農家グループの共同出荷が開始されており、今後も県農業局などを含めた関係機関による

継続した支援が望まれる。本プロジェクトで育成した種子農家が種子販売を円滑に行うこ

とができるよう、ウェンカルセンターや県農業局、RACMCO が協働して、国立種子セン

ター（NSC）など販売先の確保に努める必要がある。

（３）ミバエ類など病害虫の研究・駆除

ミバエ類による被害が拡大してきており、ウェンカルセンターはミバエ類のモニタリン

グや農家への啓発活動を続ける必要がある。農林省も、国の有機農業政策を考慮しながら

も、実用的な病害虫防除方法を検討すべきである。
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（４）生産条件の悪い農家への普及

本プロジェクトでは、生産意欲が高く市場へのアクセスが比較的容易な農家を選定して

研修を行っており、所期の成果が発現している。将来的に園芸作物の普及が進展した段階

では、より生産条件の悪い農家への普及についても検討すべきである。

５－２　教訓

終了時評価調査団が、本プロジェクトから導き出した教訓は以下の 4 点である。

（１）長期間の支援による相乗効果

ブータン東部の園芸開発・普及については、JICA は 2000 年より支援を行ってきており、

C/P の能力開発やウェンカルセンターの機能強化などに取り組んできた。特に果樹は生育に

時間がかかるため長期的な支援が必要であり、これらの成果は、本プロジェクトで十分活用

されている。チーフアドバイザーは 2000 年から継続して同センターへ技術指導を行ってお

り、ブータン側からの信頼があつい。これまでの協力を通じて築いてきた専門家と C/P が良

好な関係が、本プロジェクトの円滑な運営を可能にしたといえる。

（２）関係機関との協力による相乗効果

本プロジェクトでは、県農業官や普及員の能力向上を支援し、彼らに研修受講農家のフォ

ローアップをウェンカルセンターと共に取り組むことで、より効果的、効率的な普及を推進

した。研修受講農家が生産する野菜を、RAMCO の支援により学校へ共同出荷することで、

農家が現金収入を得ることができた。国際農業開発基金（IFAD）が支援する「市場アクセ

スと成長強化プロジェクト（MAGIP）」は、本プロジェクトで導入した普及アプローチを、

本プロジェクトで研修を受けた農家、普及員を活用しながら実施している。これらは、関係

機関との協働による相乗効果といえる。

（３）集中的な研修と圃場での指導による確実な普及

ブータンの従来の園芸普及は、簡単な研修と種苗配布を組み合わせて実施されていたが、

このような手法では農家への技術の定着が難しかった。本プロジェクトでは、農作業の時期

に合わせて行う集中的な研修と農家圃場での実習を組み合わせた研修・普及アプローチを開

発・導入した。このようなアプローチは、農家の技術習得や実践に有用であることが明らか

になった。

（４）作付面積は外部要因の影響を受けやすく、園芸普及の指標として必ずしも適切でない
32

中間レビュー調査時に、本プロジェクトのプロジェクト目標の 1 つの指標として、当時の

農林省の強い意向を受けて「園芸農業の作付面積」が設定されていた。東部ブータンのよう

に急峻な地形では、作付面積を増やすことも測量することも容易ではない。終了時評価調査

では、作付面積の目標値の設定根拠が非現実的だったことも判明した。ブータン側農業局か

32
　 英文評価報告書の教訓には含めなかったが、終了時評価調査中に開催された合同調整委員会（JCC）で農業局から今後のプロジェ

クトで生かしていきたい教訓とする旨の発言があったので、教訓に残すことにした。
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らも、作付面積は土地開発など他の開発事業の影響を受けやすく、今後は園芸普及の成果指

標として扱うべきではないとの意見も出された。

－ 41 －



付　属　資　料

１．PDM（和文・英文）

２．評価グリッド

３．JCC ミニッツ（「合同評価報告書」含む）

４．主要面談者リスト



プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
名

ブ
ー
タ
ン
国
「
園
芸
作
物
研
究
開
発
・
普
及
支
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」

20
1 4

年
11

月
版

対
象

者
対
象
地
域
の
園
芸
農
家
、
ウ
ェ
ン
カ
ル
再
生
可
能
天
然
資
源
研
究
開
発
セ
ン
タ
ー
（
以
下

、
ウ
ェ
ン
カ
ル
セ
ン
タ
ー
）
職
員
、
農
業
普
及
員

対
象

地
域

モ
ン
ガ
ル
県
、
タ
シ
ガ
ン
県
、
ル
ン
ツ
ェ
県
、
タ
シ
・
ヤ
ン
ツ
ェ
県
、
サ
ム
ド
ゥ
ル
ッ
プ
・
ジ
ョ
ン
カ
ー
ル
県
、
ペ
マ
ガ
ツ
ェ
ル
県

N
ar

ra
tiv

e 
Su

m
m

ar
y

指
標

M
ea

ns
 o

f V
er

ifi
ca

tio
n

Im
po

rt
an

t A
ss

um
pt

io
ns

上
位

目
標

対
象
地
域
に
お
け
る
収
入
源
と
し
て
、
園
芸
農
業
の
普

及
が
進
む

1.
 プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
対
象
地
域
で
研
修
を
受
け
た
農
家
と
普
及
活
動
に
よ
る
受
益

農
家
の
園
芸
作
物
か
ら
得
ら
れ
る
年
間
所
得
が
、

8,
40

0 
N

uか
ら

20
20

年
ま

で
に

2万
N

uに
増
加
す
る
。

年
報

園
芸
作
物
の
市
場
が
拡
大
す
る

2.
 2

02
0年

ま
で
に
ウ
ェ
ン
カ
ル
セ
ン
タ
ー
で

80
0人

の
農
家
が
育
成
さ
れ
る
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書

研
修
を
受
け
た
農
家
が
農
民
間
普
及
に

熱
心
で
あ
り
、
他
の
農
家
も
園
芸
農
業

に
関
心
を
示
す

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
研
修
を
受
け
た
農
家
、
及
び
普
及
活

動
に
よ
る
受
益
農
家
が
、
園
芸
農
業
の
商
業
化
に
向
け
た

適
正
技
術
を
実
践
す
る

1.
 対

象
地
域
内
の
耕
作
可
能
な
畑
作
地
の
う
ち
、

50
00

エ
ー
カ
ー
に
お
い

て
、
園
芸
農
業
が
実
施
さ
れ
る

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書

市
場
へ
の
ア
ク
セ
ス
が
改
善
す
る

農
家
が
園
芸
作
物
の
栽
培
地
を
確
保
す

る

2.
 研

修
を
受
け
た
農
家
の

75
%
が
展
示
圃
を
整
備
し
、
農
民
間
普
及
を
実
施

す
る

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書

病
虫
害
が
大
発
生
し
な
い

3.
 研

修
を
受
け
た
農
家
、
及
び
普
及
活
動
に
よ
る
受
益
農
家
の

50
%
が
、
商

業
的
園
芸
農
業
を
開
始
す
る

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書

市
場
に
大
き
な
変
化
が
発
生
し
な
い

成
果

1.
 対

象
地
域
に
お
い
て
、
生
産
と
販
売
の
可
能
性
を
踏

ま
え
た
園
芸
農
業
の
技
術
及
び
作
物
が
特
定
さ
れ
る

1-
1 
園

芸
農

業
の

開
発

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル

が
作

成
さ
れ

る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

/マ
ニ
ュ
ア
ル

2.
 ウ

ェ
ン
カ
ル
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
、
園
芸
農
業
に
関
す

る
技

術
研
修
の
実
施
体
制
が
強
化
さ
れ
る

2-
1 
研
修
を
受
け
た
農
家
の

90
%
が
、
主
な
研
修
内
容
を
適
用
す
る
（
年
間

の
研
修
受
講
農
家
は
約

10
0名

）
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
報
告
書

2-
2 
研
修
を
受
け
た
普
及
員
の

90
%
が
、
主
な
研
修
内
容
を
適
用
す
る
（
年

間
の
研
修
受
講
者
は
約

15
-2

0名
）

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
研
修
報
告
書

2-
3 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
す
る
研
修
内
容
が
、
研
修
参
加
者
の

80
%
以
上
に

適
切
か
つ
有
効
と
評
価
さ
れ
る

研
修
評
価
報
告
書

3.
 ウ

ェ
ン
カ
ル
セ
ン
タ
ー
、
種
苗
生
産
農
家
、
国
立
種
子

セ
ン
タ
ー
（
N

S
C

)タ
シ
・
ヤ
ン
ツ
ェ
種
子
生
産
農
場
に
お

い
て
、
種
苗
の
提
供
体
制
が
確
立
さ
れ
る

3-
1 
ウ
ェ
ン
カ
ル
セ
ン
タ
ー
お
よ
び
種
苗
生
産
農
家
に
お
け
る
種
苗
の
生
産
お

よ
び
配
布
体
制
が
確
立
さ
れ
る
（
年
間
生
産
目
標
：
果
樹
苗
木

45
00

本
、
野

菜
種
子

20
0k

g）
種
苗
・
種

子
登
録
書

種
苗
生
産
者
に
と
っ
て
事
業
を
実
施
し

や
す
い
環
境
が
存
在
す
る
（
市
場
、
農
家

の
関

心
、
認

証
な
ど
）

3-
2 
研
修
を
受
け
た
農
家
全
員
に
対
し
て
、
研
修
で
得
た
技
術
を
実
践
す
る

た
め
の
基
本
資
材
が
提
供
さ
れ
る

研
修
報
告
書

 

3-
3 
タ
シ
・
ヤ
ン
ツ
ェ
種
子
生
産
農
場
が
再
生
さ
れ
、
種
苗
生
産
が
開
始
さ
れ

る
圃
場
記
録

物
理
検
証

4.
 モ

ン
ガ
ル
地
域
農
業
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
・
協
同
組
合

事
務
所

の
協

力
の

も
と
、
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
活

動
を
行

う
グ

ル
ー
プ
が
形
成
あ
る
い
は
活
性
化
さ
れ
る

4-
1 
研
修
を
受
け
た
農
家
の
所
属
す
る
グ
ル
ー
プ
の

50
%
が
、
園
芸
農
業
に

お
い
て
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
活

動
を
開

始
す
る

報
告
書

 P
ro

je
ct

 D
es

ig
n 

M
at

rix
  2

01
4年

11
月

版
　
第

4回
J
C
C
（
2
0
1
4
年

1
1
月

2
5
日

）
承

認
済

－ 45 －

１．PDM



投
入

日
本

側
ブ
ー

タ
ン
側

1-
1 

A
R

E
P、

1郡
3品

運
動
、
持
続
可
能
な
土
地
管
理

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
、
そ
の
他
関
連
事
業
の
成
果
を
踏
ま
え
、

標
高
（
海
抜

60
0～

20
00

m
）
に
適
し
た
園
芸
作
物

を
特

定
す
る

1.
 専

門
家
派
遣
（
長
期
）

チ
ー
フ
ア
ド
バ

イ
ザ

ー
/園

芸
、
業
務
調
整

/農
家
組
織

2.
 専

門
家
派
遣
（
短
期
）
　
必
要
に
応
じ
て

3.
 カ

ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
研
修

4.
 機

材
供
与

5.
 プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
運
営
費
の
配
賦

1.
 カ

ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
と
管
理
職
員
の
配
置

- プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
ダ
イ
レ
ク
タ
ー

 / 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ー

ジ
ャ
ー

- カ
ウ
ン
タ
ー
パ

ー
ト

- 管
理
職
員

- 日
本
人
専
門
家
お
よ
び
適
宜
そ
の
他
の
ス
タ
ッ
フ
の
た

め
の
秘
書
お
よ
び
ド
ラ
イ
バ
ー

主
要

な
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
が

異
動

し
な

い

1-
2 
農
業
生
産
環
境
地
帯
に
応
じ
た
園
芸
農
業
の

技
術

お
よ
び
作
物
を
開
発
す
る

2.
 土

地
、
建
物
、
他
に
必
要
な
資
材
の
提
供

3.
 プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
運
営
費
の
配
賦
（
作
業
員

10
人
分
傭
人

費
な
ど
）

2-
1 
ウ
ェ
ン
カ
ル
セ
ン
タ
ー
で
実
施
さ
れ
て
き
た
研

修
を

レ
ビ
ュ
ー
す
る

 
4.

 種
子

、
苗
木
、
日
当
な
ど
研
修
経
費
の
配
賦

2-
2 
普
及
員
と
農
家
を
対
象
と
し
た
園
芸
農
業
研
修

の
計
画
と
教
材
を
作
成
す
る

2-
3 
ウ
ェ
ン
カ
ル
セ
ン
タ
ー
お
よ
び
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
対
象
地

域
に
お
い
て
、
技
術
研
修
を
実
施
す
る

2-
4 
農
民
間
普
及
を
促
進
す
る

3-
1 
ウ
ェ
ン
カ
ル
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
、
種
苗
の
生

産
体

制
を
構
築
す
る

Pr
ec

on
di

tio
ns

3-
2 
商
業
化
に
向
け
て
、
民
間
の
種
苗
生
産
体
制
を
構

築
し
、
強
化
す
る

1.
 プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
が
県

/郡
の
定
期

活
動
計
画
に
お
い
て
保
証
さ
れ
る

3-
3 

N
S

C
タ
シ
・
ヤ
ン
ツ
ェ
種
子
生
産
農
場
を
再
整

備
す

る
2.

 ウ
ェ
ン
カ
ル
セ
ン
タ
ー
に
十
分
な
職
員

が
配
置
さ
れ
る

4.
1 
調

査
結

果
を
踏

ま
え
、
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
活

動
を
試

行
す
る
サ

イ
ト
お
よ
び
作

物
を
特

定
す
る

3.
 対

象
地
域
の
農
家
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活

動
に
反
対
し
な
い

4.
2 
特
定
さ
れ
た
サ
イ
ト
に
お
い
て
、
農
家
グ
ル
ー
プ

/組
合
を
活

性
化

し
、
そ
の

組
織

を
通

じ
た
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

活
動
を
試
行
す
る

4.
 ウ

ェ
ン
カ
ル
セ
ン
タ
ー
の
宿
泊
施
設

が
完
成
す
る

活
動

－ 46 －



N
am

e 
of

 th
e 

Pr
oj

ec
t:

H
or

tic
ul

tu
re

 R
es

ea
rc

h 
an

d 
D

ev
el

op
m

en
t P

ro
je

ct
 (H

R
D

P)
 in

 th
e 

K
in

gd
om

 o
f B

hu
ta

n
V

er
. 5

   
N

ov
., 

20
14

T
ar

ge
t g

ro
up

:
H

or
tic

ul
tu

re
 fa

rm
er

s, 
ho

rti
cu

ltu
re

 st
af

f a
nd

 a
gr

ic
ul

tu
re

 e
xt

en
si

on
 st

af
f i

n 
th

e 
ta

rg
et

 a
re

a
T

ar
ge

t a
re

a:
M

on
ga

r, 
Tr

as
hi

ga
ng

, L
hu

en
ts

e,
 T

ra
sh

iy
an

gt
se

, S
am

dr
up

jo
ng

kh
ar

 a
nd

 P
em

ag
at

sh
el

 
N

ar
ra

tiv
e 

Su
m

m
ar

y
O

bj
ec

tiv
el

y 
V

er
ifi

ab
le

 In
di

ca
to

rs
 

M
ea

ns
 o

f V
er

ifi
ca

tio
n

Im
po

rt
an

t A
ss

um
pt

io
ns

O
ve

ra
ll 

G
oa

l

H
or

tic
ul

tu
re

 b
ec

om
es

 m
or

e 
po

pu
la

r a
s

a 
so

ur
ce

 o
f i

nc
om

e 
in

 th
e 

ta
rg

et
 a

re
a.

1.
 T

he
 tr

ai
ne

d 
an

d 
ex

te
nd

ed
 fa

rm
er

s i
n 

th
e 

pr
oj

ec
t t

ar
ge

t a
re

as
 in

cr
ea

se
 th

ei
r a

ve
ra

ge
an

nu
al

 in
co

m
e 

fr
om

 sa
le

 o
f h

or
tic

ul
tu

re
 p

ro
du

ce
 fr

om
 N

u.
 8

40
0 

to
 N

u.
 2

0,
00

0 
by

20
20

.
A

nn
ua

l r
ep

or
ts

M
ar

ke
t f

or
 h

or
tic

ul
tu

re
 c

ro
ps

 e
xp

an
d

2.
 8

00
 fa

rm
er

s a
re

 tr
ai

ne
d 

by
 R

D
C

 W
en

gk
ha

r b
y 

20
20

.
Pr

oj
ec

t r
ep

or
ts

Tr
ai

ne
d 

fa
rm

er
s a

re
 k

ee
n 

to
 e

xt
en

d
th

ei
r s

ki
lls

 to
 o

th
er

s;
 o

th
er

 fa
rm

er
s

sh
ow

 in
te

re
st

Pr
oj

ec
t P

ur
po

se

1.
 H

or
tic

ul
tu

re
 is

 p
ra

ct
ic

ed
 in

 a
bo

ut
 5

00
0 

ac
 o

f a
ra

bl
e 

dr
yl

an
d 

in
 th

e 
ta

rg
et

 a
re

a.
Pr

oj
ec

t r
ep

or
ts

.
M

ar
ke

t a
cc

es
s i

s i
m

pr
ov

ed
. F

ar
m

er
s

al
lo

ca
te

 la
nd

 fo
r h

or
tic

ul
tu

re
 c

ro
ps

2.
 7

5 
%

 o
f t

he
 tr

ai
ne

d 
fa

rm
er

s d
ev

el
op

 d
em

on
st

ra
tio

n 
fa

rm
s a

nd
 c

on
du

ct
 fa

rm
er

 to
fa

rm
er

 e
xt

en
si

on
.

Pr
oj

ec
t r

ep
or

ts
O

ut
br

ea
k 

of
 p

es
ts

 a
nd

 d
is

ea
se

s d
oe

s
no

t o
cc

ur
.

3.
 5

0 
%

 o
f t

ra
in

ed
 a

nd
 e

xt
en

de
d 

fa
rm

er
s s

ta
rt 

to
 c

om
m

er
ci

al
is

e 
ho

rti
cu

ltu
re

Pr
oj

ec
t r

ep
or

ts
Si

gn
ifi

ca
nt

 c
ha

ng
es

 in
 m

ar
ke

t d
oe

s
no

t o
cc

ur
O

ut
pu

ts
1.

 H
or

tic
ul

tu
re

 fa
rm

in
g 

pr
ac

tic
es

 a
nd

cr
op

s i
n 

th
e 

ta
rg

et
 a

re
a 

ar
e 

id
en

tif
ie

d
ac

co
rd

in
g 

to
 p

ro
du

ct
io

n 
an

d 
m

ar
ke

t
po

te
nt

ia
l

1-
1 

H
or

tic
ul

tu
re

 d
ev

el
op

m
en

t g
ui

de
lin

es
 / 

m
an

ua
ls

 a
re

 d
ev

el
op

ed
.

Th
e 

gu
id

el
in

e/
 m

an
ua

l

2.
 T

ec
hn

ic
al

 tr
ai

ni
ng

 sy
st

em
 o

n
ho

rti
cu

ltu
re

 is
 st

re
ng

th
en

ed
 in

 R
N

R
-

R
D

C
, W

en
gk

ha
r

2-
1 

90
 %

 o
f t

ra
in

ed
 fa

rm
er

s a
pp

ly
 k

ey
 tr

ai
ni

ng
 c

on
te

nt
s i

n 
th

e 
fie

ld
 (a

bo
ut

 1
00

fa
rm

er
s t

ra
in

ed
 p

er
 y

ea
r)

.
Pr

oj
ec

t m
on

ito
rin

g 
re

po
rts

2-
2 

90
 %

 o
f t

ra
in

ed
 e

xt
en

si
on

 o
ff

ic
er

s a
pp

ly
 k

ey
 tr

ai
ni

ng
 c

on
te

nt
s (

ab
ou

t 1
5-

20
 st

af
f

tra
in

ed
 p

er
 y

ea
r)

.
Pr

oj
ec

t t
ra

in
in

g 
re

po
rts

2-
3 

Tr
ai

ni
ng

 o
rg

an
iz

ed
 b

y 
th

e 
pr

oj
ec

t f
ou

nd
 to

 b
e 

re
le

va
nt

 a
nd

 e
ff

ec
tiv

e 
by

 >
80

 %
 o

f
th

e 
pa

rti
ci

pa
nt

s.
Tr

ai
ni

ng
 e

va
lu

at
io

n 
re

po
rt

3-
1 

Se
ed

 a
nd

 se
ed

lin
g 

pr
od

uc
tio

n 
an

d 
di

st
rib

ut
io

n 
m

ec
ha

ni
sm

 in
 R

N
R

 R
D

C
W

en
gk

ha
r, 

nu
rs

er
y 

fa
rm

er
s a

nd
 se

ed
 g

ro
w

er
s a

re
 d

ev
el

op
ed

 a
nd

 fo
llo

w
ed

 (t
ar

ge
t

pr
od

uc
tio

n 
of

 a
bo

ut
 4

50
0 

fr
ui

t s
ee

dl
in

gs
 a

nd
 2

00
 k

g 
ve

ge
ta

bl
e 

se
ed

s p
er

 y
ea

r)
Se

ed
s a

nd
 se

ed
lin

gs
 R

eg
is

te
r

C
on

du
ci

ve
 e

nv
iro

nm
en

t f
or

 n
ur

se
ry

an
d 

se
ed

 g
ro

w
er

s (
su

ch
 a

s m
ar

ke
t,

fa
rm

er
s i

nt
er

es
t, 

ce
rti

fic
at

io
n)

3-
2 

10
0 

%
 o

f t
ra

in
ed

 fa
rm

er
s p

ro
vi

de
d 

w
ith

 b
as

ic
 m

at
er

ia
ls

 to
 a

pp
ly

 sk
ill

s a
cq

ui
re

d
fr

om
 th

e 
tra

in
in

g 
pr

og
ra

m
.

Tr
ai

ni
ng

 re
po

rts
 

3-
3 

Se
ed

 fa
rm

 in
 N

SC
 Y

an
gt

se
 re

vi
ve

d 
an

d 
be

gi
ns

 se
ed

s &
 se

ed
lin

g 
pr

od
uc

tio
n.

Fa
rm

 re
co

rd
s

Ph
ys

ic
al

 v
er

ifi
ca

tio
n

4.
 G

ro
up

 fo
r m

ar
ke

tin
g 

is
 m

ob
ili

ze
d

an
d/

or
 fo

rm
ed

 in
 c

ol
la

bo
ra

tio
n 

w
ith

R
A

M
C

O
, M

on
ga

r

4-
1 

50
%

 o
f g

ro
up

s i
n 

w
hi

ch
 tr

ai
ne

d 
fa

rm
er

s*
 b

el
on

g 
to

 st
ar

t h
or

tic
ul

tu
re

 m
ar

ke
tin

g
ac

tiv
iti

es
R

ep
or

ts

Pr
oj

ec
t D

es
ig

n 
M

at
ri

x 
V

er
. 5

 to
 b
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at
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r p
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C
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評
価

5
項

目
に
よ
る
分

析

1

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

必
要

性

協
力
内
容
（
東
部
地
域
農
家
の
収
入
向
上
に
資
す
る
換
金
作

物
を
中
心
と
し
た
園
芸
農
業
の
普
及
、
園
芸
農
業
の
技
術
研
修

の
実
施
体
制
強
化
、
種
苗
の
提
供
体
制
整
備
、
農
家
の
組
織

化
・
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
支
援
）
は
、
農
林
業
省
、
C
/
P
、
普
及
員
、

農
家
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
て
い
る
か

・
農

林
業

省
、
C
/
P
、
普

及
員

、
農

家
、
そ

の
他
関
係
者
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
す
る

認
識
、
見
解

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

・
C
/
P
と
日
本
人
専
門
家

・
農
林
業
省
、
普
及
員
、
農
家
、

そ
の
他
関
係
者

・
報
告
書
の
レ
ビ
ュ
ー

・
C
/
P
と
専
門
家
に
対
す
る
質
問
票

・
関
係
者
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

2

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
、
上
位
目
標
は
ブ
ー
タ
ン
の
第
1
0
次
5
カ
年

計
画
、
第
1
1
次
5
カ
年
計
画
、
そ
の
他
農
林
業
省
の
政
策
と
の

整
合
性
は
あ
る
か

・
第
1
0
次
5
カ
年
計
画
（
2
0
0
8
-
2
0
1
3
年
）

・
第
1
1
次
5
カ
年
計
画
（
2
0
1
3
-
2
0
1
8
年
）

・
そ
の
他
関
係
す
る
政
策

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

・
C
/
P
と
日
本
人
専
門
家

・
上
位
の
国
家
開
発
計
画
や
そ

の
他
関
係
す
る
政
策

・
関
連
文
書
の
レ
ビ
ュ
ー

・
関
係
者
ヘ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

3

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
、
上
位
目
標
は
日
本
の
対
ブ
ー
タ
ン
援
助
政

策
と
の
整
合
性
は
あ
る
か

・
対
ブ
ー
タ
ン
王
国
事
業
展
開
計
画
(2
0
1
1

年
）

・
外
務
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

・
J
IC
A
ブ
ー
タ
ン
事
務
所

・
関
連
文
書
の
レ
ビ
ュ
ー

4

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が

と
っ
た
ア
プ
ロ
ー
チ
（
対

象
地

域
、
C
/
P
機

関
、

実
習
重
視
の
研
修
と
資
機
材
投
入
を
行
う
研
修
・
普
及
方
法
、

農
民
間
普
及
な
ど
）
は
現
場
の
ニ
ー
ズ
に
即
し
た
も
の
か
。
ま
た

園
芸
作
物
の
開
発
・
普
及
の
手
段
と
し
て
適
切
だ
っ
た
か
。

・
関
係
者
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
す
る
認

識
、
見

解

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

・
C
/
P
と
日
本
人
専
門
家

・
農
林
業
省
、
普
及
員
、
農
家
、

そ
の
他
関
係
者

・
報
告
書
の
レ
ビ
ュ
ー

・
C
/
P
と
専
門
家
に
対
す
る
質
問
票

・
関
係
者
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

5

日
本
の
技
術
の
優
位
性
は
あ
る
か

・
日
本
の
類
似
分
野
で
の
協
力
実
績

・
日
本
の
技
術
に
対
す
る
関
係
者
の
認
識

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

・
C
/
P
と
日
本
人
専
門
家

・
報
告
書
の
レ
ビ
ュ
ー

・
C
/
P
と
専
門
家
に
対
す
る
質
問
票

・
関
係
者
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

6

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
の

達
成

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
が

達
成
さ
れ
る
見

込
み

は
あ
る
か

・
実

績
表

・
実

績
表

・
実

績
表

7

成
果

（
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
）
の

貢
献

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
の

指
標

の
変

化
は

、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

そ
れ

ぞ
れ
の
「
成
果
が
達
成
さ
れ
つ
つ
あ
る
変
化
」
に
よ
っ
て
引
き
起

こ
さ
れ
た
結
果
と
言
え
る
か

・
成
果
の
指
標
の
実
績

・
関
係
者
の
意
見

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

・
C
/
P
と
日
本
人
専
門
家

・
報
告
書
の
レ
ビ
ュ
ー

・
C
/
P
と
専
門
家
に
対
す
る
質
問
票

・
関
係
者
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

・
実
績

有
効

性

調
査

方
法

必
要

な
情

報
・
デ
ー
タ

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

優
先

度

戦
略
・
ア
プ
ロ
ー
チ
の
適
切
性

評
価

項
目

情
報

源

妥
当

性

（
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

の
実
施
の
正
当

性
、
必
要
性
を

問
う
）

評
価

設
問

（
大

項
目

）
評

価
設

問
（
小

項
目

）
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付
属

資
料

2

8

成
果

（
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
）
の

貢
献

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
の

た
め

に
、

P
D

M
に

は
記

載
さ

れ
て

い
な

い
が

相
当

量
の

投
入

・
活

動
を

行
い

成
果

と
呼

べ
る

よ
う

な
も

の
が

あ
っ

た
か

、
そ

れ
は

P
D

M
に

成
果

と
し

て
記

載
す

べ
き

か

・
活

動
実

施
計

画
(P

la
n
 o

f 
O

pe
ra

ti
o
n
)と

活
動

実
績

の
対

応
表

・
関

係
者

の
意

見

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
実

績
表

9

外
部

条
件

「
種

苗
生

産
者

に
と

っ
て

事
業

を
実

施
し

や
す

い
環

境
が

存
在

す
る

（
市

場
、

農
家

の
関

心
、

認
証

な
ど

）
」
の

影
響

は
あ

っ
た

か

・
種

苗
生

産
者

を
と

り
ま

く
環

境
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
実

績
表

1
0

P
D

M
に

記
載

さ
れ

て
い

な
い

が
影

響
を

与
え

た
外

部
要

因
（
促

進
・
阻

害
要

因
）
が

あ
る

か
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
外

部
の

貢
献

・
阻

害
要

因
の

特
定

と
根

拠
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
実

績
表

1
1

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
内

部
の

貢
献

・
阻

害
要

因
の

特
定

と
根

拠
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
実

績
表

1
2

成
果

(ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

）
の

達
成

4
つ

の
成

果
(ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
）
は

達
成

さ
れ

る
か

・
実

績
表

・
実

績
表

・
実

績
表

1
3

専
門

家
派

遣
人

数
、

専
門

分
野

、
派

遣
時

期
は

適
切

だ
っ

た
か

・
派

遣
実

績
・
関

係
者

の
意

見
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
実

績
表

1
4

供
与

機
材

の
種

類
、

量
、

調
達

・
供

与
時

期
は

適
切

だ
っ

た
か

・
機

材
実

績
・
機

材
利

用
状

況
・
関

係
者

の
意

見

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
実

績
表

1
5

研
修

員
の

受
け

入
れ

人
数

、
分

野
、

研
修

内
容

、
研

修
期

間
、

受
け

入
れ

時
期

は
適

切
だ

っ
た

か
・
研

修
員

受
け

入
れ

実
績

・
関

係
者

の
意

見
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
実

績
表

1
6

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
予

算
、

日
本

側
の

コ
ス

ト
負

担
は

適
正

規
模

だ
っ

た
か

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
コ

ス
ト

負
担

実
績

・
関

係
者

の
意

見
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
実

績
表

（
成

果
を

達
成

す
る

上
で

の
）
日

本
側

の
投

入
の

質
、

量
、

タ
イ

ミ
ン

グ
の

観
点

か
ら

の
効

率
性

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
有

効
性

に
影

響
を

与
え

た
貢

献
・
阻

害
要

因
は

何
か

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

に
至

る
ま

で
の

外
部

条
件

の
影

響

有
効

性

（
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

に
よ

り
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

に
便

益
が

も
た

ら
さ

れ
て

い
る

か
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

が
達

成
さ

れ
る

見
込

み
は

あ
る

か
、

そ
れ

は
成

果
の

結
果

に
よ

り
も

た
ら

さ
れ

て
い

る
の

か
）

効
率

性

（
投

入
さ

れ
た

資
源

量
に

見
合

っ
た

活
動

が
実

施
さ

れ
た

か
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
効

率
的

で
あ

る
と

言
え

る
か

）
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付
属

資
料

2

1
7

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

の
人

数
、

配
置

、
能

力
は

適
切

だ
っ

た
か

・
C

/
P

配
置

状
況

・
関

係
者

の
意

見
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
実

績
表

1
8

土
地

、
建

物
、

施
設

の
規

模
、

質
、

利
便

性
に

問
題

は
な

か
っ

た
か

・
建

物
・
施

設
の

現
状

・
機

材
配

置
・
関

係
者

の
意

見

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
実

績
表

1
9

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
予

算
、

ブ
ー

タ
ン

側
の

コ
ス

ト
負

担
は

適
切

規
模

だ
っ

た
か

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
コ

ス
ト

負
担

実
績

・
関

係
者

の
意

見
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
実

績
表

2
0

成
果

（
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
）
を

達
成

す
る

た
め

に
十

分
な

活
動

が
計

画
さ

れ
、

タ
イ

ミ
ン

グ
よ

く
実

施
さ

れ
て

い
る

か

・
活

動
実

施
計

画
(P

la
n
 o

f 
O

pe
ra

ti
o
n
)と

活
動

実
績

の
対

応
表

・
関

係
者

の
意

見

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
実

績
表

2
1

成
果

（
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
）
の

達
成

の
た

め
に

、
P

D
M

に
は

記
載

さ
れ

て
い

な
い

が
成

果
に

貢
献

し
た

活
動

が
あ

っ
た

か
、

そ
れ

は
P

D
M

に
活

動
と

し
て

記
載

す
べ

き
だ

っ
た

か

・
活

動
実

施
計

画
(P

la
n
 o

f 
O

pe
ra

ti
o
n
)と

活
動

実
績

の
対

応
表

・
関

係
者

の
意

見

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
実

績
表

2
2

成
果

（
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
）
の

達
成

の
た

め
に

、
こ

れ
ま

で
実

施
し

て
い

な
い

が
P

D
M

に
新

た
に

追
加

す
べ

き
活

動
は

あ
る

か

・
活

動
実

施
計

画
(P

la
n
 o

f 
O

pe
ra

ti
o
n
)と

活
動

実
績

の
対

応
表

・
関

係
者

の
意

見

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
実

績
表

2
3

外
部

条
件

「
主

要
な

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

が
異

動
し

な
い

」
の

影
響

は
あ

っ
た

か
・
活

動
実

施
計

画
(P

la
n
 o

f 
O

pe
ra

ti
o
n
)と

活
動

実
績

の
対

応
表

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
実

績
表

2
4

P
D

M
に

記
載

さ
れ

て
い

な
い

が
影

響
を

与
え

た
外

部
要

因
（
促

進
・
阻

害
要

因
）
が

あ
る

か
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
外

部
の

貢
献

・
阻

害
要

因
の

特
定

と
根

拠
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
実

績
表

2
5

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
内

部
の

貢
献

・
阻

害
要

因
の

特
定

と
根

拠
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
実

績
表

活
動

の
貢

献

活
動

か
ら

成
果

に
至

る
ま

で
の

外
部

条
件

の
影

響

（
活

動
を

行
う

上
で

の
）
ブ

ー
タ

ン
側

の
投

入
の

質
、

量
、

タ
イ

ミ
ン

グ
の

観
点

か
ら

の
効

率
性

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
効

率
性

に
影

響
を

与
え

た
貢

献
・
阻

害
要

因
は

何
か

効
率

性

（
投

入
さ

れ
た

資
源

量
に

見
合

っ
た

活
動

が
実

施
さ

れ
た

か
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
効

率
的

で
あ

る
と

言
え

る
か

）
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付
属
資
料
2

2
6

上
位
目
標
達
成
の
見
込
み

上
位
目
標
は
、
今
後
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
効
果
と
し
て
達
成
さ
れ
る

見
込
み
が
あ
る
か

・
上
位
目
標
の
指
標
の
実
績

・
関
係
者
の
意
見

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

・
C
/
P
と
日
本
人
専
門
家

・
報
告
書
の
レ
ビ
ュ
ー

・
C
/
P
と
専
門
家
に
対
す
る
質
問
票

・
関
係
者
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

・
実
績
表

2
7

上
位
目
標
に
至
る
ま
で
の
外
部
条

件
の
影
響

外
部
条
件
「
市
場
へ
の
ア
ク
セ
ス
が
改
善
す
る
」
「
農
家
が
園
芸

作
物
の
栽
培
地
を
確
保
す
る
」
「
病
虫
害
が
大
発
生
し
な
い
」

「
市

場
に
大

き
な
変

化
が

発
生

し
な
い
」
と
、
P
D
M
に
記

載
さ
れ

て
い
な
い
外
部
要
因
が
上
位
目
標
の
達
成
に
影
響
を
及
ぼ
す

可
能
性
が
あ
る
か

・
外
部
条
件
の
特
定
と
影
響
度
予
測

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

・
C
/
P
と
日
本
人
専
門
家

・
報
告
書
の
レ
ビ
ュ
ー

・
C
/
P
と
専
門
家
に
対
す
る
質
問
票

・
関
係
者
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

2
8

上
位
目
標
以
外
の
予
期
し
な
か
っ
た
プ
ラ
ス
の
効
果
・
影
響
は

あ
っ
た
か
、
特

に
各

指
標

に
直

結
は

し
な
い
が

、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

に
よ
り
現
場
で
生
じ
た
変
化
（
野
菜
摂
取
量
、
農
家
の
生
活
、
園

芸
作
物
を
購
入
し
て
い
る
学
校
等
）

・
そ
の
ほ
か
の
イ
ン
パ
ク
ト
の
特
定
と
影
響

予
測

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

・
C
/
P
と
日
本
人
専
門
家

・
報
告
書
の
レ
ビ
ュ
ー

・
C
/
P
と
専
門
家
に
対
す
る
質
問
票

・
関
係
者
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

2
9

予
期
し
な
か
っ
た
マ
イ
ナ
ス
の
効
果
・
影
響
は
あ
っ
た
か

・
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
の
特
定
と
影
響
予
測

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

・
C
/
P
と
日
本
人
専
門
家

・
報
告
書
の
レ
ビ
ュ
ー

・
C
/
P
と
専
門
家
に
対
す
る
質
問
票

・
関
係
者
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

3
0

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
内
部
の
貢
献
・
阻
害
要
因

の
特
定
と
根
拠

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

・
C
/
P
と
日
本
人
専
門
家

・
報
告
書
の
レ
ビ
ュ
ー

・
C
/
P
と
専
門
家
に
対
す
る
質
問
票

・
関
係
者
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

・
実
績
表

3
1

汎
用
的
な
モ
デ
ル
の
確
立

ブ
ー
タ
ン
政
府
や
他
ド
ナ
ー
が
活
用
で
き
る
よ
う
、
「
研
修
・
普
及

モ
デ
ル
」
が
確
立
・
認
知
さ
れ
る
た
め
に
必
要
な
こ
と
は
何
か

・
関
係
者
の
意
見

・
モ
デ
ル
に
関
す
る
資
料

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

・
C
/
P
と
日
本
人
専
門
家

・
報
告
書
の
レ
ビ
ュ
ー

・
C
/
P
と
専
門
家
に
対
す
る
質
問
票

・
関
係
者
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

3
2

政
策
・
制
度

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

効
果

を
持

続
あ
る
い
は

拡
大

す
る
取

り
組

み
が
、
ウ
ェ
ン
カ
ル
R
N
R
R
D
C
で
担
保
さ
れ
、
ブ
ー
タ
ン
政
府
と
し

て
も
東
部
地
域
に
お
け
る
園
芸
普
及
方
針
を
持
っ
て
い
る
か
、

さ
ら
に
全
国
レ
ベ
ル
で
の
、
今
後
の
園
芸
普
及
方
針
を
持
っ
て

い
る
か

・
関
係
者
の
意
見

・
担
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
示
唆
す
る
具
体

的
な
事
例

・
ブ
ー
タ
ン
政
府
の
政
策
方
針

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

・
C
/
P
と
日
本
人
専
門
家

・
農
林
省

・
報
告
書
の
レ
ビ
ュ
ー

・
C
/
P
と
専
門
家
に
対
す
る
質
問
票

・
関
係
者
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

3
3

財
政

ウ
ェ
ン
カ
ル
R
N
R
R
D
C
で
予
算
措
置
は
十
分
講
じ
ら
れ
て
き
た

か
、
今
後
の
予
算
確
保
の
た
め
の
対
策
は
十
分
か

・
関
係
者
の
意
見

・
予
算
負
担
の
推
移

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

・
C
/
P
と
日
本
人
専
門
家

・
報
告
書
の
レ
ビ
ュ
ー

・
C
/
P
と
専
門
家
に
対
す
る
質
問
票

・
関
係
者
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

3
4

組
織

投
入
さ
れ
た
機
材
や
技
術
移
転
を
受
け
た
人
材
、
導
入
さ
れ
た

意
思
決
定
ア
プ
ロ
ー
チ
や
協
議
方
法
な
ど
は
今
後
も
有
効
に

活
用
さ
れ
る
か
、
現
在
の
C
/
P
が
異
動
し
た
後
も
、
ウ
ェ
ン
カ
ル

R
N
R
R
D
C
で
職
員
の
研
修
能
力
を
継
続
的
に
維
持
で
き
る
体

制
と
な
っ
て
い
る
か

・
関
係
者
の
意
見

・
活
用
さ
れ
る
こ
と
を
示
唆
す
る
具
体
的
な

事
例

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

・
C
/
P
と
日
本
人
専
門
家

・
報
告
書
の
レ
ビ
ュ
ー

・
C
/
P
と
専
門
家
に
対
す
る
質
問
票

・
関
係
者
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

上
位
目
標
の
達
成
に
影
響
を
与
え
て
い
る
貢
献
・
阻
害
要
因
は
何
か
、
ま
た
今
後
予
想
さ
れ
る
貢

献
・
阻
害
要
因
は
何
か

持
続

性

（
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

の
効
果
は
協
力

終
了
後
も
持
続

し
て
い
く
見
込

み
は
あ
る
か
）

イ
ン
パ

ク
ト

（
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

の
実
施
に
よ
り

長
期
的
・
間
接

的
・
波
及
効
果

を
生
み
だ
し
つ

つ
あ
る
か
、
あ

る
い
は
見
込
み

が
あ
る
か
）

波
及
効
果
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料
2

3
5

技
術

専
門
家
と
各
種
研
修
を
通
じ
て
C
/
P
と
普
及
員
に
移
転
さ
れ
た

技
術
が
定
着
、
強
化
さ
れ
る
見
込
み
が
あ
る
か
、
C
/
P
や
普
及

員
、
県

農
業

官
な
ど
関

係
者

は
今

後
も
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

成
果

を
活

用
し
て
い
く
か
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
農

家
に
研

修
・
普
及

し
た
技

術
の
定
着
、
強
化
さ
れ
る
見
込
み
が
あ
る
か
、
農
家
が
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
の

成
果

を
活

用
・
他

の
農

家
に
普

及
す
る
意

思
が

あ
る

か

・
関
係
者
の
意
見

・
活
用
さ
れ
る
こ
と
を
示
唆
す
る
具
体
的
な

事
例

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

・
C
/
P
と
日
本
人
専
門
家

・
報
告
書
の
レ
ビ
ュ
ー

・
C
/
P
と
専
門
家
に
対
す
る
質
問
票

・
関
係
者
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

3
6

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
内

部
、
外

部
の

貢
献

・
阻

害
要
因
の
特
定
と
根
拠

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

・
C
/
P
と
日
本
人
専
門
家

・
報
告
書
の
レ
ビ
ュ
ー

・
C
/
P
と
専
門
家
に
対
す
る
質
問
票

・
関
係
者
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

持
続

性

持
続
性
に
影
響
を
与
え
て
い
る
貢
献
・
阻
害
要
因
は
何
か
、
ま
た
今
後
持
続
性
に
影
響
を
与
え
る
で

あ
ろ
う
貢
献

・
阻

害
要

因
は

何
か
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付
属

資
料

2

実
績

の
確

認
.

1
. 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

研
修

を
受

け
た

農
家

、
及

び
普

及
活

動
に

よ
る

受
益

農
家

の
収

入
が

、
2
0
2
0
年

ま
で

に
8
0
%
増

加
す

る
（
ベ

ー
ス

ラ
イ

ン
値

は
8
4
0
0
N

)

・
2
0
1
4
年

実
施

の
イ

ン
パ

ク
ト

調
査

時
の

研
修

受
講

農
家

と
普

及
活

動
の

受
益

農
家

の
収

入
・
今

後
の

研
修

・
普

及
計

画
・
今

後
も

商
業

的
農

業
が

維
持

・
拡

大
し

て
行

け
る

た
め

の
市

場
・
そ

の
他

、
収

入
増

加
に

関
連

す
る

影
響

要
因

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家
・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

2
. 
 ウ

ェ
ン

カ
ル

セ
ン

タ
ー

で
5
0
0
名

の
農

家
が

研
修

を
受

け
、

そ
の

農
家

が
農

民
間

普
及

を
実

施
す

る
。

・
ウ

ェ
ン

カ
ル

セ
ン

タ
ー

で
の

研
修

受
講

農
家

数
と

農
民

間
普

及
率

、
後

者
の

目
標

値
の

確
認

・
目

標
値

の
対

象
期

間
（
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

か
ら

2
0
2
0
年

？
）
の

確
認

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

2

1
. 
対

象
地

域
内

の
耕

作
可

能
な

畑
作

地
の

う
ち

、
5
0
0
0

エ
ー

カ
ー

に
お

い
て

、
園

芸
農

業
が

実
施

さ
れ

る
・
耕

作
可

能
な

畑
作

地
で

の
園

芸
農

業
実

施
面

積

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家
・
ド

ナ
ー

関
係

者

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

3

2
. 
研

修
を

受
け

た
農

家
の

7
5
%
が

展
示

圃
を

整
備

し
、

農
民

間
普

及
を

実
施

す
る

・
研

修
受

講
農

家
の

展
示

圃
整

備
率

と
農

民
間

普
及

実
施

率
・
農

民
間

普
及

の
実

践
に

関
す

る
事

例

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

4

3
.　

研
修

を
受

け
た

農
家

、
及

び
普

及
活

動
に

よ
る

受
益

農
家

の
5
0
%
が

、
商

業
的

園
芸

農
業

を
開

始
す

る
・
研

修
受

講
農

家
と

普
及

活
動

の
受

益
農

家
に

よ
る

商
業

的
園

芸
農

業
開

始
率

と
そ

の
内

訳
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

5
【
成

果
1
】
「
対

象
地

域
に

お
い

て
、

生
産

と
販

売
の

可
能

性
を

ふ
ま

え
た

園
芸

農
業

の
技

術
及

び
作

物
が

特
定

さ
れ

る
」
の

達
成

度

1
-
1
.　

園
芸

農
業

の
開

発
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
/
マ

ニ
ュ

ア
ル

が
作

成
さ

れ
る

・
作

成
さ

れ
た

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

・
マ

ニ
ュ

ア
ル

・
作

成
プ

ロ
セ

ス
（
C

/
P

の
関

与
の

度
合

い
な

ど
）

・
活

用
度

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

6

2
-
1
. 
研

修
を

受
け

た
農

家
の

9
0
%
が

、
主

な
研

修
内

容
を

適
用

す
る

（
年

間
の

研
修

受
講

農
家

は
約

1
0
0
名

）
。

・
研

修
受

講
農

家
の

研
修

内
容

の
適

用
・
実

践
率 ・
実

践
率

の
高

い
研

修
と

低
い

研
修

、
そ

の
理

由

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

7

2
-
2
. 
研

修
を

受
け

た
普

及
員

の
9
0
%
が

、
主

な
研

修
内

容
を

適
用

す
る

（
年

間
の

研
修

受
講

者
は

約
1
5
-
2
0
名

）

・
研

修
受

講
普

及
員

の
研

修
内

容
の

適
用

・
実

践
率

・
実

践
率

の
高

い
研

修
と

低
い

研
修

、
そ

の
理

由

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

8

2
-
3
. 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

す
る

研
修

内
容

が
、

研
修

参
加

者
の

8
0
%
以

上
に

適
切

か
つ

有
効

を
評

価
さ

れ
る

・
研

修
受

講
者

の
研

修
評

価
の

結
果

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

調
査

方
法

情
報

源
必

要
な

情
報

・
デ

ー
タ

評
価

項
目

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
要

約
実

績
を

確
認

す
る

た
め

の
指

標

実
績

と
目

標
達

成
の

見
込

み
（
上

位
目

標
）

【
成

果
2
】
「
ウ

ェ
ン

カ
ル

セ
ン

タ
ー

に
お

い
て

、
園

芸
農

業
に

関
す

る
技

術
研

修
の

実
施

体
制

が
強

化
さ

れ
る

」
の

達
成

度

実
績

（
成

果
）

【
上

位
目

標
】
「
対

象
地

域
に

お
け

る
収

入
源

と
し

て
、

園
芸

農
業

の
普

及
が

進
む

」
の

達
成

度
の

現
況

と
達

成
見

込
み

1

実
績

（
プ

ロ
目

）

【
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
】
「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

研
修

を
受

け
た

農
家

、
及

び
普

及
活

動
に

よ
る

受
益

農
家

が
、

園
芸

農
業

の
商

業
化

に
向

け
た

適
正

技
術

を
実

践
す

る
」
の

達
成

度

－ 54 －



付
属

資
料

2

9
3
-
1
. 
ウ

ェ
ン

カ
ル

セ
ン

タ
ー

お
よ

び
種

苗
生

産
農

家
に

お
け

る
種

苗
の

生
産

お
よ

び
配

布
体

制
が

確
立

さ
れ

る
（
年

間
生

産
目

標
：
果

樹
苗

木
4
5
0
0
本

、
野

菜
種

子
2
0
0
kg

)

・
ウ

ェ
ン

カ
ル

セ
ン

タ
ー

と
種

苗
生

産
農

家
の

種
苗

の
生

産
量

・
持

続
的

な
配

布
体

制
が

確
立

し
て

い
る

と
み

な
せ

る
事

例

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家
・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

1
0

3
-
2
.研

修
を

受
け

た
農

家
全

員
に

対
し

て
、

研
修

で
得

た
技

術
を

実
践

す
る

た
め

の
基

本
資

材
が

提
供

さ
れ

る
・
研

修
受

講
農

家
に

対
す

る
基

本
資

材
の

提
供

状
況

お
よ

び
農

家
の

活
用

状
況

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家
・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

1
1

3
-
3
. 
タ

シ
・
ヤ

ン
ツ

ェ
種

子
生

産
農

場
が

再
生

さ
れ

、
種

苗
生

産
が

開
始

さ
れ

る

・
タ

シ
・
ヤ

ン
ツ

ェ
種

子
生

産
農

場
が

再
生

、
種

苗
生

産
が

開
始

さ
れ

た
こ

と
を

示
す

情
報

・
デ

ー
タ

・
今

後
の

タ
シ

・
ヤ

ン
ツ

ェ
種

子
生

産
農

場
で

の
園

芸
種

苗
生

産
計

画

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家
・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

1
2

【
成

果
4
】
「
東

部
地

域
農

業
マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ

・
協

同
組

合
事

務
所

の
協

力
の

も
と

、
マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ

活
動

を
行

う
グ

ル
ー

プ
が

形
成

あ
る

い
は

活
性

化
さ

れ
る

」
の

達
成

度

4
-
1
.研

修
を

受
け

た
農

家
の

所
属

す
る

グ
ル

ー
プ

の
5
0
%

が
、

園
芸

農
業

に
お

い
て

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
活

動
を

開
始

す
る

・
研

修
受

講
農

家
グ

ル
ー

プ
で

園
芸

農
業

の
マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ

活
動

実
践

率

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
C

/
P

と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
C

/
P

と
専

門
家

に
対

す
る

質
問

票
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

実
績

（
ブ

ー
タ

ン
側

投
入

）

1
3

・
C

/
P

の
配

置
・
運

営
経

費
（
手

当
等

も
含

む
）

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
専

門
家

執
務

室
、

施
設

等
の

提
供

投
入

内
容

と
可

能
限

り
金

額
で

示
す

（
R

/
D

記
載

内
容

と
の

比
較

）

・
C

/
P

配
置

表
（
異

動
者

の
確

認
含

む
）

・
運

営
経

費
（
事

業
費

と
管

理
費

を
そ

れ
ぞ

れ
確

認
）

・
提

供
執

務
室

、
施

設

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
日

本
人

専
門

家
・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

実
績

（
日

本
側

投
入

）

1
4

・
専

門
家

の
数

・
専

門
分

野
・
供

与
資

機
材

（
リ

ス
ト

と
供

与
額

）
・
受

入
れ

研
修

員
の

数
・
運

営
経

費
等

投
入

内
容

と
可

能
な

限
り

金
額

で
示

す
（
R

/
D

記
載

内
容

と
の

比
較

）

・
専

門
家

の
数

・
専

門
分

野
（
人

月
数

）
・
供

与
資

機
材

（
リ

ス
ト

と
供

与
額

）
・
受

入
れ

研
修

員
の

数
（
研

修
員

の
所

属
別

に
）

人
月

数
・
運

営
経

費
等

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

・
日

本
人

専
門

家
・
報

告
書

の
レ

ビ
ュ

ー
・
関

係
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

【
成

果
3
】
「
ウ

ェ
ン

カ
ル

セ
ン

タ
ー

、
種

苗
生

産
農

家
、

国
立

種
子

セ
ン

タ
ー

（
N

S
C

)タ
シ

・
ヤ

ン
ツ

ェ
種

子
生

産
農

場
に

お
い

て
、

種
苗

の
提

供
体

制
が

確
立

さ
れ

る
」
の

達
成

度
実

績
（
成

果
）
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付
属

資
料

2

実
施

プ
ロ
セ
ス
の

把
握

1
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
全

体
の

実
施

状
況

・
運

営
面

、
技

術
面

の
促

進
要

因
と
阻

害
要

因

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

運
営

、
技

術
移

転
は

円
滑

に
な
さ
れ

て
き
た
か

・
円
滑
に
な
さ
れ
て
き
た
要
因
は
何
か
、
な
さ
れ
て
い
な

い
と
す
れ
ば
原
因
は
何
か

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
体

制
（
内

部
要

因
）

・
P
D
M
と
の

乖
離

・
外

部
条

件
の

変
化

、
そ
の

他
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
取

り
巻

く
外

部
要

因

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

・
C
/
P
と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ
ビ
ュ
ー

・
C
/
P
と
専

門
家

に
対

す
る
質

問
票

・
関

係
者

へ
の

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

2

・
活

動
の

進
捗

状
況

・
活

動
の

促
進

要
因

と
阻

害
要

因
・
活

動
実

施
に
か

か
る
問

題
点

・
各
成
果
の
活
動
は
順
調
に
進
ん
で
い
る
か

・
活

動
を
促

進
し
て
い
る
要

因
と
阻

害
し
て
い
る
要

因
は

何
か

・
十

分
に
実

施
さ
れ

て
い
な
い
活

動
は
あ
る
か

、
あ
る
と
し

た
ら
そ
の

原
因

は
何

か

・
P
O
と
の

乖
離

・
投

入
や

外
部

条
件

の
変

化
・
そ
の

他
の

内
部

的
な
促

進
・
阻

害
要

因
と
対

処
法 ・
活

動
修

正
の

際
の

プ
ロ
セ
ス
や

文
書

記
録

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

・
ミ

ニ
ッ
ツ

・
C
/
P
と
日

本
人

専
門

家
・
タ
ー
ゲ
ッ
ト
県

・
地

区
関

係
者

・
報

告
書

の
レ
ビ
ュ
ー

・
関

係
者

へ
の

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

3

・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の

仕
組

み

・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
（
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

進
捗

状
況

の
確

認
）
は

ど
の
よ
う
に
行
わ
れ
て
い
た
か
（
形
態
・
頻
度
）

・
進

捗
状

況
確

認
の

結
果

は
ど
の

よ
う
に
フ
ィ
ー
ド
バ

ッ
ク

さ
れ

て
い
た
か

・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
方

法
の

改
善

の
余

地
は

あ
っ
た
か

・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ツ
ー
ル

（
記

録
方

法
等

含
む
）
の

有
無

・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
実

施
方

法
、
活

用
・
フ
ィ
ー
ド
バ

ッ
ク
方

法

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

・
C
/
P
と
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ
ビ
ュ
ー

・
C
/
P
と
専

門
家

に
対

す
る
質

問
票

・
関

係
者

へ
の

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

4

・
外

部
条

件
の

変
化

と
そ
の

対
応

・
外

部
条

件
に
関

し
て
変

化
は

あ
っ
た
か

、
変

化
が

あ
っ

た
場

合
、
誰

が
ど
の

よ
う
に
対

応
し
た
か

・
外
部
条
件
に
記
載
し
て
い
な
い
外
部
要
因
に
よ
る
変

化
は

あ
っ
た
か

、
変

化
が

あ
っ
た
場

合
、
誰

が
ど
の

よ
う
に

対
応

し
た
か

・
外

部
条

件
の

変
化

と
対

処
策

・
記

録
の

有
無

、
記

録
方

法
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

・
C
/
P
と
日

本
人

専
門

家
・
報

告
書

の
レ
ビ
ュ
ー

・
関

係
者

へ
の

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

5

・
前

提
条

件
の

変
化

と
そ
の

対
応

・
本

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
前
提
条
件
が
設
定
さ
れ
て
い
な
い

が
、
前

提
条

件
と
し
て
設

定
す
べ

き
事

柄
が

あ
っ
た
か

・
前
提
条
件
に
関
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ー

ジ
ャ
ー
（
Ｐ
Ｍ
）
と
チ
ー
フ
ア
ド
バ

イ
ザ

ー
意
見

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

・
ブ
ー
タ
ン
側

Ｐ
Ｍ
、
日

本
側

チ
ー
フ
ア
ド
バ

イ
ザ

ー

・
報

告
書

の
レ
ビ
ュ
ー

・
関

係
者

へ
の

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

関
係

者
間

の
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン

6

・
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
と
問

題
認

識
の

共
有

状
況

・
専

門
家

と
C
/
P
の

間
で
十

分
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が

図
ら
れ
て
い
た
か

・
専

門
家

と
C
/
P
の

間
で
問

題
に
対

す
る
認

識
は

共
有

さ
れ
て
い
た
か

・
C
/
P
と
県

農
業

官
、
普

及
員

、
関

係
機

関
（
東

部
地

域
農
業
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
・
協
同
組
合
事
務
所
、
国
立
種
子

セ
ン
タ
ー
な
ど
）
と
の
間
で
十
分
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

が
図
ら
れ
て
い
た
か

・
C
/
P
と
県

農
業

官
、
普

及
員

関
係

機
関

（
東

部
地

域
農

業
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
・
協
同
組
合
事
務
所
、
国
立
種
子
セ

ン
タ
ー
な
ど
）
と
の
間
で
問
題
に
対
す
る
認
識
は
共
有
さ

れ
て
い
た
か

・
J
IC
A
本

部
/
ブ
ー
タ
ン
事

務
所

と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
の

間
で
十
分
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
図
ら
れ
て
い
た
か

・
J
IC
A
本

部
/
ブ
ー
タ
ン
事

務
所

や
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
の

間
で
問
題
に
対
す
る
認
識
は
共
有
さ
れ
て
い
た
か

・
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
ツ
ー
ル
の
有
無

・
各

種
会

議
の

頻
度

や
記

録
方

法
、
記

録
内

容
・
J
IC
A
本

部
、
J
IC
A
ブ
ー
タ
ン
事

務
所

、
専

門
家

、
C
/
P
、
県

農
業

官
、
普

及
員

等
の

意
見

、
見

解

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

・
C
/
P
と
日

本
人

専
門

家
・
県

農
業

官
、
普

及
員

・
Ｊ
IC
A
本

部
、
J
IC
A
ブ
ー
タ

ン
事

務
所

・
報

告
書

の
レ
ビ
ュ
ー

・
C
/
P
と
専

門
家

に
対

す
る
質

問
票

・
関

係
者

へ
の

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

情
報

源
調

査
方

法

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

運
営

、
活

動
の

進
捗

状
況

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

の
実

施
状

況

評
価

項
目

評
価

設
問

（
大

項
目

）
評

価
設

問
（
小

項
目

）
必

要
な
情

報
・
デ
ー
タ

－ 56 －



付
属

資
料

2

技
術

（
技

能
）

移
転

の
手

法

7

・
技

術
（
技

能
）
移

転
の

進
捗

状
況

・
C
/
P
、
県

農
業

官
、
普

及
員

に
伝

え
る
べ

き
技

術
（
技

能
）
の

内
容

・
上
記
、
移
転
す
べ
き
技
術
(技

能
）
内
容
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

開
始
時
に
比
べ
変
化
し
て
き
て
い
る
か

・
上

記
の

技
術

が
的

確
に
移

転
さ
れ

て
い
る
か

、
技

術
移

転
の
際
、
ど
の
よ
う
な
工
夫
が
な
さ
れ
て
い
る
か

・
C
/
P
、
県

農
業

官
、
普

及
員

か
ら
園

芸
農

家
へ

的
確

に
技

術
が

移
転

さ
れ

て
い
る
か

、
技

術
移

転
の

際
、
ど
の

よ
う
な
工
夫
が
さ
れ
て
い
る
か

・
農

家
か

ら
農

家
へ

技
術

が
移

転
さ
れ

て
い
る
か

、
技

術
移
転
の
際
、
ど
の
よ
う
な
工
夫
が
さ
れ
て
い
る
か

・
移

転
す
べ

き
技

術
（
技

能
）
の

内
容

と
対

象
者

・
移

転
す
べ

き
技

術
（
技

能
）
の

内
容

の
変

化
の

有
無

・
技

術
移

転
の

方
法

・
技

術
の

移
転

事
例

、
普

及
事

例

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

・
日

本
人

専
門

家

・
報

告
書

の
レ
ビ
ュ
ー

・
専

門
家

に
対

す
る
質

問
票

・
関

係
者

へ
の

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

相
手

国
実

施
機

関
の

オ
ー

ナ
ー
シ
ッ
プ

8

・
実

施
機

関
と
責

任
監

督
機

関
の

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
に
対
す
る
主
体
性
の
醸
成
状
況

・
農

林
業

省
、
ウ
ェ
ン
カ
ル

セ
ン
タ
ー
、
県

農
業

官
、
普

及
員

、
対

象
県

関
係

者
の

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対

す
る
認

識
の

度
合

い
・
農

林
業

省
、
ウ
ェ
ン
カ
ル

セ
ン
タ
ー
、
県

農
業

官
、
普

及
員

、
対

象
県

関
係

者
の

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ

の
参

加
の

度
合

い ・
C
/
P
の

配
置

の
適

性
度

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
予

算
の

負
担

状
況

（
開

始
後

の
予

算
額

の
推

移
）

・
各

種
会

議
の

開
催

頻
度

、
参

加
者

、
協

議
内

容
・
そ
の

他
、
実

施
機

関
の

主
体

性
の

醸
成

が
確

認
で
き
る
事
例
の
有
無

・
C
/
P
の

配
置

人
数

、
職

位
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開

始
後

の
予

算
額

の
推

移

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
書

・
C
/
P
と
日

本
人

専
門

家
・
報

告
書

の
レ
ビ
ュ
ー

・
専

門
家

に
対

す
る
質

問
票

・
関

係
者

へ
の

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
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主要面談者  

 

(1) 園芸作物研究開発・普及支援プロジェクト 

冨安 裕一 専門家 （チーフアドバイザー／園芸） 

佐々木 健一 専門家 （業務調整／農家組織） 

 

 

(2) 独立行政法人 国際協力機構 ブータン事務所 

朝熊 由美子 所長 

砂田 雅則 所員 

Kinley Dorji 所員 

 

(3) 農林省(Ministry of Agriculture and Forests, MoAF) 

Mr. Tenzin Dhendup  Secretary 

Mr. G.B. Chettri  Officiating Director General, Department of  

Agriculture 

Ms. Kinlay Tshering  Chief Horticulture Officer 

 

(4) 国民総幸福委員会（Gross National Happiness Commission, GNHC） 

Mr. Thinley Namgyel  Director 

Ms. Kuenzang L Sangay Sr. Planning Officer 

 

(5) ウェンカル再生可能天然資源研究開発センター 

（Wengkhar Renewable Natural Resource Research and Development Center: RNRRDC, 

Department of Agriculture, MoAF） 

Mr. Lhap Dorji  Program Director 

Mr. Loday Phuntsho  Senior Research Officer (Horticulture) 

Mr. Kinley Tshering  Senior Research Officer (Horticulture) 

Mr. Sonam Tashi  Senior Research Assistant, Sub Centre Lingmithang 

Mr. Tshering Dorji  Research Officer, Sub Centre Khangma 

 

(6) タシ・ヤンツェ政府種子農場 

Mr. Kinzang Choeda  Farm Manager 

 

(7) 東部地域農業マーケティング・協同組合事務所(Regional Agricultural Marketing and 

Cooperative Office、RAMCO） 
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Mr. Sangay Jamtsho Regional Coordinator 

Mr. Karma Tenzin  Marketing Assistant 

 

(8) 各県農業担当官・普及員（敬称略） 

Kunzang Palden Dzongkhag Agriculture Officer, Samdrup Jongkhar 

Sonam Phuntsho Assistant Dzongkhag Agriculture Officer, Samdrup Jongkhar 

Tsheien Dukpa Extension supervisor, Samdrup Jongkhar 

Kunzang Tshering Dzongkhag Agriculture Officer, Pemagatshel 

Lungten  Senior Extension Officer, Pemagatshel 

Suraj Gurung  Assistant Dzongkhag Agriculture Officer, Trashigang 

Pema Wangchen Extension supervisor, Trashigang 

Dorji  Dzongkhag Agriculture Officer, Lhuentse 

Jitshen Wangshuk Assistant Dzongkhag Agriculture Officer, Lhuentse 

Phunnsho  Extension supervisor, Lhuentse 

Wangchuk  Extension supervisor, Lhuentse 

Samgay Wangdi Extension supervisor, Lhuentse 

Ugyen Tshering Extension supervisor, Lhuentse 

Ram Chandra Katel Extension supervisor, Tashiyangtse 

Khampa  Dzongkhag Agriculture Officer, Mongar 

Sangay Wangdi Assistant Dzongkhag Agriculture Officer, Mongar 

 

(9) 国際農業開発基金（IFAD） 

Mr. Hendrik Visser Team Leader IFAD appraisal mission 

Ms. Lakshmi Moola Country Programme Manager, Asia and the Pacific Division 

Ms. Mylene Kheralla Lead Technical Specialist, Rural Markets and Enterprises,  

   Policy and Technical Advisory Division 
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ブータン王国

園芸作物研究開発・普及支援

プロジェクト

終了時評価調査報告書

農村

ＪＲ

15-001

ブ
ー
タ
ン
王
国
園
芸
作
物
研
究
開
発
・
普
及
支
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プ
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ジ
ェ
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終
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評
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調
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報
告
書

平
成
27
年
2
月

独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構

独立行政法人国際協力機構

農村開発部

平成 27 年 2 月

（2015 年）
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